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　当金庫は、農業協同組合（JA）、漁業協同組合（JF）、森林組合（JForest）、その他の農林水産業者の協同組織を会員（出資団体）とする民間金融機関です。当金庫は、こうした協同組織およ
びその構成員（農林水産業者）のために金融の円滑を図ることで、農林水産業の発展に寄与し、国民経済の発展に資するという重要な社会的役割を担っています。
　この役割を発揮していくために、当金庫は会員からの預金（その大部分は、JA・JFが組合員などからお預かりした貯金を原資とした預け金）や市場から調達した資金を、農林水産業者、農林
水産業に関連する企業などへの貸出のほか、有価証券投資などによって効率的に運用し、会員への安定的な収益還元に努めています。また、農林水産業者をはじめとするステークホルダーに
向けて様々な金融・非金融サービスを提供しています。

私たちの成り立ち

農林中央金庫は、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合その他の農林水産業者の協同組織を基盤とする金融機関として
これらの協同組織及びこれらを構成する者のために金融の円滑を図ることにより、農林水産業の発展に寄与し、もって国民経済の発展に資することを目的とする。

農林中央金庫法第一条（目的）

農林水産業者・農林水産業に関連する企業等

グローバルな
金融市場

会員

（信用事業）

収益

収益

出資・預金等

収益の還元

金融・非金融
サービス

食農ビジネス

会員が行う金融サービス
提供に対する支援

リテールビジネス

投融資

投資ビジネス
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JA・JF・JForestとは
　当金庫の会員であるJA・JF・JForestは、以下の目的や役割のもとで設立され、様々な事業を展開する協同組織です。

※ JA組合員数は農林水産省「令和6事業年度総合農協統計表」、JF組合員数は農林水産省「令和6年度水産業協同組合統計表（都道府県知事認可の水産業協同組合）」、 JForest組合員数は農林水産省「令和6年度森林組合統計」より引用

農業協同組合（JA）

組合員数※ 約1,014万人

経済事業 農産物の集荷・販売や生産資材・生活資材の供給
などを行う

信用事業 貯金・ローン・為替などの金融サービスを提供する

共済事業 万一の時の備えとなる生命共済や自動車共済な
どを扱う

指導事業 組合員の農業経営の改善や生活向上のための指
導を行う

◦�JA（農協）は、相互扶助の精神のもと、農業や地域の発
展への貢献を目指して、 様々な事業や活動を総合的に
行う協同組合であり、「農業協同組合法」を根拠に設立

漁業協同組合（JF）

◦�JF（漁協）は、漁業や漁村の発展への貢献を目指して、
漁業者の漁業経営や生活を守っていく協同組合であり、

「水産業協同組合法」を根拠に設立

組合員数※ 約23万人

経済事業 組合員の漁獲物・生産物の保管・加工・販売や組
合員の事業・生活に必要な物資の供給を行う

信用事業 貯金・ローン・為替などの金融サービスを提供する

共済事業 組合員向けに生命共済・損害共済を提供する

指導事業 水産資源の管理や組合員の経営改善、生産技術
向上のための指導を行う

森林組合（JForest）

◦�JForest（森組）は、森林所有者の協同組合であり、「森
林組合法」を根拠に設立

◦�小規模所有者の森林が多くを占めるわが国のなかで、
小規模所有者を取りまとめる重要な機能を果たしている

◦�信用事業は実施していない

組合員数※ 約144万人

森林整備事業 組合員所有林などの植林・下草刈り・間伐などを
行う

販売事業 伐採した木材など林産物の販売を行う

加工事業 伐採した木材の製材加工・販売を行う

指導事業 研修会の開催、組合広報誌の提供等

私たちの成り立ち
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系統組織の仕組み
　幅広い事業を行う市町村段階のJA・JF・JForestから、それぞれの事業ごとに組織された都道府県段階の連合会、そして当金庫を含む全国段階の連合会にいたる協同組織を「系統組織」と呼んでいます。

事業 組合員等 市町村段階 都道府県段階 全国段階

農業

代表・調整・相談

農業者等

JA
（農業協同組合）

JA中央会
（農業協同組合中央会）

JA全中
（全国農業協同組合中央会）

経済 JA全農
（全国農業協同組合連合会）

JA経済連
（経済農業協同組合連合会）

信用 農林中央金庫
JA信農連

（信用農業協同組合連合会）

共済 JA共済連
（全国共済農業協同組合連合会）

漁業

経済

漁業者等 JF
（漁業協同組合）

JF漁連
（漁業協同組合連合会）

JF全漁連
（全国漁業協同組合連合会）

信用 JF信漁連
（信用漁業協同組合連合会） 農林中央金庫

共済 JF共水連
（全国共済水産業協同組合連合会）

林業 指導・販売・加工等 森林所有者等 JForest
（森林組合）

JForest森連
（森林組合連合会）

JForest全森連
（全国森林組合連合会）

JForest
グループ

JF
マリンバンク

JFグループ

JAバンク

JAグループ

私たちの成り立ち
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JAバンク・JFマリンバンクとは（系統信用事業）
　市町村段階のJA・JF、そして都道府県段階のJA信農連・JF信漁連および全国段階の当金庫にいたる「信用事業」の仕組みや機能を「系統信用事業」と呼び、実質的に1つの金融機関として機能する「JAバン
ク」、「JFマリンバンク」を展開しています。
　JAバンク・JFマリンバンクでは、それぞれの組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するため、「再編強化法」※に基づき、JAバンクおよびJFマリンバンク会員総意のもとで「JAバンク基
本方針」と「JFマリンバンク基本方針」を策定しています。
　これら基本方針では「破綻未然防止」と「一体的事業運営」に向けた基本的方向に加え、JAバンクおよびJFマリンバンク会員それぞれの役割・責務等を定めています。
※ 農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律

JAバンクの概要 2026年4月1日現在

役割

組織数（会員数）

※1 JA（農協）数の491はJAバンクの会員数　※2 JF（漁協）数の70はJFマリンバンクの会員数

組織数（会員数）

JFマリンバンクの概要 2026年4月1日現在

役割

◦�農業者、地域住民からの貯金をもとに、農業
資金・生活資金を融資

◦�余剰資金をJA信農連・当金庫に預け入れ
◦�利益を農業者に還元

491

JA（農協）※1

70

JF（漁協）※2

◦�漁業者、地域住民からの貯金をもとに、漁業
資金・生活資金を融資

◦�余剰資金をJF信漁連・当金庫に預け入れ
◦�利益を漁業者に還元

◦�JA、JA信農連から集まった資金を貸出・有価証券等で運用し、
利益を還元

◦�JAバンクの全国機関として全国の491JA等との一体的な
金融事業運営や、経営健全性確保に向けた指導を実施

1

農林中央金庫

1

農林中央金庫

◦�JF、JF信漁連から集まった資金を貸出・有価証券等で運用
し、利益を還元

◦�JFマリンバンクの全国機関として全国の70JF等との一体的
な金融事業運営や、経営健全性確保に向けた指導を実施

◦�JAから集まった資金を貸出・有価証券等で運
用し、利益をJA等に還元（余剰資金を当金庫
に預け入れ）

◦�管内JAの金融機能のとりまとめ、指導

31

JA信農連

9

JF信漁連

◦�漁業者・地域住民からの貯金やJFから集まっ
た資金を貸出・有価証券等で運用し、利益を
JF等に還元（余剰資金を当金庫に預け入れ）

◦�管内JFの金融機能のとりまとめ、指導

私たちの成り立ち
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※２ 貯金・貸出金は、JFマリンバンク会員であるJFおよびJF信漁連の合計
※３ 店舗数は、JFマリンバンク会員であるJF・JF信漁連・当金庫の内国為替取扱店舗数の合計

※１ 店舗数についてはJA・JA信農連・当金庫の内国為替取扱店舗数の合計

JF系統貯金 JF系統貸出金 JFマリンバンク店舗数
農業関連融資残高内訳
（4,912億円）

農業向け� 647億円
農業関連団体向け� 2,767億円
公庫受託資金（農業）� 1,498億円

JA貸出金 JAバンク店舗数 JAバンク移動店舗台数

JA貯金

2025年度末時点

2025年度末時点 2025年度末時点 2025年度末時点

2025年度末時点 2025年度末時点 2025年度末時点

25.4兆円 5,823店舗※１ 126台

2.6兆円※2 0.5兆円※2 154店舗※3

　農林中央金庫の、日銀の産業分類による狭義の農業貸出は647億円です。これは貸出金の総額約19兆
円の0.32％となります。このほか、JA全農などの農業関連団体向け貸出と、日本政策金融公庫の受託資金
を合わせた農業関連融資の総額は、4,912億円となります（信用事業を行う系統団体に対する日銀成長基
盤強化支援資金等の制度資金の原資資金を除きます）。

　JAバンクの農業金融は、JA・JA信農連・当金庫が役割分担のうえ農業者の資金ニーズに対応しています。

小規模農家・農業法人
大規模農家・農業法人

融資

農林中央金庫JA信農連JA

JAバンクの農業金融Topics

農業関連融資残高（単位：億円）

24,704

（年度末）20252024

25,006

4,9124,3624,453

2023

■JAバンク全体　■うち当金庫
26,145

農業融資新規実行額（長期）（単位：億円）

3,991
3,648

（年度）20252024

4,017

458323440

2023

■JAバンク全体　■うち当金庫

JAバンク個人貯金残高の国内シェア

2025年9月末時点
日本銀行資料（資金循環統計）を
もとに当金庫作成

JAバンク

9.4%個人預貯金
1,014兆円106.9兆円

うち個人貯金
95.5兆円

JAバンク・JFマリンバンクの規模感

私たちの成り立ち
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　非連続な変化が続くと予測されるなか、組織としての課題解決力を高めていくためには、理念を共有し、自らの役割を認識し、そして役職員が自律的に活躍していくカルチャーが必要だと考
えています。これを受けて、私たちは“持続可能な環境や社会のために未来に向けてどのような貢献をしていくのか”という問いに対する「パーパス（私たちの存在意義）」を定めています。
　このパーパスのもと、私たちが中長期的に向き合っていく環境・社会課題を「重要課題」、この課題解決に向けて私たちが中期的に目指す姿を「中期ビジョン」として設定しています。また、こ
の目指す姿の実現に向けて、私たちが日々業務を実践していくにあたり、土台とするべき価値観を「共有価値観」として定めています。

パーパス（私たちの存在意義）

中期ビジョン

共有価値観

パーパス実現のための
重要課題
（マテリアリティ）

パーパス
（私たちの存在意義）

Materiality

価値観
Shared Value

事業活動
Vision/Strategy

理念
Purpose

農林水産業の
“稼ぐ力”の強化

自然と共生する
社会の実現

強靭な
食料システムの

実現

国内外での
“豊かな”くらしの

実現
脱炭素社会の
実現

パーパス実現の
ための重要課題
（マテリアリティ）

「Nochu Vision 2030 ～未来を見据え、変化に挑む～」

会員への安定的な収益・
機能還元の発揮

農林水産業・地域の持続的な発展

変化に挑戦し続ける柔軟で強靭な
組織の実現

デジタルとリアルの最適融合による
組合員・利用者への価値創造

地球環境・社会・経済への
インパクト創出

ステークホルダーのみなさまとともに、
農林水産業をはぐくみ、豊かな食とくらしの未来をつくり、

持続可能な地球環境に貢献していきます

持てるすべてを「いのち」に向けて。

成長チャレンジチームワークプロフェッショナリティグローカル

中期ビジョン

共有価値観

パーパス
（私たちの存在意義）
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リテールビジネス JAバンク・JFマリンバンクの一員として様々な金融機能を提供

　リテールビジネスは、JAバンク・JFマ
リンバンクの全国機関として主に右記
の役割を担うビジネス。

コーポレート 3つのビジネスを支える機能の提供に加え、新たな課題にも取り組む

　コーポレートは、当金庫が価値を生み
出す3つのビジネスを展開するための
基盤。

投資ビジネス JAバンク・JFマリンバンクの運用の最終的な担い手として安定した収益を追求

　投資ビジネスは、会員から受け入れた
資金をもとにした国際分散投資と、グ
ループ会社と連携した資産運用ビジネ
スを通じて得た収益を会員に還元し続け
ていくことを目的としたビジネス。

資産運用ビジネス

グループ会社５社を中核とした資産運用ビジネス

国際分散投資

グローバルなネットワークを構築して国際分散投資を実施

Tokyo
New York

London Amsterdam
Beijing

Hong Kong
Singapore

Sydney

債券
（金利リスク）

クレジットクレジット
資産資産

（信用リスク）

株式
（価格変動
リスク）

戦略等の企画・
コンサルティング

⃝総合的戦略として、全国レベルで「JAバンク中期戦略」、「JFマリンバンク中期戦略」を策定する。
⃝JAバンク・JFマリンバンクが提供する様々な商品・サービスを企画する。
⃝�組合員・利用者に対して“どのように商品・サービスを訴求していくか”をJAバンク・JFマリンバンク全体で考え、役割分担のうえ実践する。

⃝全国のJA・JFなどが利用するデジタルインフラを運営するとともに、統一的な事務手続やマニュアル等を策定・提供する。
⃝他金融機関との決済ネットワークを提供する。インフラ機能の提供

⃝JA・JFの自主性を尊重しつつ、個々の組織がとるべき経営戦略の明確化を促し、取組みを後押しする。
⃝「JAバンク基本方針」・「JFマリンバンク基本方針」のもと、一定の基準に該当したJA・JF等に対して必要な経営指導や支援等を行う。経営指導

⃝法令・制度等への対応として様々な取りまとめや外部機関・行政等への報告を行う。
⃝災害発生時などの緊急時には全国のJA・JFを取りまとめ、対応策を検討し実践する。その他役割

事務・IT 監査リーガルリスク管理 経営管理財務会計

コーポレートの主な機能

私たちの事業領域
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2030年のありたい姿

　当金庫は、2024～2030年度を期間とする中期ビジョン「Nochu Vision 2030～未来を見据え、変化に挑む～」において「2030年のありたい姿」を5つ定めました。農林中金グループを取り
巻く事業環境は複雑かつ加速度的に変化していくという見通しのもと、グループ一丸となってパーパスを実現していくためには、数年先の変化を正確に予測し精緻な計画を立てるのではなく、

“ありたい姿”に向かって外部環境の変化に柔軟かつ機動的な経営を実践していくことが重要だと考えています。

パーパス（私たちの存在意義）

ステークホルダーのみなさまとともに、
農林水産業をはぐくみ、豊かな食とくらしの未来をつくり、

持続可能な地球環境に貢献していきます

持てるすべてを「いのち」に向けて。

2027年度

2026年度
2024年度

中期ビジョン
(羅針盤)

 ありたい姿の
実現を目指す

2030年度

多様な思考を持った人材が相互に学びあいながら専門性を高多様な思考を持った人材が相互に学びあいながら専門性を高
めるとともに、ITデジタル・データ利活用が浸透したオープンめるとともに、ITデジタル・データ利活用が浸透したオープン
マインドな企業カルチャーのもと変化にチャレンジし続けるこマインドな企業カルチャーのもと変化にチャレンジし続けるこ
とで、柔軟で強靭な組織を実現したいとで、柔軟で強靭な組織を実現したい

変化に挑戦し続ける
柔軟で強靭な組織の
実現

農林中金グループが一体となって、変化の激しい市場環境や農林中金グループが一体となって、変化の激しい市場環境や
顧客・取引先のニーズに柔軟に対応するとともに、新しい領顧客・取引先のニーズに柔軟に対応するとともに、新しい領
域・分野に挑戦し、持続的な財務・収益基盤を構築・維持するこ域・分野に挑戦し、持続的な財務・収益基盤を構築・維持するこ
とで、会員からの安定的な収益・機能還元に関する期待に応えとで、会員からの安定的な収益・機能還元に関する期待に応え
続けたい続けたい

会員への安定的な
収益・機能還元の発揮

協同組織と金融の力で、持続可能な環境・社会・経済の実現に協同組織と金融の力で、持続可能な環境・社会・経済の実現に
向けて、ポジティブインパクトを創出し続けていたい向けて、ポジティブインパクトを創出し続けていたい

地球環境・社会・経済への
インパクト創出

食と農林水産業のファーストコールバンクとして、ITデジタル食と農林水産業のファーストコールバンクとして、ITデジタル
を活用したデータビジネスの展開や新たな食農バリューチェーを活用したデータビジネスの展開や新たな食農バリューチェー
ンの構築等により、更なる付加価値を提供し、農林水産業者ンの構築等により、更なる付加価値を提供し、農林水産業者
や系統団体の持続的な発展を実現したいや系統団体の持続的な発展を実現したい

農林水産業・地域の
持続的な発展

系統金融機関ならではのデジタルとリアルの融合、その最適系統金融機関ならではのデジタルとリアルの融合、その最適
解を追求することで、JA・JFが更なる金融仲介機能、総合事業解を追求することで、JA・JFが更なる金融仲介機能、総合事業
体としての強みを発揮し、組合員・利用者の皆さまに感動いた体としての強みを発揮し、組合員・利用者の皆さまに感動いた
だける価値を創造し続けていたいだける価値を創造し続けていたい

デジタルとリアルの
最適融合による組合員・
利用者への価値創造

2028年度

2025年度

中期ビジョン
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気候変動‧⾃然関連課題への対応

投融資先のGHG排出量削減

当⾦庫は2050年ネットゼロへのコミットメントのもと、投融資ポートフォリオにおけるGHG排出量の削減⽬標を設定しています。

融資に関しては、�れまで「電⼒」、「⽯油‧ガス」、「⽯炭」、「鉄鋼」、「不動産」、「⾃動⾞」、「海運」セクターの⽬標を設定して�ました。

ファイナンスをはじめとしたソリューション機能を強化し、投融資先へのエンゲージメントを推進しています。

セクター‧アセットクラス

基準年

（2019年�）

直近実績

（202�年�）

20�0年�⽬標

融資

【電⼒】 213gCO e/kWh 197gCO e/kWh

2030年度

138〜165gCO e/kWh

【⽯油‧ガス】Scope1‧2 8.9gCO e/MJ 13.2gCO e/MJ

2030年度

3.1gCO e/MJ

【⽯油‧ガス】Scope3 0.51MtCO e 0.16MtCO e

2030年度

2019年度⽐（▲27.3%）

0.37MtCO e

【⽯炭】 投融資セクター⽅針に基づく対応とエンゲージメントの実施

【鉄鋼】 2.02tCO e/t 2.06tCO e/t

2030年度

1.54〜1.73tCO e/t

【不動産】 82.7kgCO e/(2 56.4kgCO e/(2

2030年度

34.1kgCO e/(2

【⾃動⾞】 192.6gCO e/0k( 333.5gCO e/0k(

2030年度

111gCO e/0k(

【海運】

（2023年12⽉が基準年）

St,%0%)g：38.5%�M%)%(/(：30.2%

2030年度

PCA≦0%

投資 【株式‧社債】 0.83tCO e/百万円 0.74tCO e/百万円

2030年度

2019年度⽐（▲49%）

0.41tCO e/百万円

会員と⼀体と��た森林由来のCO₂吸収

CO₂吸収量の確保に向けて、森林組合系統による適切な森林整備を⽀援しています。

取組みハイライト

2 2

2

2 2

2

2 2

2

2 2

2

2 2

2

2 2

2

2 2

2

森林の多⾯的機能の発揮に向けた取組み

農林中央⾦庫グループ拠点のGHG排出量削減

農林中央⾦庫グループの拠点において、省エネ推進や再⽣可能エネル�ー導⼊等によりGHG排出量削減を進めています。

ネイチャーポジティブ実現に向けた取組み

ポートフォリオの⾃然関連のリスクと機会の把握を⽬的に、投融資先企業のバリューチェーンも視野に⼊れた⾃然への依存とインパクトに

る分

析を試⾏的に実施しています。

外部企業との連携やイ$シ�!	+への参画等を通じて、ネイチ1ーポジ!	+実現に向けた投融資先へのソリューション機能を強化しています。

当⾦庫では、気候関連財務情報開⽰タスクフォース（TCFD）提⾔および⾃然関連財務情報開⽰タスクフォース（T�FD）提⾔に基づ�気候‧⾃然関

連課題への対応に

る⼀体的な開⽰に取り組んでいます。

農林⽔産業者所得の増加

JAバンクで連携した担い⼿へのコン�ル!	ング活動、出資‧融資を通じた⾷農バリューチェーン構築⽀援を実施しています。

JAバンクの担い⼿コンサルティング実施件数

※JA‧JA信農連‧当⾦庫の合計

農業者の付加価値向上寄与額

※集計範囲は「JAバンクの担い⼿コン�ル!	ング」における2025年度のソリューショ

ン実践先の��計測可能な先（144先）の累計。

気候変動‧⾃然関連課題への取組み（TCFD‧T�FD提⾔に基づく開⽰）

※ ※

持続可能な農林⽔産業と⾷農バリューチェーン
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サステナブル‧ファイナンス

環境‧社会課題解決に貢献するサステナブル‧ファイナンスを実⾏しました。

ファイナンスをはじめとする事業活動を通じた環境‧社会インパクトの計測‧管理にも注⼒して
ます。

⼈権尊重の取組み

当⾦庫では3年に1度、⼈権影響評価を実施することとしており、2025年度はグループ会社を含む事業活動およびバリューチェーンを対象範囲とし
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サステナブル‧ファイナンス

⼈権尊重

ダイバーシティ‧エクイティ&インクルージョン

11Sustainability Report 2026

サステナブル経営 農林水産業・地域 環境 社会 ガバナンス



パーパス（私たちの存在意義）の策定

中⻑期的な視点に⽴って当⾦庫のあるべき姿、世の中に提供できる価値や役割を再定義し、その実現に向けた具体的な⽬標を置いて実践してい�

ことの重要性を踏まえ、当⾦庫は2050年に向けて社会に提供し	る価値＝パーパス（私たちの存在意義）を定めました。

「パーパス」の策定にあたっては、2020年に、理事⻑以下全役員出席による,ークシ'ップを⽉1回のペースで開催しました。

2050年の地球環境や社会の変化（メガトレンド）を予測した	えで、バックキャスティングの思考に⽴ち、以下のプロセスで議論を⾏いました。

議論の内容は、経営管理委員、当⾦庫の職員に共有し、意⾒交換やアンケートを通じて成案化に反映しました。

サステナブル経営の歩み

当⾦庫は201	年度よりサステナブル経営を開始し、態勢整備や各種イニシアティブへの加盟を⾏いながら取組みを進めてきました。今後もステー

クホルダーの皆さまとともに取組みを進めてまいります。

パーパス策定とサステナブル経営の歩み

議論のプロセス

1. 環境‧社会の中⻑期的変化（メガトレンド）を踏まえた、2050年の「未来感シナリオ」を共有

2. 「未来感シナリオ」が農林中央⾦庫の基盤やビジネス（農林⽔産業、投融資）に与える影響を予測

3. 2.に対し、当⾦庫が世の中に提供できる価値、求めら�る役割は何か＝「パーパス」を議論

4. 「パーパス」を踏まえ、2030年に達成すべきゴールを議論

5. 経営計画に反映（「農林中央⾦庫の⽬指す姿」の再整理）

農林中央⾦庫の⽬指す姿

（参考）イニシアティブへの参画

こちらをご覧ください（農林中央⾦庫の⽬指す姿）
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「倫理憲章」‧「環境⽅針」‧「⼈権⽅針」

当⾦庫では、「倫理憲章」において「社会の⼀員として、地域社会等と

連携し、すべての⼈々の⼈権を尊重しつつ環境問題等の社会的課題への

対応に努め、持続可能な社会の実現に貢献すること」を定めています。

サステナブル経営実現に向けて、環境課題の解決や⼈権尊重にかかる基

本姿勢を明確化し、役職員の意識醸成‧認識統⼀を図り、そのうえで、

ビジネスや役職員の⾏動において、具体的な取組みを推進するための⽅

針として、2019年に「環境⽅針」「⼈権⽅針」を制定しました。

「環境⽅針」「⼈権⽅針」の下に「投融資基本⽅針」を位置付け、各グ

ループ会社と共通化しています。

「環境⽅針」「⼈権⽅針」���る２つの特⾊

①「当⾦庫の基本的使命」を掲げています

環境と密接に結びつく農林⽔産業の発展を通じて、経済の発展に貢献することは、当⾦庫の使命です。また、農林⽔産業に従事する⽅々がより多く

の幸せを享受で�るよう努め、相互扶助を通じて⼈間の尊厳と平等に根差した公正な社会の実現を図る理念をもっています。

②「健全な企業⽂化の醸成」を重視しています

両⽅針の実⾏にあたっては、健全な企業⽂化の醸成‧定着が密接不可分と考えています。環境問題‧⼈権問題への適切な対応を進めつつ、事業活動

を通じて発⽣するリスクと得られるリターンを常に意識すること、職員⼀⼈ひとりが透明性を確保しつつ⾃⼰責任意識を持って⾏動すること、闊達

で⾃由な議論や多様な意⾒を尊重し魅⼒ある職場づくりを実践することに取り組みます。

理念‧⽅針

倫理憲章（抜粋）

1. 基本的使命と社会的責任

2. 質の⾼いサービスの提供

3. 法令等の厳格な遵守

4. 反社会的勢⼒の排除、テロ等の脅威への対応

5. 透明性の⾼い組織⾵⼟の構築

6. 持続可能な社会への貢献

環境⽅針のポイント ⼈権⽅針のポイント

「環境⽅針」「⼈権⽅針」「投融資基本⽅針」を共通化しているグループ会社

● 農中信託銀⾏（株）

● �')"&�!,#"& A,*+)�$"� �+- L"%"+��

● �')"&�!,#"& ��&# �,)'(� �.�.

●（株）農林中⾦総合研究所

● 農林中⾦ファシリティーズ（株）

● 農中ビジネスサ(ート（株）

● 農林中⾦ビジネスアシスト（株）

●（株）農林中⾦アカデミー

● 農林中⾦バリューインベストメンツ（株）

● 協同住宅ローン（株）

● 農中情報システム（株）

● JAカード（株）

● 農林中⾦全共連ア��ト)ネジメント（株）

● 系統債権管理回収機構（株）

● アグリビジネス投資育成（株）

● 農林中⾦キャピタル（株）

● 農中JAML投資顧問（株）

● �')"&�!,#"& �'&  �'&  L"%"+��

事業活動を通じて環境課題の解決に主体的に貢献する責

任ある⾦融機関であることを宣⾔します。

‧

農林⽔産業を基盤とする⾦融機関として、地域や産業と

連携しながら持続可能な社会の実現と経済発展の両⽴に

取り組むことを宣⾔します。

‧

TCFDやT�FDな�の国際的な枠組みやイニシアティブを

積極的に⽀持‧賛同し、気候‧⾃然の課題に対して先進

的かつ透明性の⾼い対応を⾏うことを宣⾔します。

‧

投融資先にも環境配慮を求めることで社会全体の環境負

荷低減を促進し、環境リスクに対して適切に関与‧是正

する⾦融⾏動を実践することを宣⾔します。

‧

ガバナンス、企業⽂化醸成および⼈材教育を通じて環境

への取組みを組織全体で推進し、サステナブル経営を実

現することを宣⾔します。

‧

事業活動および組織運営のあらゆる側⾯において⼈権を

尊重し、⼈々の尊厳と権利を守る責任ある⾦融機関とし

て⾏動することを宣⾔します。

‧

農林⽔産業を基盤とする⾦融機関として、関係者と連携

しながら公平で持続可能な社会の実現に貢献することを

宣⾔します。

‧

国連指導原則やILO宣⾔等の国際基準を⽀持‧尊重し、⼈

権課題に対して国際的に整合した透明性の⾼い対応を⾏

うことを宣⾔します。

‧

投融資先やサプ0イ.ーにも⼈権尊重を求めるととも

に、⼈権デューデリジェンスを通じて責任ある⾦融⾏動

を実践することを宣⾔します。

‧

ガバナンス、救済メカニズム、企業⽂化醸成および⼈材

教育を通じて⼈権尊重を組織全体に浸透させ、実効性あ

る取組みを推進することを宣⾔します。

‧

環境⽅針（PDF：197KB）

⼈権⽅針（PDF：17�KB）
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本姿勢を明確化し、役職員の意識醸成‧認識統⼀を図り、そのうえで、

ビジネスや役職員の⾏動において、具体的な取組みを推進するための⽅
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● JAカード（株）

● 農林中⾦全共連ア��ト)ネジメント（株）

● 系統債権管理回収機構（株）

● アグリビジネス投資育成（株）

● 農林中⾦キャピタル（株）

● 農中JAML投資顧問（株）

● �')"&�!,#"& �'&  �'&  L"%"+��

事業活動を通じて環境課題の解決に主体的に貢献する責

任ある⾦融機関であることを宣⾔します。

‧

農林⽔産業を基盤とする⾦融機関として、地域や産業と

連携しながら持続可能な社会の実現と経済発展の両⽴に

取り組むことを宣⾔します。

‧

TCFDやT�FDな�の国際的な枠組みやイニシアティブを

積極的に⽀持‧賛同し、気候‧⾃然の課題に対して先進

的かつ透明性の⾼い対応を⾏うことを宣⾔します。

‧

投融資先にも環境配慮を求めることで社会全体の環境負

荷低減を促進し、環境リスクに対して適切に関与‧是正

する⾦融⾏動を実践することを宣⾔します。

‧

ガバナンス、企業⽂化醸成および⼈材教育を通じて環境

への取組みを組織全体で推進し、サステナブル経営を実

現することを宣⾔します。

‧

事業活動および組織運営のあらゆる側⾯において⼈権を

尊重し、⼈々の尊厳と権利を守る責任ある⾦融機関とし

て⾏動することを宣⾔します。

‧

農林⽔産業を基盤とする⾦融機関として、関係者と連携

しながら公平で持続可能な社会の実現に貢献することを

宣⾔します。

‧

国連指導原則やILO宣⾔等の国際基準を⽀持‧尊重し、⼈

権課題に対して国際的に整合した透明性の⾼い対応を⾏

うことを宣⾔します。

‧

投融資先やサプ0イ.ーにも⼈権尊重を求めるととも

に、⼈権デューデリジェンスを通じて責任ある⾦融⾏動

を実践することを宣⾔します。

‧

ガバナンス、救済メカニズム、企業⽂化醸成および⼈材

教育を通じて⼈権尊重を組織全体に浸透させ、実効性あ

る取組みを推進することを宣⾔します。

‧

環境⽅針（PDF：197KB）

⼈権⽅針（PDF：17�KB）
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サステナブル経営会議

サステナブル経営に関する全体⽅針や経営課題等を決定‧協議する会議体として、理事会のもとに「サステナブル経営会議」を設置し、チーフ‧サ

ステナビリティ‧オフィサー（下記参照）をはじめ関係役職員が参画しています。協議内容は必要に応じて理事会‧経営管理委員会に付議‧報告さ

れ、理事会‧経営管理委員会の監督を受けています。なお、環境‧社会リスク管理に関する事項に いては同じ�理事会傘下の統合リスク管理会議

で協議する等、内容や⽬的に応じ、各種協議体において経営レベルでの議論を⾏っています。

チーフ‧サステナ�リティ‧オフィサー

サステナブル経営の統括‧推進を担う責任者として、２名の役員をチーフ‧サステナビリティ‧オフィサー（Co-CSuO）として配置しています。コ

ーポレート担当およびビジネス担当の両役員が連携して対応することで、国内外の潮流を踏まえたサステナブル経営の推進‧ビジネス機会獲得とリ

スク管理強化への取組みを進めています。

チーフ‧ダイバーシティ‧オフィサー

ダイバーシティ＆インクルージョンへの取組みの統括‧推進を担う責任者として、C�O（チーフ‧ダイバーシティ‧オフィサー）を配置しています。

サステナ�リティ‧アドバイザリー‧ボード

サステナブル経営の⾼度化に向け、外部有識者と協議し、意⾒を反映さ�るため、理事会の諮問機関としてサステナビリティ‧アドバイザリー‧ボ

ードを設置しています。

サステナビリティ‧アドバイザリー‧ボードのメンバー

⽒名 所属‧役職

佐藤 隆⽂ ⽒ 農林中央⾦庫 経営管理委員（前 ��RS財団 副議⻑）

⾼村 ゆかり ⽒ 東京⼤学未来ビジョン研究センター 教授

⽵ケ原 啓介 ⽒ 政策研究⼤学院⼤学 教授

松岡 伸次 ⽒ 明治ホールディングス株式会社 顧問

2026年7⽉1⽇現在

サステナビリティ推進体制

各本部と連携したサステナブル経営の実践

組織⼀体となったサステナブル経営の強化に向けて、各本部‧ユニット（⾷農法⼈営業本部、リテール事業本部、グローバル‧インベストメン%本

部、リスク管理ユニット）にSuO（本部ユニット‧サステナビリティ‧オフィサー）を配置しています。

サステナビリティ推進体制図

各会議体の主な内容（サステナビリティ関連）

会議体 座⻑ 2025年度の主な付議‧協議‧報告内容（気候‧⾃然に関するもの）

経営管理委員会 経営管理委員会会⻑

●取組事項‧業務運営実績（サステナブル経営に関する事項を含む）

理事会 代表理事理事⻑

●取組事項‧業務運営実績（サステナブル経営に関する事項を含む）

●トップリスク選定

●サステナビリティ‧アドバイザリー‧ボードの開催結果‧対応

サステナブル経営会議

サステナビリティ共同責任者

（経営企画）

202�年度は計6回開催（他会議との共催も含む）

●⾃然資本‧⽣物多様性にかかる取組み

●農業にかかる⼈権の取組み

●取組事項‧業務運営実績（サステナブル経営に関する取組み）

●サステナビリティ‧アドバイザリー‧ボードの開催結果‧対応

統合リスク管理会議 最⾼リスク管理責任者

●トップリスク選定

●リスクマネジメント基本⽅針改正

●投融資セクター⽅針の⼀部改正

●移⾏リスク評価枠組み

●ESRM管理態勢

市場‧信⽤ポートフォリオマ

ネジメント会議

最⾼投資責任者

●投融資セクター⽅針の⼀部改正

●アロケーション⽅針策定（市場‧信⽤ポートフォリオマネジメント会議にて、投資ポート

フォリオにおけるGHG排出量を可視化）

⾷農⾦融会議 ⾷農法⼈営業統括責任者

情報開⽰会議

広報コ8=ニケーション担当

役員

●サステナビリティ開⽰⽅針に いて
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Co-C�uO（チーフ‧サステナビリティ‧オフィサー）メッセージ

常務執⾏役員（経営管理ユニット）

最⾼戦略責任者（CSO）

サステナビリティ共同責任者

川島 憲治

私は2019年の総合企画部⻑の時に、サステナブル経営室を部内に⽴ち上げ、サステナブル経営を経営戦略の⼀⾓として位置付けました。2021

年のパーパス制定では、役職員⼀丸となって議論し、「ステークホルダーのみなさまとともに、農林⽔産業をは�くみ、豊かな⾷とくらしの未

来をつくり、持続可能な地球環境に貢献すること」を定め、当⾦庫の経営戦略の根幹にサステナビリティを組込んできました。

中期ビジョン「Nochu Vision2030」では、5つの「2030年のありたい姿」を定めており、そのなかで気候変動、⽣物多様性、循環経済を連関

させた取組みに5るポジティブ‧インパクトの創出を重点戦略としています。

当⾦庫は資⾦調達においても、その運⽤についても、気候や⾃然資本、⽣物多様性と強いつながりがあるユニークな⾦融機関です。気候変動

や、⽣態系、⽔、⼤気な$の毀損は、⾃然への依存度が⾼い当⾦庫の経営のみならず、会員や投融資先の皆さまにとっても⼤きな影響を及ぼし

ます。

⾃然資本‧⽣物多様性については、TNFDタスクフォースメンバーとして、TNFD開⽰の始め⽅や、⾦融機関向けのガイダンス作成に関与するこ

とで、国際的なルールメイキングと実践へ貢献しています。

いま、サステナビリティは理念の世界から、経済的メリットや具体的なビジネス成果に結びつける視点へシフトしています。⾷農バリューチェ

ーンにおいて関わりを持つ第⼀次産業の皆さま、川中‧川下産業の皆さまとともに、循環経済や、ネイチャーポジティブといった概念を具体的

事業に取り⼊れる試みを推進してまいります。

当⾦庫では、サステナビリティに共感する多様なバックグラ
ンドの⼈材が活躍しています。組織としての新たな成⻑や展開の可能性に注⽬し

て頂ければと思います。

常務執⾏役員

⾷農法⼈営業共同責任者（バリューチェーンユニット担当）

サステナビリティ共同責任者

⼟⽥ 智⼦

私は、サステナブル経営の全体⽅針を踏まえ、ビジネス⾯での取組みを統括しています。

⾷農分野では、お客さまのサステナビリティ課題への取組みを促進するほか、当⾦庫の⽬標や取組みについての意⾒交換も精⼒的に⾏っていま

す。融資先であるお客さまにおいては情報開⽰の対応な$から、脱炭素をはじめとするサステナビリティへの知⾒が深まり、経営戦略や事業活

動に活かされていると感じる事が多くなりました。そ	いった視点も踏まえ、お客さまが真剣に今後の経営戦略を検討されるなか、共同の物

流システムや、エネルギー資源の確保、地域の資源活⽤な$、これまでにない協業モデルが⽣まれています。当⾦庫としては、⾦融⾯だけでな

く、⾮⾦融⾯での⽀援、具体的にはサステナビリティ情報開⽰や農林⽔産業由来のクCジット組成‧調達、⾷農バリューチェーン上の皆さま

に�参画いただくインセッティング�ンソーシアムの運営な$を通じて、お客さまとサステナビリティを共創してまいります。

グローバル‧イン3ストメントの分野では、2030年度までのサステナブル‧ファイナンス累計新規実⾏額15兆円を⽬指すとともに、”量”だけで

なく”質”を⾼める取組みを実施しています。世界銀⾏⽣物多様性債、IADB債（フィードアフリ�5ンド）等へ投資を進めてきました。インパ

クト投資では、全国共済農業共同組合連合会と共同で、農林中⾦全共連アセットマネジメント株式会社が運⽤する国内の上場株式を対象とし

たインパクトファンドに投資しており、国内の⾷‧農‧地域の分野でプラスの効果を創出し、さらに企業価値向上の両⽴が期待できる上場企業

への株式投資を通じて、⾷と農を⽀え豊かなくらしと活⼒ある地域社会に貢献することを⽬指します。

サステナビリティの推進は、明確な正解がない取組みでもあります。⾷農バリューチェーンの川上から川下まで組織横断的に対応できるとい	

当⾦庫の強みを活かしつつ、国際的な潮流を把握しながら、現場感覚をもってブラッシュアップを図り、様々なパートナーとともに、次なるビ

ジネスをリードしてまいります。
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当⾦庫では、サステナブル経営の⾼度化を⽬指し、2022年度より、外部有識者の⽅々の意⾒を聴取し、意⾒交換する場としてサステナ�リテ�‧アドバイザリ

ー‧ボードを設置しています。

４名のボード��バーと当⾦庫役職員で、継続的に意⾒交換を⾏っています。

サステナビリティ‧アドバイザリー‧ボード

出席者

ボードメンバー

農林中央⾦庫

経営管理委員

佐藤 隆⽂ ⽒

東京⼤学未来ビジョン研究センター

教授

⾼村 ゆかり ⽒

※オンライン参加

政策研究⼤学院⼤学

教授

⽵ケ原 啓介 ⽒

明治ホールディングス株式会社

顧問

松岡 伸次 ⽒

農林中央⾦庫の参加者

⻑野 真樹

代表理事専務執⾏役員 最⾼財務責任者 コーポレート

本部統括役員

川島 憲治

常務執⾏役員（チーフ‧サステナビリティ‧オフィサー）

⼟⽥ 智⼦

常務執⾏役員（チーフ‧サステナビリティ‧オフィサー）

⽯塚 弘記

営業企画部 副部⻑（⾷農法⼈営業本部サステナビリテ

ィ‧オフィサー）

簑⽥ 貴裕

JAバンク統括部 副部⻑（リテール事業本部サステナビリティ‧オフィサー）

柏原 将⾶

市場運⽤部 副部⻑（グローバル‧インベストメント＆バン�ング本部サステナビ

リティ‧オフィサー）

飯利 望

リスク統括部 副部⻑（リスク管理ユニットサステナビリティ‧オフィサー）

野⽥ 治男

経営企画部 部⻑（サステナ-ル経営担当）

他

2026年度第1回サステナビリティ‧アドバイザリー‧ボード

2026年7⽉に開催したサステナビリティ‧アドバイザリー‧ボードでは、当⾦庫のサステナ-ル経営に��る今後の課題等について、メンバーの皆さ

まからご意⾒を伺い、当⾦庫経営陣とディスカッションを⾏いました�

（ボード��バーからの主なご意⾒）

⾷農バリューチェーンの持続可能な状態への移⾏に向けた⾜元の取組状況

●⾷品の⽣産‧加⼯‧流通‧販売からなる、いわゆる”狭義”のバリューチェーンにと#まらず、それを⽀える�ネル�ーやインフラな#各種産業も包含す

る”広義”のバリューチェーン全体を対象として”産業�造の変⾰”を⽬指すことは農林中央⾦庫として意義があると考えます�もう⼀段取組みを進めていくに

あたり、組織として⽬指すゴールイメージやゴール到達プロセスの解像度を⾼めて、推進していくことを期待します�

●ステークホルダーはもちろん社会全体から⽀持される仕組みにするため、理念や⽬標の発信に留まらず、ステークホルダーのメリットやインセンティ-等を

具体的にし、発信して、共感を得ていくように進めていくことを期待します�

●農林⽔産省の�み#り加速化GXプラン」をは�め政策や各種規制な#の動向との整合についても常に意識しながら、取組みを進めていくことも重要です�

Climate & Natureレポートの概要と活⽤に���

●気候‧⾃然の統合開⽰、ネイチャーフットプリントな#先進的に取り組んで�り、⾦融機関にと�て⼀つのベンチマークにな�ているのではないでし/う

か�今後の活⽤という観点では、地域⾦融機関との連携や地域経済の価値創造につな�る視点も重要です�地域⾦融機関とも連携しながら、⽇本全体で⾃然

資本を活⽤した地域価値創造につな�ていくことを期待します�

●循環経済‧社会的不平等や⼈権な#新たな開⽰についても国際的な基準策定の動きがあるなかで、⾃社の企業価値との関係を整理して開⽰することが重要で

す�気候‧⾃然単独でとらえ、分析‧開⽰するのと⽐較して、統合的にとらえることによ�て新たにリスクや機会な#も発⾒できるものと期待します�

●今回陸域⽣態系10,000種、⽔域⽣態系1,000種を対象とした絶滅リスク（E/MSY：E����������/M�������S�������Y���）を公表していて、今後⾃然に対するイン

パクトや依存が⾦額換算されていくもの�と認識しています�現在進めている⾷農バリューチェーンの移⾏が進展すれば、⾃然に対する負荷の減少量等とも

あわせて開⽰の仕⽅の⼯夫もできるものと期待します�

●⾏政やグローバルに対しても上⼿くアプローチを⾏い、幅広いステークホルダーに浸透させていくことも期待します�

当⾦庫では、サステナブル経営の⾼度化を⽬指し、2022年度より、外部有識者の⽅々の意⾒を聴取し、意⾒交換する場としてサステナ�リテ�‧アドバイザリ

ー‧ボードを設置しています。

４名のボード��バーと当⾦庫役職員で、継続的に意⾒交換を⾏っています。

サステナビリティ‧アドバイザリー‧ボード

出席者

ボードメンバー

農林中央⾦庫

経営管理委員

佐藤 隆⽂ ⽒

東京⼤学未来ビジョン研究センター

教授

⾼村 ゆかり ⽒

※オンライン参加
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パーパス実現に向けて重要課題を特定（マテリアリティ）

ステークホルダーから求めら�る視点、当⾦庫としての重要性の視点に基づき、「パーパス実現のための重要�題」を設定しています。

パーパス実現のための重要課題 対応⽅向 関連ページ

脱炭素社会の実現 2050年ネットゼロに向けた対応

気候変動‧⽣物多様性への取組み（Climate &

Nature Report）

⾃然と共⽣する社会の実現

ネ�チ�ー��テ��実現に向けた分析‧ソリューシ

ョン強化

農林⽔産業の“稼ぐ⼒”の強化 農林⽔産業者所得の増加に向けた取組み

持続可能な農林⽔産業と⾷農バリューチェー

ン

強靭な⾷料システムの実現 ⾷農バリューチェーンの構築‧強化に向けた⽀援

国内外での“豊かな”暮らしの実現 地域活性化や社会の包摂性向上向けた取組み

地域活性化に向けた取組み

誰も取り残さない社会の実現

ダイバーシティ&インクルージョン

特定プロセス

パーパス実現のための重要課題
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ステークホルダーエンゲージメントの強化

農林中央⾦庫のステークホルダー

不確実性の⾼まるこの時代において、持続可能な環境‧社会の実現、次世代に繋がる農林⽔産業の確⽴を果たすためには、ステークホルダーとのエ

ンゲージメントを重視し、深い相互理解のもと対話を⾏いながらともに⾏動を起こしてい�ことが必要です。

ステークホルダーに対して透明性やアカウンタビリティを確保し、将来に向けて⼀層の信頼関係を維持‧構築しながら、当⾦庫のパーパス実現に向

けた取組みを推進してまいります。

ステークホルダー重視のガバナンス基本⽅針

当⾦庫は、農林中央⾦庫法を根拠に設⽴された組織であり、同法第１条においてその⽬的を「農業協同組合、森林組合、漁業協同組合その他の農林

⽔産業の協同組織を基盤とする⾦融機関としてこれらの協同組織及びこれらを構成するもののために⾦融の円滑を図ることにより、農林⽔産業の発

展に寄与し、もって国⺠経済の発展に資すること」と定められています。

これを踏ま
、農林中央⾦庫ガバナンス基本⽅針においてステークホルダーとの関係について定めています。

ま�、会員との関係については、協同組織⾦融機関としての性質を踏ま
、対話を重視し丁寧な議論を積み重ねる組織⽂化を役職員が理解‧共有

し、会員との間で適切な協働を確保することとしています。

また、同法第1条の⽬的を達成するために、会員以外にも顧客、職員、地域社会等の様々なステークホルダーとの適切かつ円滑な関係の構築が重要で

あることを認識しています。

ステークホルダーエンゲージメント

●JA（農協）、J�（漁協）、J�orest（森林組合）な"の会員

●会員の組合員（農林⽔産業に従事するみなさま）

●農林⽔産関連企業をはじめとする預貯⾦や貸出のお取引先

●地域社会のみなさま

●⾦融機関や市場参加者、業務委託先な"業務全般にわたるビジ+スパートナー

●⾏政

●職員

経営管理

会員をはじめとする協同組合との対話と連携

JAグループにおいては、全国段階のJA全中‧JA全農‧JA全共連等とともに「SDGs連絡会」を構成し、サステナビリティにかかる世の中情勢や、農

林⽔産業‧地域の持続可能性に向けた取組みについて対話‧連携しています。同様に、⽔産業の取組みについては全国漁業協同組合連合会と、森

林‧林業の取組みについては全国森林組合連合会とそれぞれ対話‧連携しています。

■会員：JA（農協）、J�（漁協）、J�orest（森組） およびそれらの連合会、その他の農林⽔産業者の協同組織等の	�、農林中央⾦庫に出資してい

る団体。

（2026年3⽉31⽇現在 311��団体）

さらに世界の100カ国以�から農協、漁協、森林組合、⽣協な"あらゆる分野の協同組合が加盟する「国際協同組合同盟（ICA： International Co2

operative Alliance）」に、当⾦庫もメンバーとして加盟しています。

また⽇本では、2013年に国際協同組合年記念協同組合全国協議会（I�C記念全国協議会）が発⾜し、201�年度より⽇本協同組合連携機構（JCA）に引

き継がれています。JCAには、当⾦庫も参加し、他の協同組合との対話‧連携を進めています。

協同組合組織とSDGs

協同組合組織は、貧困や飢餓な"の問題に取り組んでおり、国連によりSDGｓを達成するための重要なステークホルダーの⼀つとして位置付けられ

ています。ICAも全世界の協同組合組織が総⼒をあ�てSDGsの達成に向けて取り組むことを奨励。⽇本でも、政府による「SDGs実施指針」に協同組

合組織が明記されています。このよ	に、SDGsの達成において協同組合組織が果たす役割に、国内外で⼤きな期待が寄せられています。

投融資先との対話と連携

⾮連続な変化の時代において投融資先とともに価値創造を実現するため、当⾦庫は投融資先との深い相互理解のもと対話を⾏い、課題やニーズに応

じたソリューションを提供します。

職員エンゲージメント向上

当⾦庫では、パーパス実現に向けて組織の活⼒を⾼めるため、⼈材育成や職場環境の整備に取り組んでいるほか、経営層と職員の双⽅向でのコミュ

ニ�ーション深化を図ることで職員エンゲージメントの醸成に取り組んでいます。

⾏政や研究機関との対話と連携

気候変動をはじめとするサステナ1ル課題の解決に向けて、政府‧地⽅⾃治体等の⾏政や⼤学‧研究機関との連携が重要です。様々な形でステーク

ホルダーとの対話や意⾒発信を⾏っています。

産官学と�連携‧パートナーシップ
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その他、全国銀⾏協会やIIF(国際⾦融協会)など、当⾦庫が加盟する⾦融業界団体等の政策提⾔活動に積極的に参画し、国際的な基準設定、ルールメ

イキングのプロセスに対して意⾒発信等を⾏っています。

外部講演を通じた取組みの発信

イ3ント‧セミナー‧研究会等での外部講演を通じて、当⾦庫のサステナビリティにかかる取組みを積極的に対外発信しており、�れまでに100件以

上の実績が�ります。

過去当⾦庫が登壇した外部講演（⼀例）

イベント‧セミナー 概要

Global Biochar Exchange 2025

（TOWING‧I
I主催、2025年4⽉）

TOWINGがI
I（Internati'na$ 
i'c!ar Initiati-e）と共同で開催し�バイオ炭に関する国際会

議。当⾦庫はインセ$ティングに�いて紹介。

第1回気候変動関連データの活⽤と適応に関する実践パネル

（環境省‧⽂科省‧農⽔省‧国交省‧⾦融庁主催、2025年8

⽉）

気候関連リスクの分析および気候変動適応策の検討‧実施に必要な気候変動関連データの有効

な提供や利活⽤の促進を⽬的とし�パネル。当⾦庫はシナリオ分析事例を紹介。

NATURE TECH！

（⽇経ESG主催、2025年10⽉）

技術⾰新と⾃然再⽣を結び付ける国内外の取組みを共有し、産官学⺠が⼀堂に会して議論‧協

業を促進するイ3ント。当⾦庫はネイチャーポジティブ経営に�いて紹介。

COP30 JAPAN PAVILION

（ネイチャーフ$トプリント-⾃然関連のライフサイクル評価

に関する⼿法開発と活⽤-環境省主催‧早稲⽥⼤学共催、2025

年11⽉）

ネイチャーフ$トプリントの概要と⽇本企業による活⽤事例に�いて紹介するセミナー。当⾦

庫は⽇本企業による事例として、�ネイチャーフ$トプリントを利⽤し�投融資ポートフォリ

オの⾃然関連評価」⽅法を紹介。

⽣物多様性保全研究会

（全国地⽅銀⾏協会主催、2025年11⽉）

⾃然関連問題を担当する地⽅銀⾏の役員を対象とし�研究会。当⾦庫はTNF�提⾔の概要と地

域での取組みを中⼼に紹介。

Risk Live Japan

（Risk.net主催、2026年5⽉）

⽇本を拠点とするリスク管理、デリバティブ、コンプライアンス、テクノロジー分野に関連す

る年次のイ3ント。当⾦庫はリスクフ@ー8Bーク、ESGと気候リスクの⾦融統合に�いて説

明。

The Future of Nature Reporting

（UNEP FI主催、2026年5⽉）

Nature Risk is Systemic Risk（主に⾃然リスクと気候リスクの違い、⾃然資本‧⽣物多様性に

かかるトランジシ<ンフ	イナンスなど）をテー6にし�パネルディス�$シ<ンを実施。

⽇本の⽔産企業はどう評価されるの�

（FAIRR‧シーフー(@�シー主催、2026年6⽉）

⽇本の⽔産企業の現在地、課題などを投資家‧企業‧NGOの視点から議論するセミナー。当

⾦庫は⽔産関連バリ;ーチ�ーン分析の結果に�いて紹介。
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国連グローバル‧コンパクト

各企業‧団体が社会の良き⼀員として⾏動し、持続可能な成⻑を実現するための世界的な枠組みづくり

に参加する⾃発的な取組み（当⾦庫は連結単位で署名）。

CDP

英国の慈善団体が管理する⾮政府組織（NGO）であり、投資家、企業、国家、地域、都市が⾃らの環境

影響を管理するためのグローバルな情報開⽰システムを運営。

機関投資家の要望を受け、気候変動等に関する質問票を世界の主要な企業へ送付し、収集した回答を分

析‧評価‧開⽰する取組み。

⾚道原則（エクエーター原則）

プロジェクトファイナンス等に�ける環境‧社会リスクを評価‧管理する⾦融業界の国際的な⾃主的ガ

イドライン。

持続可能な社会の形成に向けた⾦融⾏動原則（21世紀⾦融⾏動原則）

持続可能な社会の形成を⽬指す⾦融機関の⾏動指針。

気候変動イニシアティブ

気候変動対策に積極的に取り組む企業や⾃治体、NGOな の⽇本国内ネットワーク。

イニシアティブへの参画

UNEP FI、PRB

責任銀⾏原則（PRB）は、国連環境計画‧⾦融イニシアティブ（UNEP FI）が運営し、銀⾏がSDGsやパ

リ協定と整合した事業活動を⾏っていくことを�2ットする枠組み。

JAFAS（J�&�$ F%%� �$� A�' �*")*'� S%� �),）

再⽣農業や⾷のアップサイクルに

る情報収集、基準策定、ビジネス実装を⽬的とする企業ネットワ

ーク。主に⾷農関連企業が参画。

FAIRR（F�'# A$ #�" I$+�()#�$) R (! �$� R�)*'$）

⾷料セクターの重要なリスクと機会への認識を⾼め、投資家が⻑期的な価�を創出することを⽀援する

国際的なイニシアティブ。

PCAF

⾦融機関のポートフォリオを通じた温室効果ガス排出量の計測‧開⽰⼿法の開発普及を⽬指す国際的な

イニシアティブ。

AIGCC

アジアの投資家、⾦融機関に気候変動リスクや低炭素投資についての認識を⾼め、⾏動を促すためのイ

ニシアティブ。

C" #�)� A�) %$ 1��-

世界各地域の機関投資家グループが、温室効果ガス排出量の多い企業に対し、カーボンニュートラルの

実現に向けエンゲージメントを⾏うイニシアティブ。

インパクト志向⾦融宣⾔

「⾦融機関の存在⽬的は包括的にインパクトを捉え環境‧社会課題解決に導くことである」という想いを持つ複数の⾦融機関が協�し、インパクト

志向の投融資の実践を進めていくイニシアティブ。

PRB Report（PDF: 91KB）
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経団連 2030年30％へのチャレンジ

「2030年までに役員に占める⼥性⽐率を30％以上にする」ことに向けたムーブメントを形成するために

ダイバーシティ＆インクルージョンを進め、イ'ベーションによる成⻑とサステナブルな社会づくりを

リードするイ%シアティブ。

経団連⽣物多様性宣⾔イニシアチブ

「経団連⽣物多様性宣⾔‧⾏動指針（改定版）」を構成する7項⽬のうち複数の項⽬に取り組む、あるい

は全体の趣旨に賛同する企業‧団体のイ%シアティブ。

⾃然関連財務情報開⽰タスクフォース（TNFD）

⾃然資本および⽣物多様性に関するリスクや機会の適切な評価および開⽰の枠組みを構築するイ%シア

ティブ。2023年9⽉に開⽰提⾔（v1.0）を公表。

⽇本気候リーダーズ‧パートナーシップ（JCLP）

脱炭素社会の実現には産業界が健全な危機感を持ち、積極的な⾏動を開始す'きであるという認識の,

と、2009年に⽇本独⾃の企業グループとして設⽴された組織。

⽣物多様性のための30�y30アライアンス

2030年までのネイチャーポジティブに向け、2030年までに⾃国の陸域‧海域の少なくと,30％を保全‧

保護すること（30by30）の達成を⽬指し、国⽴公園等の拡充並びに⾥地⾥⼭、企業林その他の様々な主

体によって守られてきたエリアのOECM（Other Effective area-based Conservation Measures）として

の国際データベース登録及び保全等を促進し、またはその取組みを積極的に発信することを⽬的とする

⾏政、企業、NPO等の有志連合。

Partnership for Biodiversity Accounting Financials（PBAF）

⾦融セクターが⽣物多様性への依存度やインパクトを算出‧評価する基準の標準化を⽬指す国際的イ%

シアティブ（Partnership for Biodiversity Accounting Financials）。

企業と⽣物多様性イニシア��ブ（JB�B）

多様な企業が情報を共有し、国際的な視点に⽴って共同で⽣物多様性の保全に関する研究を進め、得ら

れた成果を元に他の企業やステークホルダーと対話することにより、⾃社の取組みレベルを⾼め、真に

⽣物多様性の保全に貢献する取組みを進めることを⽬指すイ%シアティブ。

GX フューチャー‧コンソーシアム

⽇本のGX推進に向けた官⺠連携のプラットフォームとして、TCFDコンソーシアム、GXリーグを改組す

る形で202�年4⽉より発⾜。

セミナーや調査研究の発信により、GXリテラシーの向上を⽬指す「GX フューチャー‧アカデミー」およ

び、企業を起点としたGX需要創出‧円滑な資⾦供給に向け、官⺠でルール形成を⾏う「GX フューチャ

ー‧リーグ」で構成されたプラットフォーム。

サーキュラーパートナーズ

2023年3⽉に策定した「成⻑志向型の資源⾃律経済戦略」に基づき、サー�ュラーエコ'ミーの実現を

⽬指し、産官�の連携を促進するためのパートナーシップ。

農林中⾦全共連アセットマネジメント（株）の取組み

●国連責任投資原則（P��）署名

●Climate Action 100+ 参加

●Net �ero Asset Managers initiative（N�AM�）参画
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農林中央⾦庫のサステナブル‧ファイナンス

当⾦庫は農林⽔産業を⽀える協同組織の⼀員として、⾃らのビジネスが、農林⽔産業の営みによる「いのち」や⾃然の循環‧地域社会における⼈々

の豊かな暮らしとともにあることを認識したうえで、サステナブル‧ファイナンスを通じた環境‧社会課題の解決を⽬指します。

2021年度から2030年度までのサステナブル‧ファイナンス新規実⾏額15兆円を⽬標に掲げています。

当⾦庫は、サステナブル‧ファイナンスをグリーン、ソーシャル、サステナビリテ�、トランジションのカテゴリーに分け、投融資および資⾦調達

（以下、「ファイナンス」という）のうち以下に該当するものと定義しています

グリーン

ソーシャル

サステナビリティ

トランジション

※ICMA（International Capital Market Association）、LMA（Loan Market Association）

なお、サステナブル‧ファイナンスには、グループ会社の農中信託銀⾏株式会社によるローンの組成、農林中⾦全共連アセットマネジメント株式会

社が運⽤するファンド外部運⽤受託、Norinchukin Australia Pty LimitedおよびNorinchukin �ank �urope N.V.による投融資、調達を含みます。

サステナ�ル‧ファイナンス

脱炭素、⾃然資本、循環経済とい た環境分野に貢献する、または、�れらへの取組状況を投融資戦略や判断に組み込ん

だファイナンス

‧

債券発⾏や融資に!いては、ICMA、LMA の原則等に準拠しているもの－

※

プロジェクトファイナンスに!いては、再⽣可能エネルギー、送配電インフラ、エネルギー効率に優れる建築物等を対

象

－

貧困‧就労‧教育‧社会経済の発展とい た社会分野に貢献する、または、�れらへの取組状況を投融資戦略や判断に組

込んだファイナンス

‧

債券発⾏や融資に!いては、ICMA、LMAの原則等に準拠しているもの－

プロジェクトファイナンスに!いては、持続的な社会の発展‧維持に資する、学校や病院とい た社会基盤として必要

不可⽋なインフラ等を対象

－

上記グリーン、ソーシャル両⽅の要素を充⾜するファイナンス‧

債券発⾏や融資に!いては、ICMA、LMAの原則等に準拠しているもの－

中⻑期的なネットゼロやネイ&ャー7ジテ�ブへ向けた移⾏⽀援を⽬的とした、または、移⾏の取組状況を投融資戦略や

投融資判断に組み込んだファイナンス

‧

債券発⾏や融資に!いては、ICMAガイダンス等に準拠しているもの－

取組実績

2025年度までの累計で約11.4兆円のサステナブル‧ファイナンスを新規実⾏しています。

アセット‧商品別の内訳

投融資

市場運⽤資産等 約6.7兆円

プロジェクトファイナンス 約2.6兆円

企業向け貸出 約1.7兆円

投融資 計 約11兆円

調達 グリーンボンド‧グリーン預⾦ 約0.4兆円

環境‧社会課題解決に貢献する投融資

欧州投資銀⾏の発⾏するサステナビリティ‧アウェアネス‧ボンドへの投資

当⾦庫は、欧州投資銀⾏が発⾏するサステナビリテ�‧ア
ェアネス‧ボンド（以下「本債券」）へ総額300百万豪ドルの投資を実施しました。

本債券は、持続可能な環境‧社会の実現に資する世界の活動‧プロジェクトに投資資⾦が活⽤されることとな ており、今回当⾦庫が投資した本債

券は「⾃然災害リスクマネジメント」を重要テーマとしたものです。近年、気候変動に伴い世界各地で⾃然災害の激甚化が⾒受けられるなか、�れ

らの災害に対する適応策の重要性は⽇々増しています。当⾦庫は本債券の投資を通じて⾃然災害リスクマネジメントの実現に資するインフラ整備等

に資⾦を提供し、安全か!持続可能なまち"�りに貢献してまいります。

ファイナンスを通じた社会課題解決
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世界各地で⼿がけるプロジェクトファイナンス

投資ビジネスにおいて、プロジェクトファイナンスに本格的に取り組んでいます。貸出先の法⼈の信⽤度に応じて融資を⾏うコーポレートファイナ

ンスとは異なり、プロジェクトファイナンスは特定の事業‧プロジェクトを対象として、�の採算性を評価したうえでファイナンス対応をしていま

す。

プロジェクトファイナンス事例

環境分野

社会分野

2026年3⽉末時点

サステナビリティ‧リンク‧ローンをはじめとした商品

投融資先の経営戦略上の環境‧社会課題解決に向けた取組みを促進するとともに、中⻑期的な企業価�をサポートするため当⾦庫ではサステナビリ

ティ‧リンク‧ローンをはじめとした各種ローン商品を取り扱っています。

サステナビリティ‧リンク‧ローンは、投融資先の経営戦略に基づくサステナビリティ‧パフォーマンス‧ターゲット（SPTs）を設定し、貸付条件

と投融資先のSPTsに対する達成状況を連動させることで、投融資先の⽬標達成に向けた動機付けを促進するものです。

また、グリーン‧ローン原則等に準拠した資⾦使途限定のローン商品としてグリーン‧ローン（環境配慮事業）、ソーシャル‧ローン（社会配慮事

業）、サステナビリティ‧ローン（環境‧社会配慮事業）を取り扱っているほか、企業の脱炭素に向けた移⾏の取組みに対して資⾦供給を⾏うトラン

ジション‧ローンの取り扱いも開始しています。

これらの商品により、お客さまの環境‧社会課題解決に向けた取組みをサポートします。

（単位：億円）

商品名

新規実⾏額

（2021〜202�年度累計）

資⾦使途

サステナビリティ‧リンク‧ローン 7,249 ⾮限定（SPTsを設定）

グリーン‧ローン 5,233

限定

環境配慮事業

ソーシャル‧ローン 1,064 社会配慮事業

サステナビリティ‧ローン 211 環境配慮事業かつ社会配慮事業

トランジション‧ローン 716

限定∕⾮限定

気候変動に資する取組み

ポジティブ‧インパクト‧ファイナンス 2,�52 ⾮限定

融資残⾼：12,847億円

英国‧⼤陸欧州の洋上⾵⼒や海底送電線、中東‧⽇本の太陽光発電

な&再⽣可能エネルギー案件にファイナンス対応しています。

融資残⾼：20,664億円

豪州や中東の⽔処理案件、豪州‧英国‧中東の学校や病院をはじめ

とする公共施設な&社会インフラ案件にファイナンス対応していま

す。

脱炭素社会の実現‧⾷品廃棄量の削減を⽬指す取組み

当⾦庫は、JAバンク会員と協調して2024年12⽉に株式会社ライフコーポレーション（以下、当社）との間でサステナビリティ‧リンク‧ローンによ

るシンジケート‧ローン契約を締結しました。本件は、グループ会社の農中信託銀⾏株式会社がアレンジャーを務め、JAバンク会員にてシンジケー

ト団を構成するシンジケート⽅式のサステナビリティ‧リンク‧ローンです。

サステナビリティ‧リンク‧ローンは借り⼿の経営戦略に基づくサステナビリティ‧パフォーマンス‧ターゲット（SPTs）を設定し、貸付条件を

SPTsの達成状況に連動させることで、借り⼿に⽬標達成に向けた動機付けを促進し、持続可能な事業活動および成⻑を⽀援していくことを⽬指すフ

ァイナンス⼿法です。

本件では、当社の掲げる「温室効果ガス（S!+,#1、2）総排出量削減率（2013年度対⽐））」および「売上⾼当たりの⾷品廃棄量削減率（2017�年度

⽐）」をSPTsとして当社の経営理念で�る『「志の⾼い信頼の経営」を通じて持続可能で豊かな社会の実現に貢献する』にかかる取組みを⽀援してい

ます。

企業との協業等による気候変動問題解決への貢献

三菱地所株式会社（以下、当社）と当⾦庫は、⼤⼿町‧丸の内‧有楽町地区を起点に、様々な企業が連携、S��s活動を推進する「⼤丸有

S��sACT5」に参画するな&、幅広いテーマに対して街を挙げたS��sへの挑戦を⾏ってまいりました。�のような活動も通じ、役職員レベルで対話

を深めるなかで、気候変動問題の解決に貢献するSPTs（2025年度：再⽣可能エネルギー由来の電⼒⽐率1003、2030年度：CO₂等温室効果ガスの
2019年対⽐の総量削減率S!+,#1〜2�703、S!+,#3�503）を設定したサステナビリティ‧リンク‧ローンの契約を2022年10⽉に当社と締結しまし

た。

当⾦庫は、企業との協業やお客さまの取組みを後押ししながら、気候変動問題の解決に貢献してい�ます。

北海道に��る��ル
ー全体のカーボンニュートラル実現を⽬指す取組み

当⾦庫は、2024年12⽉に北海道電⼒株式会社（以下、当社）との間でトランジション‧リンク‧ローン契約を締結しました。

トランジション‧リンク‧ローンは、企業の脱炭素に向けた移⾏の取組み（クライメート‧トランジション）に対して、効率的に資⾦を供給し、

2050年のカーボンニュートラルな社会の実現に寄与するための取組みを促進するものです。借り⼿の経営戦略に基づくサステナビリティ‧パフォー

マンス‧ターゲット（SPTs）を設定し、貸付条件をSPTsの達成状況に連動させることで、借り⼿に⽬標達成に向けた動機付けを促進し、持続可能な

事業活動および成⻑を⽀援していくことを⽬指します。

本件では、当社が掲げている「ほくでんグループ経営ビジョン2030」において2030年度までに発電部⾨からのCO₂排出量を2013年度⽐で503以上低

減する環境⽬標を掲げ、2050年の北海道におけるエネルギー全体のカーボンニュートラルの実現に向けて当社の取組みを⽀援しています。
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ト団を構成するシンジケート⽅式のサステナビリティ‧リンク‧ローンです。

サステナビリティ‧リンク‧ローンは借り⼿の経営戦略に基づくサステナビリティ‧パフォーマンス‧ターゲット（SPTs）を設定し、貸付条件を

SPTsの達成状況に連動させることで、借り⼿に⽬標達成に向けた動機付けを促進し、持続可能な事業活動および成⻑を⽀援していくことを⽬指すフ

ァイナンス⼿法です。

本件では、当社の掲げる「温室効果ガス（S!+,#1、2）総排出量削減率（2013年度対⽐））」および「売上⾼当たりの⾷品廃棄量削減率（2017�年度

⽐）」をSPTsとして当社の経営理念で�る『「志の⾼い信頼の経営」を通じて持続可能で豊かな社会の実現に貢献する』にかかる取組みを⽀援してい

ます。

企業との協業等による気候変動問題解決への貢献

三菱地所株式会社（以下、当社）と当⾦庫は、⼤⼿町‧丸の内‧有楽町地区を起点に、様々な企業が連携、S��s活動を推進する「⼤丸有

S��sACT5」に参画するな&、幅広いテーマに対して街を挙げたS��sへの挑戦を⾏ってまいりました。�のような活動も通じ、役職員レベルで対話

を深めるなかで、気候変動問題の解決に貢献するSPTs（2025年度：再⽣可能エネルギー由来の電⼒⽐率1003、2030年度：CO₂等温室効果ガスの
2019年対⽐の総量削減率S!+,#1〜2�703、S!+,#3�503）を設定したサステナビリティ‧リンク‧ローンの契約を2022年10⽉に当社と締結しまし

た。

当⾦庫は、企業との協業やお客さまの取組みを後押ししながら、気候変動問題の解決に貢献してい�ます。

北海道に��る��ル
ー全体のカーボンニュートラル実現を⽬指す取組み

当⾦庫は、2024年12⽉に北海道電⼒株式会社（以下、当社）との間でトランジション‧リンク‧ローン契約を締結しました。

トランジション‧リンク‧ローンは、企業の脱炭素に向けた移⾏の取組み（クライメート‧トランジション）に対して、効率的に資⾦を供給し、

2050年のカーボンニュートラルな社会の実現に寄与するための取組みを促進するものです。借り⼿の経営戦略に基づくサステナビリティ‧パフォー

マンス‧ターゲット（SPTs）を設定し、貸付条件をSPTsの達成状況に連動させることで、借り⼿に⽬標達成に向けた動機付けを促進し、持続可能な

事業活動および成⻑を⽀援していくことを⽬指します。

本件では、当社が掲げている「ほくでんグループ経営ビジョン2030」において2030年度までに発電部⾨からのCO₂排出量を2013年度⽐で503以上低

減する環境⽬標を掲げ、2050年の北海道におけるエネルギー全体のカーボンニュートラルの実現に向けて当社の取組みを⽀援しています。
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出資を通じた持続可能な環境‧社会への貢献

当⾦庫では、お客さまの環境‧社会課題解決をサポートするファイナンス機能を拡充するため、サステナビリティに取り組むお客さま等のエクイテ

ィニーズにも対応しています。出資先の取組みや技術をお客さまや会員組織に還元することで、持続可能な環境‧社会に貢献します。

炭素化の実現を⽬指すビジネス連携および新会社の設⽴

〜余剰電⼒循環型太陽光PPA サービス〜

※Power Purchase Agreement（電⼒販売契約）の略称

当⾦庫は、JA三井リース株式会社（以下｢JA三井リース｣）、JA三井エナ�ーソリューションズ株式会社、株式会社アイ‧グリッド‧ソリュ

ーションズ、株式会社ＶＰＰ Ｊａｐａｎとともに、「サー�ュラーグリーンエナ�ー合同会社」（以下、当社）を設⽴しました。

当社は、太陽光発電設備の⾃家消費サービスに加え、当該設備から⽣じる余剰電⼒の有効活⽤を⾏う「余剰電⼒循環型太陽光PPAサービス」

の提供を開始しています。本サービス利⽤者は、初期投資不要か!メンテナンスフリーで⾃家消費型太陽光発電を導⼊することがで�、

GHG排出量お5+電⼒コストの削減、電⼒の安定調達、⾮常時の電源確保等が可能です。JA三井リースや当⾦庫の取引先やJAな&の系統団

体が保有する建物屋根への導⼊を推進することに5り、脱炭素化を⽬指してい�ます。

なお、当社は2025年度までに数⼗の法⼈とPPAを締結、⾃家消費型太陽光発電設備の設置‧発電と余剰電⼒の売電を⾏っています。

トピック

脱

※

続可能な「営農」と「発電」の両⽴を⽬指すビジネス連携および新会社の設⽴

〜営農型太陽光PPA サービス〜

※Power Purchase Agreement（電⼒販売契約）の略称

当⾦庫は、Ｊ�三井エナ�ーソリューションズ株式会社、株式会社流通サービス、TEA ENERGY株式会社とともに、「茶畑ソーラー合同会

社」（以下、当社）を設⽴しました。

当社は、静岡県内を中⼼とする農地において、営農型太陽光発電を活⽤した有機碾茶（抹茶の原料）栽培を地元の⽣�者や共同パートナー

と取り組んでいます。碾茶栽培に必要となる遮光棚に太陽光発電設備の架台を活⽤することで、被覆作業の省⼒化が期待で�、さらには夏

場の⾼温環境下においては、太陽光パ-ル下にお�る遮熱効果に5り、労働負荷の軽減にも期待で�ます。

当社では、創出した再⽣可能エ-ル�ーを、当⾦庫グループの取引先をはじめとする脱炭素化に取り組まれる電⼒需要家へと供給し、収⼊

の⼀部を⽣�地へ「還元」する仕組みを構築することで、持続可能な営農体制の構築と脱炭素社会の実現を⽬指してまいります。

トピック

持

※
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グリーン調達の取組み

グリーンボンドの発⾏

当⾦庫では、海外市場において⽶ドル建農林債をグリーンボンドとして発⾏しています。農林債とは、当⾦庫の資⾦調達のために「農林中央⾦庫法」

に基づいて発⾏が認められた債券を指します。

本債券は、再⽣可能エネルギー事業など環境改善に資する事業への投融資に資⾦使途を限定して発⾏するものです。発⾏に先⽴ち、当⾦庫はサステ

ナブルボンドフレームワークを策定し、国際資本市場協会（ICMA）が発⾏している任意の原則「グリーンボンド原則2025」に整合していることを確

認しています。

グリーンボンドの発⾏およびその調達資⾦による投融資を通じて、持続可能な環境や社会の実現に貢献していきます。なお、当⾦庫のグリーンボン

ドに関するす-ての決定は独⽴して⾏われます。

⽇本銀⾏における気候変動対応を⽀援するための資⾦供給オペレーション（気候変

動対応オペ）への対応

⽇本銀⾏が⾏う「気候変動対応を⽀援するための資⾦供給オペレーション」の利⽤に際して、わが国の気候変動対応に資する投融資と判断するに�

た ての基準および適合性の判断のための具体的な⼿続きについて開⽰します。

気候変動対応オペの対象投融資（当⾦庫の定める基準に該当するもの）

：3,497億円 （2021年度末時点）

：9,587億円 （2022年度末時点）

：11,649億円（2023年度末時点）

：14,058億円（2024年度末時点）

：16,048億円（2025年度末時点）

JAバンクにおける取組み

気候変動対応オペにかかる対象融資に関する基準および適合性の判断のための具体的な⼿続きの開⽰（PDF：163KB）

2026年6⽉30⽇：⽇本銀⾏の�気候変動対応を⽀援するための資⾦供給オペ�
��	」における貸付対象先公募の結果に���（PDF：83KB）

202�年12⽉2�⽇：⽇本銀⾏の�気候変動対応を⽀援するための資⾦供給オペ�
��	」における貸付対象先公募の結果に���（PDF：40KB）
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当⾦庫は、パーパスの実現や重要課題解決に向けて、中期ビジョンをもとに、⾷農‧リテール‧投資の各本部が投融資やエンゲージメント（コンサ

ルテーション、ソリューション提供等幅広い事業⽀援）を通じて、適切な経済的リ!ーンを得ながら、投融資先や各ステークホルダーの環境的‧社

会的にネガティブなインパクトを抑制し、ポジティブなインパクトを創出する取組みを⽀援しています�

当該投融資や事業⽀援が環境‧社会課題にも�らすインパクトを可視化し、定量的な管理を可能とするインパクト計測‧管理（Impact

Measurement Management、以下「IMM」という）も実施しています�

インパクト創出‧可視化に向けた取組み

価値創造プロセス

四国電⼒と連携したアグリビジネス⽀援（⾼松⽀店）

当⾦庫⾼松⽀店では、四国電⼒が地域活性化を⽬的とし�事業の⼀環で農業法⼈（いち�、ししとう）を⼀から⽴ち上げる事業に対し、事業発⾜当

初の2018年から多⾯的な⽀援を実施して�まし��今回、本事業の地域に及ぼす成果（地域課題解決への貢献）や�の経路を可視化するとともに、

事業が軌道に乗るまでに多数発⽣し�様々な課題と�の解決⽅法を会社全体の経験‧知⾒とし、他地域でも展開で�ることを⽬的に社会的インパク

ト評価を実施しまし��

成果（アウトカム）指標 定義/計算式

①農家の⽣産が向上する

●⽀援先農業法⼈の年間収量（t）‧単収（t）

②地域産品の販売単価が上がる

●ししとう⽀援先農業法⼈のA級品の割合

●いち�⽀援先農業法⼈の販売単価

③農家の所得が向上する

●⽀援先農業法⼈の付加価�増加額（当⾦庫内計算式に6る）

地域におけるインパクト創出‧可視化の取組み

当⾦庫では、⽇本全国各地において、農林⽔産業の活性化や地域創⽣の取組みを⾏う各事業者に対し、ファイナンスだけではなく、事業やプロジェ

クトの改善‧発展に資するコンサルテーションやソリューション提供を実施しています。

そのような事業⽀援の成果‧⽬的の明確化、関係するステーク8ルダーとの意思共有、学び‧改善への活⽤、外部へのアカウンタビリティ向上等を

⽬的として、事業活動〜短‧中‧⻑期の環境‧社会的成果の経路を特定し、計測す.き成果の明確化を可能とする「社会的インパクト評価」を実施

しています。

また、これまで培ったインパクト評価のノウハウを、当⾦庫内で活⽤可能な「IMMガイダンス」として整理を⾏い、全社的にインパクト評価を実施

できる体制を整備しました。特定した成果指標に関しては、今後、当⾦庫のデータベース内で計測し、事業の成果検証‧改善‧情報開⽰に活⽤して

いきます。

※

この⼀連の取組みは、「インパクト創�‧可視化の取組み」として、「Sustainable SEEDS」 評価を取得

しています。

株式会社格付投資情報センター（R&I）が新たに開発 S�した E ⾦融評価。⾦融機関や事業会社等が推進する、持続可能な社会の

実現に資する⾦融商品や、それに関連する取組みに いて、 &I R が独⾃に策定した評価基準および評価⽅法に基づき実施される

もの

※

26Sustainability Report 2026

サステナブル経営 農林水産業・地域 環境 社会 ガバナンス

https://www.nochubank.or.jp/ir/disclosure/pdf/dc_26_1_09.pdf


「農業副業‧ボランティア‧研修」マッチング事業⽀援

（福岡⽀店）

当⾦庫福岡⽀店では、九州経済連合会、JA全農ふくれんなど多様なステークホルダーとの連携を通じて、地元企業が地元農業を⽀える仕組みづくり

や農業体験機会の拡⼤を⽬的とし、企業と⽣産者との「農業副業‧ボランティア‧研修」マッチング事業を実施してきました。具体的には、地元農

業の⽀援を⾏いたいと考えている九州経済連合会の会員企業を、副業やボランティア、研修を通じて地元農業法⼈やJAとマッチングするものです。

今後も、九州経済連合会の会員企業約1,000社へこの活動を広げていくことを⽬指します。

成果（アウトカム）指標 定義‧計算式

参加企業数（企業と地域との繋がり強化、裾野広がり） の.参加企業数（社）

労働⼒寄与度（農業の⼈⼿が増える） 労働寄与時間（時間）

消費者⾏動の変化度合い（消費者の⾷への関⼼が⾼まる） 消費⾏動への変化度合（消費⾏動への影響が⾼ま�た⼈の割合）（アンケート調査）

農福連携によるポジティブ‧インパクト創出（前橋⽀店）

当⾦庫前橋⽀店では2020年度より農福連携の取組みを開始しました。本取組みは、担い⼿減少による⼈⼿不⾜に課題を持つ農業者に対して、障がい

者雇⽤の⽀援を通じて、農業者‧障がい者双⽅の課題解決に尽⼒し、持続可能な地域社会作りを⽬指すものです。当⾦庫は、農業者との対話から農

業者側の具体的なニーズを汲み取る⼀⽅、県農福関連部署や社会福祉事務所を訪問し福祉側のニーズの捕捉にも努め、個別マッチング活動や情報発

信（「農福なるほど新聞」の発⾏）により、202	年度までに8件の連携実績に繋が�て�ります。また、ロジックモデルを活⽤したインパクト評価を

実施し、今後特定した課題への対応や、成果指標計測結果に基づいた事業改善を図ることで、持続可能な農業‧地域、ダイバーシティの実現を⽬指

します。

成果（アウトカム）指標 定義‧計算式

農業分野での⼈⼿不⾜解消 ●農福連携の年間作業時間（⼈数×時間）を、農作業の⼈⼿不⾜が解消された時間と定義

農作業の効率向上 ●農福連携によ�て向上した農作業効率の測定（アンケート調査）

障がい者の働きがい‧⽣きがい醸成 ●4段階評価で幸福度を測定（アンケート調査）

3ヶ⽉に1回程度発⾏している「農福連携なるほど新聞」
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「全国JAスマホ教室」で⾼齢者の情報格差解消‧デジタルリテラシーの向上を⽬指す

国連が実施する世界幸福度報告では、⼈間関係や地域社会とのつながりが主観的な幸福に必要となる要素として定義されている⼀⽅、社会のデジタ

ル化が進みコミュニケーションやサービスの⼿段が変化するなか、「情報格差」によるそうした「つながり」の分断が社会的課題となっています。全

国どこでも変わりない⽣活の利便性の維持や、遠隔地に居住する親類‧友⼈等とのコミュニケーション等、今⽇の社会においてスマートフォンは既

に私たちの⽣活に⽋かせないインフラとなっており、この活⽤促進が「情報格差対策」の重要な打ち⼿の*とつになると考えています。

JAグループでは、地域のみなさまの�要望におこたえする「全国JAスマ8教室」を2021年7⽉より全国的に提供し、2026年3⽉末時点で累計約6,429

回開催、延べ約62,342名分の参加申し込みをいただきました。また本取組みがどのような社会的にポジティブな効果を創出するのかインパクト評価

を実施し、参加者への効果‧JAへの効果を明らかにすることで、更なる施策の改善を図っています。

今後とも、デジタルサービスを活⽤した新たな体験の場を提供し、情報格差の解消やデジタルCテラシーの向上に向けた取組みを進めていきます。

成果（アウトカム）指標 定義‧計算式

⾼齢者の情報格差解消 ●スマ8教室の開催回数‧参加⼈数

⾼齢者のデジタルCテラシーの向上 ●スマ8教室の複数回数参加者数

より⼀層信頼される⾦融機関 ●スマ8教室の参加者アンケートにおける満⾜度

インパクト創出を意図したファイナンスの事例

インパクト投資の取組み

当⾦庫は、グループ会社の農林中⾦全�連アセ$トマ,ジ>ント株式会社（以下、「NZAM」）と連携し、インパクト‧プライベート‧エクイティ‧フ

ァンド投資を実施しています。2026年3⽉末時点で5ファンド、152億円の投資実績となっており、気候変動の/か教育機会や医療‧福祉等へのポジ

ティブなインパクト創出を⽬指しています。また、2026年5⽉には、⽇本の⾷‧農‧地域分野の社会課題解決に資する上場株インパクトファンドへの

投資を実施しています。

投資事例（Apollo Impact Mission Fund）

北⽶‧⻄欧の企業を中⼼に、財務パフォーマンスと環境‧社会インパクトが相互に⾼め�う案件への投資を⾏うファンドです。対象セクターは、①

経済的機会の創出、②教育‧雇⽤、③健康‧安全‧福祉、④産業‧技術⾰新、⑤気候変動‧サステ*ビCティとしており、欧州の投資運⽤事業者向

けの情報開⽰規則で�るSFDR9条（サステ*ブルな投資⽬的を持つ商品）に準拠しています。インパクト測定⽅法は、5 &imensions o( impact

（What、Who、How much、Contribution、Riskの5つの観点から企業やプFジ�クトが創出するインパクトを総合的に分析する⼿法）による分析

を踏まえインパクトKPIを設定することに加えて、B Corp（⽶国の⾮営利団体B �abによる国際認証制度で、環境や社会に配慮した公益性の⾼い企業

に認証が与えられる）のB Impact Assessmentスコアを取得し投資先企業の客観的な環境‧社会性の評価を実施しています。また当ファンドのイン

パクトの測定⽅法についても第三者のレビューを受けるなど、客観性‧信頼性を担保しています。

当ファンド投資先が創出するインパクトの事例

SDGs 投資テーマ 投資先業種 インパクト概要 主なインパクトKPI

気候変動とサステナ

ビリティ

再⽣紙段ボール製造

使⽤済みの紙製品を85%の割合で繊維ベー

スの包装⽤カートンボードにリサイクルす

ることで、循環経済に貢献する。特にプラス

チックやバージン繊維の包装を代替し、事

業の環境効率を⾼めるため、廃棄物、排出

量、原材料の使⽤を削減する。

●炭素排出量/⽣産量：

0.45MtCO2e/MT

●排⽔量/⽣産量：9.01

m3/MTなど

健康‧安全‧福祉

医療ス!ッフサービ

ス

当社は医療⼈材の⼤⼿プFバイ"ーとして

様々なサービス、専⾨家を提供しており、⽶

国における看護ス!ッフ不⾜の危機を解決

するのに役⽴っている。ケアへのアクセス

増、待ち時間の短縮、患者の健康転帰の改

善と同時に、医療⼈材に魅⼒的な雇⽤オプ

ションを提供する。

●従業員満⾜度：66%

●患者満⾜度：69%

●新規有資格者数：103

経済的機会の創出、

健康‧安全‧福祉

ヒスパニック向け⾷

品スーパー

低中所得の顧客に、新鮮で⼿頃な価格の⽂

化的に関連する幅広い⾷品を提供してい

る。サービスの⾏き届いていないコミュニ

ティで事業を⾏うことで、栄養価の⾼い⾷品

への顧客のアクセス増、健康‧福祉の向上

に貢献する。

●低所得地域の店舗数：89

●寄付等を⾏った⾷品：

$4.8milなど

出所：Apollo Impact Mission Fund Annu la  Impact Report 2024
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投資事例（国内上場株式を対象としたインパクトファンド）

当⾦庫は、全国共済農業協同組合連合会（以下、JA共済連）と共に、農林中⾦全共連アセットマネジメント株式会社（以下、NZAM）が運⽤する国

内上場株式を投資対象としたインパクトファンド（以下、本ファンド）へ合計150億円の投資を実施しました。

本ファンドは、国内の⾷‧農‧地域に関連する社会課題に取り組み、これらの分野でプラスの効果を創出し、�らに企業価値向上の両⽴が期待でき

る国内上場企業への株式投資を通じて、⾷と農を⽀え豊かなくらしと活⼒ある地域社会に貢献することを⽬指します。

具体的には、「強靭な⾷料システム」「持続可能な農業」「豊かで安⼼な地域社会」の3つのテーマを設定し、投資先企業に対しては、これらのテーマ

にプラスの効果を拡⼤していくよう建設的な対話を実施します。

また、運⽤会社であるNZAMは、⾷‧農‧地域に関する専⾨的知⾒を有する株式会社農林中⾦総合研究所と連携し、社会環境や政策動向を踏まえた

投資戦略のアップデートや企業との対話の深化など、投資プロセス全体の⾼度化に努めてまいります。

当⾦庫とJA共済連は、農林⽔産業を⽀える協働組合の⼀員として、昨今厳し�を増す⾷料‧農業‧地域社会を取り巻く環境の改善に向けNZAMが開

発した本ファンドへの共同投資に⾄ったものです。

引き続き、農林⽔産業の発展に貢献するため、今後も投資を通じて様々な環境‧社会課題の解決に貢献できるよう取り組んでまいります。

グリーンボンドの発⾏

当⾦庫では2021年よりグリーンボンドを発⾏しています。グリーンボンドによって調達した資⾦は再⽣可能エネルギー事業など環境改善に資する事

業への投融資に充当するとともに、当該投融資が創出したインパクトの計測‧開⽰を⾏っています。2025年3⽉末現在、資⾦充当先の再⽣可能エネル

ギー事業においては、年間約89万トンのCO₂削減に貢献しています。

ポジティブ‧インパクト‧ファイナンスの取組み

⾷農関連企業へのファイナンスを通じたインパクト創出

ポジティブ‧インパクト‧ファイナンス（以下、PIF）は、企業活動が経済‧社会‧環境に及ぼすインパクトを包括的に分析‧評価し、指標と⽬標を

設定したうえ、モニタリングを通じて�の実現に向けた継続的なエン�ージメントを重視したファイナンスです。

株式会社バローホールディングス（以下、バロー）は、スーパーマーケットをはじめ、ホームセンター、ドラッグストア、スポー%クラブ等を展開

しており、「サステナビリティ‧ビジョン2030」において、事業活動の持続可能性や、社会‧環境への影響の適切なマネジメントを重視し、環境‧地

域社会‧⼈々に貢献する様々なサステナビリティ活動を実施しています。

本ファイナンスにおいては、事業活動を通じた地域との繋がり、将来を担うこどもの⽀援、次世代に環境資源を残すといった⼀連のサステナビリテ

ィ活動について包括的に評価のうえ、インパクトKPIを設定しました。当⾦庫‧バロー双⽅にとってPIFの第1号案件 となっており、当⾦庫は農林⽔

産業に強みを持つ⾦融機関としてKPI達成を⽀援することで、バローが⽬指す「100年後のこどもた�に繋ぐ持続可能な社会づくり」の実現を後押し

してまいります。

※ 当⾦庫主体でインパクト分析‧評価およびKPI設定を⾏ったもの

※

インパクト志向⾦融宣⾔への署名

■当⾦庫は、2022年11⽉1⽇付で「インパクト志向⾦融宣⾔（以下、当宣⾔）」に署名しました。

■当宣⾔は、⼀般財団法⼈社会変⾰推進財団(SIIF)が事務局を務め、「⾦融機関の存在⽬的は包括的にインパクトを捉え環境‧社会課題解決に導くこと

である」という想いを持つ複数の⾦融機関が協同し、インパクト志向の投融資の実践を推進していくイニシアティブです。

■当⾦庫は、当宣⾔および傘下の分科会活動への参画による他の署名機関との連携を通じて、IMMにかかる知⾒の更なる向上等、当⾦庫のインパクト

創出‧可視化に向けた取組みを更に⾼度化していきます。

■当⾦庫のインパクトファイナンスにかかる取組みについては、当宣⾔のプログEスEポートにおいても開⽰しています。詳細は以下リンクの45ペー

ジをご覧く��い。

インパクト志向⾦融宣⾔プログレスレポート2024（PDF：4.7MB）
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リスクガバナンス向上を⽬指して

サステナブル‧ファイナンスの実践にあたり、取り組むべき環境‧社会課題の拡がりや重要性はますます⼤きくなっています。投融資先やプロジェ

クト関連の取引に対する投融資の判断に、環境‧社会リスクの評価‧検討が⽋かせなくなります。

当⾦庫では、環境‧社会リスク管理（ESRM）態勢のもと、投融資フロントにおける環境‧社会リスクの評価‧判断に加え、リスク管理部⾨による牽

制機能や経営による意思決定が必要な場合のエスカレーションの枠組みを構築しています。今後、ESRM運⽤の⾼度化に段階的に取り組み、統合的リ

スク管理との⼀体的な運⽤を⽬指します。

ESRMの具体的な取組み

当⾦庫は、2019年、環境‧社会課題解決に向けた基本⽅針として、「環境⽅針」‧「⼈権⽅針」を制定しました。これらの⽅針に基づき、環境‧社会に

対して重⼤な負の影響を与える可能性が⾼いと認識されるテー$およびセクターに関しては、プ'イ�リテ
ーに応じ適切なリスク管理を⾏ってい

ます。

環境‧社会リスク管理（ESRM）

個別の投融資先やプロジェクト関連の取引に対する投融資の判断を⾏う際に、環境リスクと社会リスクを評価‧検討することを⽬的として、ESRM態

勢を構築しています。

ESRMのフレームワーク

環境‧社会リスクを管理する取組み

投融資における環境‧社会への配慮に��る取組⽅針

投融資における環境‧社会への配慮に��る取組⽅針（PDF：631KB）

投融資セクター⽅針

当⾦庫では、環境‧社会に重⼤な負の影響を与える可能性がある事業への投融資における環境‧社会配慮の取組⽅針を定めています。今後も、環

境‧社会課題への取組みをめ�る国内外の動向や当⾦庫を取り巻くステーク#ル�ーからの期待‧⽬線を踏まえ、必要に応じて⽅針の⾒直しに取り

組みます。なお、本運⽤は各法域の法令遵守のもとで適⽤されます。
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環境‧社会リスク要素にかかる信⽤⼒評価への考慮範囲のイメージ

⾚道原則（エクエーター原則）への取組み

⾚道原則（エクエーター原則）は、⾦融機関が⼤規模な開発プロジェクトへ融資する際、当該プロジェクトが⾃然環

境や地域社会に対して適切な配慮がなされているかを確認するための⺠間⾦融機関の枠組みであり、プロジェクトフ

ァイナンス分野において環境‧社会リスクを特定、評価、管理する⽅法として広く適⽤されています。

⾚道原則を採択した⾦融機関は、⾚道原則を⾏内⽅針や⼿続に組み⼊れ、適切に管理‧運営する体制を構築するこ

とが求められ、⾚道原則の基準に適合しないプロジェクトに対しては融資を⾏いません。

当⾦庫は、世の中の環境‧社会問題への意識の⾼まりや⾦融機関に対する社会的要請を踏まえ、より⼀層持続的な環境維持への配慮を実現する観点

から、2017年5⽉、⾚道原則を採択しました。

具体的には、投融資基本⽅針の+とに、⾚道原則基本⽅針および⾚道原則管理要領を制定の�え、投融資判断の⼀環として⾚道原則の適合性を確認

し、プロジェクトのカテゴリーに応じて求められる環境‧社会に対する配慮に�いて、お客様の取組みを⽀援してい
ます。

⾚道原則の適合性確認フロー

カテゴリー 定義

A

環境‧社会に対して重⼤な負の潜在的リスク、または、影響を及ぼす可能性があり、そのリスクと影響が多様、回復

不能、または前例がないプロジェクト

B

環境‧社会に対して限定的な潜在的リスク、または、影響を及ぼす可能性があり、そのリスクと影響の発⽣件数が少

なく、概してその⽴地に限定され、多くの場合は回復可能であり、か�緩和策によ�て容易に対処可能なプロジェク

ト

C 環境‧社会に対しての負のリスク、または、影響が最⼩限、または全くないプロジェクト

セクター A B C

鉱⼭ 0 0 0

インフラ 0 2 0

⽯油‧ガス 0 0 0

電⼒ 2 2 0

その他 0 0 1

合計 2 4 1

地域 A B C

⽶州 0 0 0

欧州‧中東‧アフリ

カ

2 3 1

アジア‧オセアニア 0 1 0

合計 2 4 1

指定国‧⾮指定国 A B C

指定国 0 4 0

⾮指定国 2 0 1

合計 2 4 1

独⽴した専⾨家のレ

ビューの有無

A B C

あり 2 4 0

なし 0 0 1

合計 2 4 1

リスク管理におけるESGインテグレーション

リスク管理部⾨は、当⾦庫の投融資にお�る環境‧社会リスク評価実施によるリスク管理機能に加え、フロント部⾨が取り組むESGインテ�*ー�

ョンを第2線の⽴場で⽀える役割を担います。

⾜元では、与信先の信⽤⼒評価にかかる内部格付制度において、⼀部セクターに属する先に�いては環境‧社会リスク要素を定性的な評価要素とし

て考慮する等、信⽤リスク管理との⼀体的な運⽤を進めています。本取組みの対象セクターに�いては、外部環境を踏まえて⾒直し‧拡⼤を検討し

てい
ます。

プロジェクトのカテゴリー定義

2025年の⾚道原則適⽤案件数（期間：2025年1⽉1⽇〜2025年12⽉31⽇）

<プロジェクト���� ス案件>
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環境‧社会インシデント対応

投融資先における環境‧社会インシデント情報 の定期的なモニタリングを通じて、環境‧社会リスクに起因する評判リスク‧信⽤リスク回避の�

めの対応を⾏います。

※ 環境‧社会に深刻な影響が懸念される企業⾏動‧事業活動や関連する事象

※

セクター A B C

鉱⼭ 0 0 0

インフラ 0 0 0

⽯油‧ガス 0 0 0

電⼒ 0 0 0

その他 0 0 1

合計 0 0 1

地域 A B C

⽶州 0 0 0

欧州‧中東‧アフリ

カ

0 0 0

ア�ア‧オセアニア 0 0 1

合計 0 0 1

指定国‧⾮指定国 A B C

指定国 0 0 1

⾮指定国 0 0 0

合計 0 0 1

独⽴した専⾨家のレ

ビューの有無

A B C

あり 0 0 0

なし 0 0 1

合計 0 0 1

<プロジェクト紐付きコーポレートローン案件>

<プロジェクトファイナンスアドバイザリーサービスおよびブリッジローン案件>

実績な�。

<プロジェクト紐付きリファイナンス案件とプロジェクト紐付き買収ファイナンス案件>

実績な�。

⾚道原則の実施状況に係る独⽴レビューの実施に���（PDF：161KB）
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農林⽔産業者所得の増加に向けて

当⾦庫は、農業者が抱える経営課題に対するコンサルティング活動、さ

らには⾷農関連企業等への出資‧融資を通じたバリューチェーン構築⽀

援等に取り組んでいます。

農業者の所得向上を統⼀的に捕捉していくための指標を「付加価値額向

上」として定義し、当⾦庫の出資‧融資先へのコンサルティング活動等

を通じて、経営課題を解決することで所得向上に持続的に貢献していく

ことを⽬指します。

付加価値額向上のイメージ

担い⼿の所得向上に向けた取組み

当⾦庫は信連、JAと連携し、担い⼿へのコンサルティング活動を強化しています。2021〜202�年度までの累計で1,483件実施し、担い⼿が抱える各

種経営課題の解決に向けたソリューション提案を実施しました。また、担い⼿コンサルティングに際しては、ソリューションの提案にと'まらず、

実施状況の確認、ソリューションの実現に向けた担い⼿へのサポートにも取り組んでいます。

農業経営の持続性向上に向けたソリューション提案とサポート

当⾦庫宇都宮⽀店取引先で、“循環型農業”を強みに⾁⽜肥育、WCS ⽤

を含む⽔稲、アスパラガスの⽣産を複合的に営む株式会社イソシンファ

ーム（以下、当社）に対して、当⾦庫と栃⽊県開拓農協が共同で担い⼿

コンサルティングを実施しました。経営者に対する0アリングや財務分

析等を通じて、①創業者の営農技術の継承、②適切な事業規模の把握と

いった経営課題を認識しました。ソリューションとして、①事業承継を

⾒据えた⻑期ビジョンを策定、②固有業務の棚卸や品⽬別収⽀分析に基

づき、それぞれの品⽬の作付⾯積の最適化策等を提案しました。⾜元で

は、営農マニュアルの作成⽀援を⾏い、次世代への営農技術の継承に向

けたフォローを継続しています。当社の⼀層の所得向上（�付加価値額

向上）に向けて、引続き、当⾦庫と栃⽊県開拓農協の連携に6る⾦融‧

⾮⾦融の⽀援を継続していきます。

※ 稲発酵粗飼料。稲の穂と茎を同時に刈り取ってロール状に成型し、乳酸発酵させた⽜

の飼料のこと

持続可能な農林⽔産業と⾷農バリューチェーン

※

⾷農関連企業等へのバリューチェーン構築⽀援

当⾦庫は、農林⽔産業者所得の増加に向けた施策として、⾷農関連企業等への出資‧融資を通じた⾷農バリューチェーンの構築⽀援に取り組んでい

ます。

地域産品を活⽤した新たなバリューチェーン構築⽀援

株式会社ゆう幸（以下、ゆう幸）は、秋⽥発菓⼦ブランド『くら吉』を展開し、１次加⼯から３次加⼯まで⼿掛ける企業です。⾸都圏の百

貨店な'に販路を有して�り、⾼価格帯の商品販売に強みを持ちますが、原材料が県内の少数農家からの原材料仕⼊が中⼼であり、商品ラ

イン*$4が限定的という課題がありました。

そこで、集荷から販売まで⼀貫したバリューチェーン構築を⽬指すJA 全農あきたとゆう幸との連携を当⾦庫がコー'ィ,ートしました。

当⾦庫からは、ゆう幸が⾏う秋⽥県産原材料を使⽤した新商品開発を融資に6り後押しし、これに6り、JAかづの（秋⽥県⿅⾓市）産「北

限の桃」を使⽤した新商品の『くら吉』各店舗での販売を実現しました。

今後とも、⽣産者‧産業界‧消費者を繋ぐ、新たな⾷農バリューチェーンの構築に6る、農業の⽣産基盤維持‧⽣産者所得の向上に取り組

んでまいります。

海外⾷農プライベートエクイティ（PE）ファンドへの出資を通じた本邦⾷農バリューチェーン構築⽀援

当⾦庫は、⾷品‧農⽔産業のスマート化や脱炭素技術を持つベンチャー‧中堅企業等へグローバルに投資する海外⾷農PEファンドへ出資し

ています。

投資先のポートフォリオには、以下の6うな農林⽔産業の先進的な技術をもつ企業があり、当⾦庫としてはこれらの技術⾰新や社会実装を

⽀援するとともに、本邦⾷品‧農⽔産業の現場への適⽤を進め、脱炭素化の着実な実現を図っています。

海外⾷農PEファンドが⽀援している主な技術

●⽔資源の節約や⼟壌改良等の再⽣型農業

●⾷農バリューチェーンの垂直統合

●果樹の海外輸出

●⻘果物の鮮度保持技術（⾷品ロス削減等）

●農地でのGHG固定化

トピック
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「F&A成⻑産業化出資枠」等を通じたサステナビリティ課題解決への貢献

当⾦庫グループは、農林⽔産業の⾼付加価値化‧⽣産性向上のため、系統団体および国内外との協働および�れを⽀えるリスクマネーの供給を⽬的

に、「F&A（F$$��a#��A�%i）成⻑産業化出資枠」を設定しています。この出資枠を通じた出資により、農林⽔産業を取り巻くサステナビリティ課題の

解決に貢献しています。

環境制御ソリューションによる農業現場の課題解決の推進

当⾦庫グループのアグリビジネス投資育成では、プランツラボラトリー

株式会社（以下、当社）への出資を通じて、農業施設の⽼朽化や酷暑対

策といった業界の深刻な課題の解消に取り組んでいます。

当社は、「環境をつくり、農をつ1�。」というビジョンを掲げ、独⾃の

環境制御技術を強みとしたソリューションの提供を通じて、農産物の安

定供給の実現を⽬指しています。遮熱と断熱の効果を併せ持つ建材

「PUTPANEL（プット/ネル）」、⾼い耐候性を持つ独⾃設�の建屋

「PUT��U�E（プットハウス）」な'の資材を開発し、環境制御がしや

すくエネルギー効率に優れた農業施設や⼩⼝分散の都市型植物⼯場

「PUTFA��（プットフ	ー:）」の普及に取り組んでいます。

また、倉庫や畜舎な'の農業インフラは、多くの施設で⽼朽化が進んで

おり、�の設備更改が農業界における喫緊の課題となっています。さら

には、近年の資材価格の⾼騰も相まって、農業インフラの整備に関する

負担は⼀層⼤きくなっています。かかる中、当社のソリューションは�

の機能性のみならず、⽐較的短期間‧低コストで導⼊できる点からも注

⽬されており、サツマイ;のキュアリング倉庫や菌床しいたけの栽培ハ

ウスな'、農業⽣産‧流通の様々なシーンにおいて採⽤されています。

当⾦庫グループは、JAグループ等のネットワークを活⽤した当社事業

へのサ7ートを通じて、農業施設の⽼朽化や酷暑対策といった業界の深

刻な課題の解決に貢献し、国内農林漁業および⾷品産業の持続的な発展

に貢献してまいります。

農業データ活⽤の⾼度化による気候変動対策や担い⼿育成⽀援

環境‧気象データやAIを活⽤した農業の栽培⽀援プラットフ�ー:「e-

kakashi」の開発‧販売を⾏うグリーン株式会社（以下、当社）に対し

て、当⾦庫グループのアグリビジネス投資育成より出資を⾏いました。

当社の「e-kakashi」は、センシング機器をほ場に設置することで温度

等の各種環境データを収集し、�こに気象データや⽣育記録等のデータ

を組み合わせ、独⾃のアル�リ�:で分析することで、収量の増加や作

物の品質向上に資する栽培ナビゲーションを⽣産者に提供します。従来

は環境データを測定しても�の分析は⽣産者に任せられている�ースが

多く、データを有効活⽤するためには⽣産者も⼀定の知識と経験が必要

という課題が
りましたが、当社の「e-kakashi」は科学的な知⾒に基

づくデータの分析機能を有し、⽣産者が実際の農作業に活かせる形でナ

ビゲーションを⾏うことができます。

これにより経験が不⾜する新規就農者を含め、⽣産者は⾜元の気候変動

下においても施肥や防除のタイミング、収穫適期の適切な判断が可能に

なると期待されます。

当⾦庫グループは、JAグループ等が持つネットワークと当社の優れた

栽培⽀援プラットフ�ー:で
る「e-kakashi」を組み合わせること

で、気候変動への対応や担い⼿育成といった農業が直⾯する課題解決に

向けた取組みを推進してまいります。
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地域の課題解決に向けた取組み

全国の各地域が、⽣産年齢⼈⼝の減少や⾼齢化をはじめとした様々な課題に直⾯しています。第30回JA全国⼤会では、「活動‧事業を通じた地域社会

の活性化‧地域共⽣社会の実現」に向けて、JAの施設‧拠点を組合員との接点とした総合事業や、JAくらしの活動‧教育⽂化活動などの各種協同活

動の展開、⾏政や地域の課題解決に取り組む企業‧団体等の連携を通じて、地域社会の活性化に貢献することを決議しています。

当該⽅針も踏まえ、JAバンクでは、農業やくらしへの⾦融サービスの提供に加え、地域の課題解決や地域活性化に向けて、JAならではの⾦融仲介機

能を発揮していくことを⽬指しています。当⾦庫は、各地域の実情‧ニーズを踏まえたJAによる創意⼯夫ある取組みを後押ししています。

地⽅創⽣‧地�活性化に資する取組み

JAのネットワークを活⽤し、多様な関係者をつなぐことで、地域に新たな価値を創出

〜店舗を活⽤して新たな取組み 多様な世代が集う場づくり〜

JAみや�登⽶（以下、当JA）管内は県内でも特に⼈⼝減少と⾼齢

化が進⾏しており、⾼齢者の健康寿命⻑寿化と地域コミュニティ深

化が課題となっています。当JAでは2023年4⽉の⾦融機能集約化を

機に、⾦融店舗跡地を地域の⼈々が集える「よりそい店」として活

⽤し、組合員や利⽤者が⽣き⽣きと暮らせる地域を⽬指し、⼥性

部‧⻘年部や地域関係者と連携をしています。

具体的な取組みとして、JAのよりそい店を活⽤し、⾼齢者や地域

住⺠向けに、フレイル予防効果が期待できる「eスポーツ体験講座」

を県eスポーツ協会員と連携し開催しています。同講座に参加した

地域住⺠の反響も上々で、JA管内のよりそい店4店舗で実施をした

ほか、宮城県内の他JAにも同様の取組みが広がっています。

組織をまとめるJAの強みと施設の有効活⽤により、世代を超えた

交流機会を創出するとともに、組合員‧利⽤者にJAをより⾝近に

感じてもらうことで、JAのフ	ンづくりに&なげています。

トピック

地域の居場所としての⼦ども⾷堂〜JAならではの価値を提供〜

JAふくしま未来伊達地区では、地域の居場所づくりを⽬的に、2022年11⽉に⼦ども⾷堂「よりそい⾷堂‧やながわ」を�ープンしました。

旧⽀店および直売所の余剰農産物を利活⽤し、⼥性部メンバーが調理‧配膳を担当。地域や市内の⼩中学校へ広報を⾏い、毎回100名近く

の参加者で賑わっています。⼦どもが調理ボランティアとして参加し、利⽤者に料理をふるまう「こどもによるこども⾷堂」のイベントも

開催するなど、⼦どもた$‧利⽤者からも好評となっています。

2024年12⽉には同JAそうま地区にて、旧⽀店を改装し、⼦どもから⼤⼈まで利⽤可能な「みんなの⾷堂」を�ープン。初⽇には⼦どもた$

や親‧近隣住⺠等約100名が、地元野菜を使ったカレーやスープを楽しみました。

同JAでは、市内の⼦ども⾷堂にも農産物を提供するほか、⾷農教育として、⼩学⽣を対象としたジャムづくり体験や出前講座等も実施して

おり、地域に貢献をしながら、⾷や農、JAをより⾝近な存在として認知してもらうことでJAのフ	ンづくりにも繋げています。

伊達地区の「こどもによるこども⾷堂」

旧⽀店を改装した、そうま地区の「みんなの⾷堂」

トピック

地域の農林⽔産業者を後押し�る、農林⽔産業みらい基⾦

農林⽔産業みらい基⾦は、JA（農協）、J�（漁協）、J�*+e,-（森林組合）グループの⼀員である当⾦庫が200億円の基⾦拠出を⾏い、2014年に設⽴さ

れました。農林⽔産業の「持続的発展を⽀える担い⼿」と「収益基盤強化に向けた取組み」、農林⽔産業を軸にした「地域活性化に向けた取組み」の

⽀援を⽬的としています。

農林⽔産業みらい基⾦ 助成先 農林⽔産業みらい基⾦ 助成対象事業件数‧助成⾦額
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⾷農教育活動

全国⼩学校の5年⽣を中⼼とする⾼学年を対象に⾷農教育‧環境教育‧

⾦融経済教育をテー3とした冊⼦を、特別養護⽀援学校向けのユニバー

サルデザイン版と�わせて、毎年配布しています。2025年度は、JA総

合事業に&いての紹介を織り込み、全国の⼩学校（約2万校）に約122

万部を無償配布しました。

「農業とわたしたちのくらし」⼩学校⾼学年版（左）、ユニバーサルデザイン版（右）

次世代の農業経営者育成

当⾦庫がメインスポンサーを務める「⼀般社団法⼈アグリフューチャージャパン」は、会員各社の応援を得て、次世代の農業経営者の育成を⽬的と

した⽇本農業経営⼤学校を2013年に開校し、�れまでに12�名の卒業⽣を輩出して�ました。

開校10周年の節⽬を迎えた2023年には「AFJ⽇本農業経営⼤学校」に校名を変更の
え、農業経営教育のす 野の拡⼤に向けて、オンラインスクー

ルの展開を新たに開始。経営ステージや役職（経営者〜右腕〜新⼈）に応じた約10講座を通年で展開して�り、3年間で延べ600名がオンライン受講

しています。 の⼿軽さから忙しい実践農業者の⽅々より⾼い評価を受けて�り、今後はリカレント教育や、修了⽣の相互交流も⼿掛けていく⽅針

です。

さらに2024年4⽉にはアグリ,ジ(ス領域の課題を解決し、新たな価�を創出するイノベーター⼈材の育成を⽬指す「イノベーター養成アカデ4ー」

を開講するなど、農業界に対する⼀層の貢献に挑戦しています。
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「JAアクセラレータープログラム第8期」ビジネスプランコンテスト受賞企業

＜ビジネスプランコンテスト優秀賞＞「JAアクセラレータープログラム第8期」参加企業

GOODGOOD株式会社 「農業を”つくる産業”から”関わりたくなる�ルチャー”へ変える」

株式会社ビーフソムリエ 「⽜の個体差を可視化して畜産農家の利益を最⼤化する」

農研ネイチャー‧ポニックス株式会社 「未利⽤資源を”使える液肥”に変え、資源循環型農業を社会実装する」

株式会社Leacron 「葉⾊を”誰でも使える判断材料”に変え、⽔不⾜時代の⽣産安定を⽀える」

SPACECOOL株式会社 「”⽊陰の涼しさ”を⼈⼯的に届け、施設‧畜舎‧農業設備の暑熱負荷軽減」

株式会社CULTA 「”新品種”で気候変動に負けない農業をつくる」

＜イノベーティブ賞＞本プログラム外でアライアンスや⽀援の検討対象となる企業

Blue Farm株式会社、サンリット‧シードリングス株式会社、AutoCover株式会社、株式会社Teraform、トミテク合同会社、株式会社いと

⽇本農業法⼈協会との連携強化

2026年3⽉末時点で全国200�0社の先駆的な農業法⼈を擁する（公社）⽇本農業法⼈協会と、当⾦庫は20��年2⽉に包括的なパートナーシップ協定を

締結しています。本協定のもと、農業法⼈の設備投資や経営の効率化、農畜産物の付加価値向上な+、同協会会員が抱える多様な課題解決に円滑に

取り組むとともに、当⾦庫の有するネットAークを活⽤し、取引先の開拓や農畜産物の輸出⽀援な+、幅広い分野での⽀援を⾏っています。こうし

た取組みを通じ、同協会会員とのリレーション強化を図っています。

2025年度には、都市部消費者と⽣産者をつな�「ファーマーズ＆キッズフェスタ」（20�0年度より協賛）や、意欲ある若⼿農業者を対象とした「次

世代農業サミット」（20�6年度より協賛）への協賛を継続しています。また、同協会が運営する農業労働⼒⽀援協議会に�いては、農業現場に�ける

労働⼒不⾜の実態把握や解消に向けた対策の検討‧拡充に連携して取り組んでいます。

次世代農業サミット

ビジネスイノベー
�ンの創出

オープンイノベーションの拠点「AgVenture Lab」

JAグループは、20�
年、「次世代に残る農業を育て、地域のくらしに寄り添い、場所や⼈をつな�」を�ン�プトに、イノベーションラボ

「A$�enture La�」（アグベンチャーラボ）を東京‧⼤⼿町に開設しました。A$�enture La�は、JAグループのさま�まな事業と、技術やアイ#アを

持ったスタートアップ企業やパートナー企業、⼤学、⾏政等を結び付け、さま�まな知⾒やテクノロジーを活⽤しながら、新たな事業創出、サービ

ス開発、社会課題の解決に向けて活動しています。

JAグループでは、A$�enture La�を通じて、スタートアップ企業の発掘と育成に取り組んでいます。

特に、JAアク�ラレータープログラムでは、「⾷と農、くらしのサステナ.ルな未来を共創する」をテーマとして、JAグループで展開する幅広い事業

を対象に、FinTech のみならず A$Tech やFoo!Tech、LifeTech な+幅広い分野のビジネスプランを募り、JAグループの強み（店舗をはじめとする各

種インフラ、顧客ネットAークほか）も活⽤して新たなビジネス7#ルの創出を⽬指しています。第8期となる2026年には、2��件の応募の中から6

社のスタートアップ企業を採択しました。

加えて、学⽣起業家向けビジネスプラン�ンテストや起業家創出インキ9ベーションプログラムによる、起業を⽬指す学⽣‧社会⼈や起業間もない

スタートアップ企業等への⽀援も⾏っています。

JAグループ職員の教育にも⼒を⼊れて�り、新規事業創発型の⼈材育成プログラムや、職員をスタートアップ企業に留学させる越境研修型プログラ

ムを運営。組織の意識醸成から実践での学びを発揮するまでをフ�ローアップし、正解のない問いに対し⾃らの⾏動をもって答えを探し続ける⽂化

を育てています。

また、地域での社会課題解決を活動⽬的の⼀つとするA$�enture La�では、農業者や⾏政と連携を深めています。

2020年には、農業の⽣産現場とスタートアップ企業との結びつきを促すため、全国農協⻘年組織協議会（JA全⻘協）と連携協定を締結しました。⻘

年層中⼼に約5万⼈で構成されているJA全⻘協と、新たな技術開発を進めるスタートアップ企業との結びつきによって、⼤きなシナジー効果が期待で

きます。

また、農林⽔産省や地⽅⾃治体とも連携し、イノベーションの進展に取り組んでいます。

AgVenture Labの取組領域
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JAグループにおけるSDGsの取組み

SDGsの達成には、政府だけでなく、⺠間の団体‧企業の役割も求められており、協同組織の役割も期待されています。

このような情勢や協同組合への期待を踏まえ、JAグループとしての基本的考え⽅を整理した「JAグループSDGs取組宣⾔」を2020年に公表しまし

た。当⾦庫もJAグループの⼀員として、SDGsの達成に向けて、取組みを進めていきます。

学⽣向けビジネスプランコンテストの開催

イノベーションラボ「AgVenture Lab」（アグベンチャーラボ）で

は、社会課題の解決を⽬指す学⽣起業家を⽀援するため、学⽣を対

象としたビジネスプランコンテストを2021年度より開催していま

す。

202	年度は、全国の⼤学、⼤学院、⾼等学校等から応募の�っ

た、169件のアイ#アから10件のファイナリストを選出。2026年2

⽉に開催したコンテストでは、ファイナリストそれぞれがビジネス

プランを発表のうえ、参加者やJAグループをは�めとしたスポン

サーとの連携を深めました。

JAグループは、こうした若者との協働‧連携に向けての対話を積

極的に⾏っています。

学⽣向けビジネスプランコンテスト参加者

【優秀賞】

【農林中央⾦庫賞】

トピック

A�学習から写真‧イラスト‧画像を保護する「Tecona」/東北⼤学 TeconaA�（株）チーム‧

既存カートのA�後付け式⾃律⾛⾏キット / 東京⼤学 CartFit Agriチーム‧

果樹鉢物開発と、それに寄り添う栽培サポートア%*イスの提供 / 愛知県⽴農業⼤学 チーム果樹⼥⼦‧

SDGsとJAグループ

JAバンクのSDGsへの取組み

⾷と農の課題解決プラットフォーム「農�苑」

イノベーションラボ「AgVenture Lab」（アグベンチャーラボ）は、農業現場が直⾯する多くの課題の解決を⽬指し、農業⽀援サービス事業

者を積極的にサポートしてきました。こうした活動の中で、農業者単独では適切なサービスを⾒つけることが困難だという課題を実感し、

農業者‧農業団体向けポータルサイト「農�苑」を開設しました。

本サイトは、農林⽔産省の補助事業を活⽤して構築され、農業に関わるす3ての⼈々が抱える課題の解決を⽬指します。本サイトのユーザ

ーは、農業者、農業団体、⾏政機関な+を想定しており、このサイトを活⽤することで、ま�⾃らの課題を発⾒し、適切なソリューション

の発⾒を促します。

「農辞苑」ホームページ

トピック
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気候変動‧⾃然関連課題への取組み

当⾦庫は、農林⽔産業にかかわる皆さま、地域の皆さまからお預かりしたJA貯⾦やJF貯⾦を原資に会員、農林⽔産業者、農林⽔産業に関連する企業

等への貸出を⾏うとともに国内外で多様な投融資を⾏っています。そのため、当⾦庫はバリューチェーンの上流‧下流の双⽅において⾃然と密接な

関係性があると⾔え、気候‧⾃然関連のリスク管理と機会を捕捉するための取組みは、当⾦庫の事業運営や組織基盤の持続可能性に直結すると認識

しています。

気候と⾃然は相関関係にあり、これらに関連するリスクや機会への取組みは⼀体不可分であることを踏まえ、当⾦庫では気候関連財務情報開⽰タス

クフォース（TCFD）提⾔お3)⾃然関連財務情報開⽰タスクフォース（T�FD）提⾔に基づき気候‧⾃然の⼀体的な開⽰に取り組んでいます。

ガバナンス

気候変動‧⾃然関連課題への取組み

気候 ⾃然

当⾦庫では、気候‧⾃然を含む環境‧社会課題への対応を理事会傘下のサステナブル経営会議をはじめとする経営会議で協議のうえ、必要に応じて

理事会、経営管理委員会へ付議‧報告しています。また、サステナビリティ統括責任者として、C%,C�)�（チーフ‧サステナビリティ‧オフィサー）

を配置しています。

気候‧⾃然関連課題への対応に�いては、経営課題として⽇々の事業活動のなかで取り組んでいます。

先住⺠族‧地域社会とのエンゲージメント

気候 ⾃然

当⾦庫では、事業活動における⼈権尊重にかかる基本姿勢を明確化し、具体的な取組みを推進するための⽅針として、理事会において�⼈権⽅針」

を定めています。本⽅針に基づ�⼈権影響評価、�投融資における環境‧社会への配慮にかかる取組⽅針」や⾚道原則に基づ�対応等、投融資をはじ

めとした事業活動において、先住⺠族や地域住⺠への負の影響を防⽌‧軽減するための体制を構築しています。T�FDに3る各種ガイダンスや、当⾦

庫の⾃然関連の依存‧インパクトお3)リスクと機会の特定を踏まえ、今後ステークホルダーエンゲージメントを強化してい�必要性を認識してい

ます。

気候変動‧⾃然関連課題への取組み（TCFD‧T�FD提⾔に基づく開⽰）

戦略

全体戦略：環境課題解決に向けた基本⽅針

気候 ⾃然

当⾦庫では理事会において�環境⽅針」を定め、事業活動を通じて気候変動や⽣物多様性といった環境課題の解決に貢献してい�こと、事業活動に

おける環境負荷を低減してい�ことを定めています。

また、パーパス実現のための重要課題や中期ビジョン（2030年のありたい姿）において、気候変動や⽣物多様性への対応を位置づけています。農林

⽔産業や⼈々の暮らしを持続的なものとしてい�ために、これら環境課題の同時解決に向けて⾦融機関として貢献する取組みを推進していきます。

リスクと機会の認識

気候 ⾃然

気候関連のリスクは移⾏リスクと物理的リスクに分けられます。移⾏リスクは政策や市場等の変化に伴う与信コストの増加等、脱炭素に向けた移⾏

の過程で顕在化するリスクであり、物理的リスクは洪⽔等の異常気象の増加な#の急性リスク、⻑期的⾼温の継続に3る農業や漁業への影響等の慢

性リスクに分類されます。

また、⾃然関連のリスクは、⽣物多様性の損失や気候変動な#、⾃然環境の変化が経済や⾦融に及ぼす潜在的な影響のことを指します。⾃然環境の

変化は、気候の変化を含む⽣態系サービスの低下や政策‧消費⾏動の変化等を通じ、気候変動の原因や影響と相互に関連しながら⾦融システムにも

影響を及ぼします。

気候‧⾃然関連課題は短期〜中⻑期的に認識されるリスクであるとともに、その解決に向けた対応はビジ+ス機会でもあります。脱炭素社会‧⾃然

と共⽣する社会に向けた移⾏（トランジション）をフ	イナンスをはじめとしたソリューションで後押ししてい�ことで、⾦融機関としてのビジ+

ス機会の獲得に努めています。

サステナブル‧ファイナンス
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2050年ネット‧ゼロに向けた移⾏計画

ネットゼロに向けた取組みの全体像

気候

当⾦庫グループは、深刻化する気候変動への対応として温室効果ガス（GHG）排出量の2050年ネットゼロ実現を⽬指しています。その⼀環として投

融資先等のGHG排出量削減にかかる⽬標設定およびエンゲージメントをは�めとする各種取組みを進めています。関連する⼀連の取組みに�いては

「2050年ネットゼロに向けた移⾏計画」において整理‧体系化しています。

2050年ネット‧ゼロに向けたロードマップ
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投融資先等のGHG排出量削減

気候

投融資先のGHG排出量削減

当⾦庫は、融資ポートフォリオにおける排出量削減⽬標を順次設定しています。加えて、投融資ポートフォリオのうち投資資産の占める割合の重要

性に鑑み、機関投資家向けのネットゼロイニシアティブの枠組等を参考のうえ、投資ポートフォリオの排出量削減⽬標も設定しています。

融資ポートフォリオ

当⾦庫では、これまで「電⼒」、「⽯油‧ガス」、「⽯炭」、「鉄鋼」、「不動産」、「⾃動⾞」、「海運」セクターの⽬標を設定してきました。

投資ポートフォリオ

当⾦庫は、投資ポートフォリオにおいて、投資単位あたりの経済的原単位による2030年度中間⽬標を「20�0年ネット‧ゼロに向けたロードマップ」

のとおり設定しています。なお、現状の対象資産は株式‧社債のみとなっておりますが、資産ごとのファイナンスド‧エミッション計測にかかる議

論等を踏まえ、対象資産の拡充を適宜検討しています。

投融資先とのエンゲージメント

融資先への気候関連および⾃然関連エンゲージメント

当⾦庫は、気候変動および⾃然にかかるエン�ージ9ント（対話）を通じて、融資先の課題を把握し、移⾏⽀援に�ながる�リ<ーションを提供し

ます。またこうした対話は、融資先のセクターやビジネスモデルに基づく気候や⾃然のリスクや機会、ひいては当⾦庫の財務リスクへの影響にかか

る解像度向上に�ながります。今後は、融資先の移⾏計画評価等の枠組みを通じて、こうしたエン�ージ9ントとリスク管理の⼀体化を推進してい

きます。

なお、⾃然関連のエン�ージ9ントは試⾏の段階にあり、当⾦庫にとって重要な⽣活必需品‧消費財‧素材セクターの106社にフォー�スして、202�

年度は融資先の現状把握を⾏ったうえで、今年度は現状把握を2ースとした対話の実践を当⾦庫の⾃然関連の⾏動⽬標（指標と⽬標）として設定

し、対応しています。

会員と⼀体と���森林由来CO 吸収

全国の森林組合における⽬標を2ースとした施業 ⾯積⾒通しを踏ま

え、森林由来のCO 吸収⽬標「2030年度時点で900万tCO /年」を設定

しています。

森林はCO 吸収や⽣物多様性を保全するうえで重要な役割を担っている

⼀⽅で、⽴⽊価格の低迷や再造林にかかる�スト、林業の担い⼿確保と

いった様々な課題を抱えています。当⾦庫はCO 吸収量確保に向けて、

森林組合における持続可能な森林施業を⽀援しています。

※ 新植（再造林）‧下刈り‧除伐‧間伐‧主伐な#の森林管理

当⾦庫グループ拠点のGHG排出量削減

当⾦庫グループの拠点から排出される ��� に�いては、2030年度まで

のネットゼロを⽬指します。⽬標達成に向けて、⼊居ビルにおける再⽣

可能エネル�ー等の導⼊および省エネ推進に取り組んでいます。

2

※

2 2

2

2

運⽤会社へのエンゲージメント

当⾦庫は資産に占める市場運⽤の割合が⽐較的⼤きく、リスク‧リターンとサステナビリティの相関や関連性を意識しながら、機関投資家としての

エン�ージ9ントを⾏っています。特に、ファンド投資が運⽤の⼤きな割合を占めることから、運⽤会社のファンドマネジ;ーとの対話に注⼒して

います。
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気候関連のリスク評価とシナリオ分析

気候

セクター別のリスク評価を踏まえ、気候変動に伴うリスクの与信ポートフォリオ等に及ぼす影響のシナリオ分析を実施しています。

移⾏リスク

物理的リスク

急性リスク 慢性リスク

対象セクター‧分析範囲等

●「電⼒」「⽯油‧ガス‧⽯炭」「⾷品‧

農業」「飲料」「化学」「鉄鋼」

●国内外融資先の重要拠点

●差⼊れを受けている担保不動産

●当⾦庫グループ拠点

●農業：稲作、畜産（⽣乳‧⾁⽜）

●漁業（かつお）

●林業：豪⾬による森林被害影響

シナリオ

●NGFS「Current Policies」「Delayed

Transition」「Net �ero 2050」

●IEA等が公表するシナリオ等

●IPCC RCP2.	 およびRCP8.5 ●IPCC RCP2.	 およびRCP8.5

分析内容

●上記セクターについて、脱炭素化の進

⾏による2050年までの与信コストの変

化を分析

●上記拠点等について、洪⽔被害による

影響を分析

●気温や海⾯⽔温の上昇を含む気候変動

が⽣産者‧漁業者収⼊に与える影響等

を分析

結果

●2050年までの単年度で約10〜250億円

の与信コスト増加（与信ポートフォリ

オに与える影響については限定的）

●2100年までに累計で2�0億円程度の与

信コスト増加‧資産毀損（影響は限定

的）

●気候変動の影響により収⼊は減少する

ものの、適応策導⼊により減少幅を抑

制することが可能

⾃然関連のリスク評価とシナリオ分析

⾃然

当⾦庫では、⾃然関連のリスクと機会を捉えるために、事業会社向け投融資ポートフォリオ全般の依存とインパクトの分析、および試⾏的なシナリ

オ分析を実施しました。

その結果として、当⾦庫の基盤である農林⽔産業に深く関連する⾷品関連セクターや投融資額が相対的に⼤きい電⼒セクターな#における依存とイ

ンパクトが⽐較的⾼いことを確認しました。

リスク管理（リスクとインパクト管理）

リスク管理の基本⽅針

気候 ⾃然

当⾦庫は、全社的なリスク管理を適切に実施するため、認識す+きリスクの種類や管理体制‧⼿法な#リスク管理の基本的な体系を定めた「リスク

マネジメント基本⽅針」を理事会で策定し、リスク管理態勢の普段の⾼度化に取り組んでいます。本⽅針に基づき当⾦庫が管理対象とする主なリス

クとしては、「信⽤リスク」、「市場リスク」、「流動性リスク」、「モデルリスク」、「オ3レーショナル‧リスク」が挙げられ、気候‧⾃然関連リスクを

含む環境‧社会リスクについても、これら各リスクカテ�リーのもとで個々のリスク特性に応じて管理‧コントロールを⾏うこととしています。

環境‧社会リスク管理態勢の⾼度化

気候 ⾃然

当⾦庫では、投融資に伴う気候および⾃然関連リスクについて、環境‧社会リスク管理（ESRM）態勢のもと、投融資フロントにおける環境‧社会リ
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さらに、当⾦庫では⾚道原則を採択し、⼤規模な開発プロジ
クトへ融資する際に当該プロジ
クトが⾃然環境や地域社会に対して適切な配慮がな

されているかを確認（モ*タリング）しています。

気候関連のリスク評価とシナリオ分析

⾃然関連のリスク評価とシナリオ分析

当⾦庫の気候‧⾃然関連の取組詳細については、Cli#ate+Natureレポート202	をご参照く�さい。

リスク管理におけるESGインテグレーション

与信先の信⽤⼒評価にかかる内部格付制度において、気候変動にかかる⾼移⾏リスクセクターを中⼼とした⼀部セクターに属する先については、セ

クターに応じた環境‧社会リスク要素への対応状況を把握する$ールである「ESリスク"
#クシート」の活⽤等により定性的な評価要素として考

慮する等、信⽤リスク管理との⼀体的な運⽤を進めています。本取組みの対象セクターについては、外部環境を踏まえて⾒直し‧拡⼤を検討してい

きます。

指標と⽬標

気候関連の指標‧⽬標

気候

2050年ネットゼロに向けたロードマップをご覧く�さい。

⾃然関連の指標‧⽬標

⾃然

当⾦庫ポートフォリオにおける⾃然への依存‧インパクトに関連するエクスポージ;ーや⾃然関連のフ#トプリント指標を試⾏的に算定‧開⽰して

います。

Climate & Nature レポート

環境‧社会リスク�管理する取組み

全ページダウンロード

（PDF：9.3MB）
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気候変動に伴うリスクと影響分析

気候変動のリスクは移⾏リスクと物理的リスクに分けられます。

移⾏リスクは脱炭素社会への移⾏の過程で顕在化するリスクです。例えば温室効果ガスの排出量に応じて課税される炭素税の導⼊により、排出量の

多い投融資先の財務が悪化し⾦融機関に与信コストが発⽣するという経路が��られます。

⼀⽅で、物理的リスクは気候変動によって異常気象の激化‧増加するリスクや、気候パターンの⻑期的変化に起因するリスクです。物理的リスクは

更に、洪⽔等の異常気象の増加などの急性リスク、⻑期的⾼温の継続による農業や漁業への影響等の慢性リスクに分類されます。

当⾦庫で認識する気候変動リスク

リスク 細分類 主なリスク 時間軸

移⾏リスク

政策‧法務‧技術‧

市場

●1.5℃⽬標達成に向けた規制対応が投融資先のビジネスモデルや業績に影響を及ぼすことによる与信コス

トの増加

●市場が脱炭素化を志向することで商品‧サービスの需給関係、企業業績が変化することによる与信コス

トの増加

中‧⻑期

政策 ●国際的な気候変動への対応強化要請の⾼まりを踏まえた規制変更 短期

評判 ●気候変動に対する取組みや情報開⽰が不⼗分とされるリスク 短期

物理的リス

ク

急性

●台⾵‧豪⾬等の⾃然災害に伴う投融資先の事業停滞による業績悪化や、不動産等の担保価値の毀損を通

じた与信コストの増加

短‧中‧⻑

期

慢性

●気候変動が⼟地利⽤、第⼀次産業の⽣産性等に影響を及ぼすリスク

●異常気象による当⾦庫資産の損傷に伴う事業継続への影響

気候関連のリスク評価とシナリオ分析

気候変動に伴うセクター別のリスク評価

気候変動の影響は中⻑期的に顕在化し、か 、投融資先のセクターにより異なります。�のため、TCFD提⾔が定めるセクター等を対象に、移⾏リス

ク‧物理的リスクがどの地域にどのようなタイミングで発⽣するか評価しました。

気候変動に伴うリスクの顕在化は、さま�まな外部環境、波及経路、要因の変化によって⽣じます。これらのリスク事象‧要因を洗い出したうえ

で、当⾦庫のエクスポージャーが多いセクターへの影響を時系列にまとめたのが下表です。また、地域によって、地理的条件や法規制に伴う気候変動

の影響が発現するタイミングが異なることを踏まえて分析を⾏っています。例えばＥＵに いては環境に対する規制等が先⾏しているため、移⾏リ

スクの影響は早くから現れる⾒込みです。

移⾏リスクの評価

物理的リスクの評価

※1�移⾏リスクは追加的な政策実施等により気候変動緩和が進む2℃シナリオ、物理的リスクは温暖化が進⾏する4℃シナリオを前提に評価。

※1

※1
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気候変動に伴うリスクの影響分析（シナリオ分析）の全体像

当⾦庫では、気候変動に伴うリスクの与信ポートフォリオ‧財務等に及ぼす影響のシナリオ分析を進めています。

移⾏リスクに��るシナリオ分析

移⾏リスクに いては、対象セクターは気候変動に伴うセクター別のリスク評価に基づき、リスクが⾼い「電⼒」「⽯油‧ガス‧⽯炭」「化学」の.

か、⾷農バリューチェーンを構築する「⾷品‧農業」「飲料」を選定。2022年度にこれらのセクターを対象としたシナリオ分析を通じて脱炭素化の進

⾏による与信コストの中⻑期的な変化を分析しました。更に202�年度はNGFSシナリオの更新を⾏うと共に、鉄鋼セクターにも分析範囲を拡充してい

ます。

シナリオに いては、気候変動リスク等にかかる⾦融当局ネットワーク（NGFS）の公表するNet "ero2050シナリオ等に加えて、代表的な国際エネル

ギー機関（IEA）、国際連合⾷糧農業機関（FAO）が公表するシナリオ等を採⽤し、分析を実施しています。

移⾏リスクシナリオ分析の概要

移⾏リスクシナリオ分析の⼿法

■ 分析対象‧セクターについて

気候変動関連リスクの定性評価結果を受け、「電⼒」「⽯油‧ガス‧⽯炭」、「⾷品‧農業」「飲料」、「化学」「鉄鋼」セクターの移⾏リスクの

シナリオ分析を実施しました。「電⼒」「⽯油‧ガス‧⽯炭」、「化学」、「鉄鋼」セクターは、 TCFDの最終報告書、SASBな%で炭素排出量が

多く移⾏リスクの影響を⼤きく受けやすいセクターとして認識されています。当⾦庫の選定対象はこうしたグローバルな⾒解と整合する取

組みです。「⾷品‧農業」「飲料」セクターに いては気候変動にかかる定性評価の結果に加え、当⾦庫の基盤となる業種で�ることも踏ま

え選定しました。また当⾦庫の投融資ポートフォリオの特性を踏まえ、分析対象は国内外の融資先に加え、社債投資先としています。

■ 分析シナリオ‧データについて

NGFSが公表している3シナリオを使⽤しています。具体的には現在の実施されている政策のみが保持される前提の「現⾏政策維持シナリオ

（Current �olicies ）」、温室効果ガス（GHG）の年間排出量が2030年までに減少しないことを前提とし、�の後、強⼒な政策が実施される

「移⾏遅延シナリオ（Delayed Transition）」、 厳格な気候政策と技術⾰新を通じて地球温暖化を1.5°Cに制限し、2050年頃に世界の正味ゼ

ロCO₂排出量を達成する「2050年ネットゼロ達成シナリオ（Net "ero 2050 ）」 の3シナリオを将来シナリオとして採⽤しています。これら

のデータに、気候変動に対して企業が新規設備投資を⾏うDyna-ic アプローチや、気候変動に対して追加の設備投資をしない Static アプロ

―チを組み合わせることで当⾦庫の投融資先への影響を予測し、与信コストの増減を分析しました。

●NGFSシナリオで不⾜する分析データに いては、IEA、WRI（世界資源研究所）等のデータを補完的に使⽤しています。詳細は以下のと�りです。

●「化学」セクターに いては、 IEAのWorld Ener(y Outlook 2023等のシナリオデータを⼀部参照しています。

●「鉄鋼」セクターに いては、 IEA の Iron and Steel Tec)nolo(y Road-a0等の各種予測データを⼀部参照しています。

●「⾷品‧農業」「飲料」セクターに いては、 WRIのデータを補完的に使⽤しています。

■ シナリオ分析モデル⾼度化の取り組みについて

●サステナビリティレポート2021よりシナリオ分析結果を開⽰していますが、分析結果の説明⼒向上やエン�ー�メント（建設的対話）への⼀層の

活⽤のため、モデルの⾼度化にも取り組んでいます。

●⼀例として、分析モデルのパラメーター（変数）の⼊れ替え等を実施することによってより精緻か 実務感覚と合う分析結果となるように改善を⾏

っています。今後も必要に応じてモデルの⾼度化を⾏うことで、分析結果の精緻化に取り組んでいきます。

分析対象 選定シナリオ 補完シナリオ

エネルギー（電⼒‧⽯油‧ガ

ス‧⽯炭）

NGFS

●Curre tn  Policies

●Delayed Transition

●Net Zero 2050

－

⾷品‧農業、飲料 WRI CREATING A SUSTAINABLE FOOD FUTURE： FINAL REPORT= JUL! 2019

化学

IEA World Energy Outlook 202�「Global o li  demand and production by scenario

Industry and petrochemicals」

鉄鋼 IEA 「Iron and Ste le  Technology Roadmap」
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え選定しました。また当⾦庫の投融資ポートフォリオの特性を踏まえ、分析対象は国内外の融資先に加え、社債投資先としています。

■ 分析シナリオ‧データについて

NGFSが公表している3シナリオを使⽤しています。具体的には現在の実施されている政策のみが保持される前提の「現⾏政策維持シナリオ

（Current �olicies ）」、温室効果ガス（GHG）の年間排出量が2030年までに減少しないことを前提とし、�の後、強⼒な政策が実施される

「移⾏遅延シナリオ（Delayed Transition）」、 厳格な気候政策と技術⾰新を通じて地球温暖化を1.5°Cに制限し、2050年頃に世界の正味ゼ

ロCO₂排出量を達成する「2050年ネットゼロ達成シナリオ（Net "ero 2050 ）」 の3シナリオを将来シナリオとして採⽤しています。これら

のデータに、気候変動に対して企業が新規設備投資を⾏うDyna-ic アプローチや、気候変動に対して追加の設備投資をしない Static アプロ

―チを組み合わせることで当⾦庫の投融資先への影響を予測し、与信コストの増減を分析しました。

●NGFSシナリオで不⾜する分析データに いては、IEA、WRI（世界資源研究所）等のデータを補完的に使⽤しています。詳細は以下のと�りです。

●「化学」セクターに いては、 IEAのWorld Ener(y Outlook 2023等のシナリオデータを⼀部参照しています。

●「鉄鋼」セクターに いては、 IEA の Iron and Steel Tec)nolo(y Road-a0等の各種予測データを⼀部参照しています。

●「⾷品‧農業」「飲料」セクターに いては、 WRIのデータを補完的に使⽤しています。

■ シナリオ分析モデル⾼度化の取り組みについて

●サステナビリティレポート2021よりシナリオ分析結果を開⽰していますが、分析結果の説明⼒向上やエン�ー�メント（建設的対話）への⼀層の

活⽤のため、モデルの⾼度化にも取り組んでいます。

●⼀例として、分析モデルのパラメーター（変数）の⼊れ替え等を実施することによってより精緻か 実務感覚と合う分析結果となるように改善を⾏

っています。今後も必要に応じてモデルの⾼度化を⾏うことで、分析結果の精緻化に取り組んでいきます。

分析対象 選定シナリオ 補完シナリオ

エネルギー（電⼒‧⽯油‧ガ

ス‧⽯炭）

NGFS

●Curre tn  Policies
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気候変動に伴うリスクの影響分析（シナリオ分析）の全体像

当⾦庫では、気候変動に伴うリスクの与信ポートフォリオ‧財務等に及ぼす影響のシナリオ分析を進めています。

移⾏リスクに��るシナリオ分析

移⾏リスクに いては、対象セクターは気候変動に伴うセクター別のリスク評価に基づき、リスクが⾼い「電⼒」「⽯油‧ガス‧⽯炭」「化学」の.

か、⾷農バリューチェーンを構築する「⾷品‧農業」「飲料」を選定。2022年度にこれらのセクターを対象としたシナリオ分析を通じて脱炭素化の進

⾏による与信コストの中⻑期的な変化を分析しました。更に202�年度はNGFSシナリオの更新を⾏うと共に、鉄鋼セクターにも分析範囲を拡充してい

ます。

シナリオに いては、気候変動リスク等にかかる⾦融当局ネットワーク（NGFS）の公表するNet "ero2050シナリオ等に加えて、代表的な国際エネル

ギー機関（IEA）、国際連合⾷糧農業機関（FAO）が公表するシナリオ等を採⽤し、分析を実施しています。

移⾏リスクシナリオ分析の概要

移⾏リスクシナリオ分析の⼿法
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ロCO₂排出量を達成する「2050年ネットゼロ達成シナリオ（Net "ero 2050 ）」 の3シナリオを将来シナリオとして採⽤しています。これら
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●NGFSシナリオで不⾜する分析データに いては、IEA、WRI（世界資源研究所）等のデータを補完的に使⽤しています。詳細は以下のと�りです。
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6通りのシナリオ分析

使⽤したNGFSシナリオについて

●移⾏リスクシナリオ分析では2023年に公表されたNGFSシナリオのversion4を使⽤しています。NGFSモデルには３つのモデルがありますが、2022年8⽉に結

果が公表されている⾦融庁‧⽇本銀⾏に4る「気候関連リスクに係る共通シナリオに基づくシナリオ分析の試⾏的取組」と同様にREMIND-MAgPIEモデルの

値を採⽤してシナリオ分析をしています。

使⽤したNGFSシナリオの概要

NetZero 2050 Delayed Transition Current Policies

概要

厳格な気候政策と技術⾰新を通じて地

球温暖化を1.5°Cに制限し、2050年頃

に世界の正味ゼロCO₂排出量に到達

CO₂年間排出量は2030年まで減少しな

いことを前提とする。その後、強⼒な

政策を実施する

現在実施されている政策の/が保持さ

れることを前提とする

気温上昇（2100年までに） 1.5℃未満上昇 約1.８℃上昇 約３℃上昇

●NGFSの各シナリオでは想定する世界観が異なります。Net �ero 2050シナリオでは即時、厳格な気候政策、規制が各国で実施されるた1、企業等が排出する

CO₂排出量はす�に削減される想定です。⼀⽅で現⾏政策が維持されるC)rrent Poli�iesシナリオではCO₂排出量は抑制されず、Delayed Transitionシナリオは

2030年頃から強⼒な気候変動対策や政策が実施される想定であるた1、2030年からCO₂排出量が急激に減少する前提とな�ています。

●企業な$が排出するCO₂に付ける値段を炭素価格と⾔い、 政府が排出量に応じて課す炭素税とい
形で課税すること2各シナリオで想定されています。例え

ば⽇本では現⾏の炭素税は地球温暖化対策税として限定的に導⼊されていますが、C)rrent Poli�iesシナリオではこの税制が維持される想定です。当該シナリ

オでは炭素価格は⼆酸化炭素の排出量１トン当たりの課税は限定的ですが、Net �ero 2050シナリオ等では⼤幅な炭素税導⼊が織り込まれています。当⾦庫の

シナリオ分析に�いて2炭素税の導⼊を想定して�り、企業収益への影響等を分析結果に反映しています。

●2050年カーボンニュートラルに向けたNet �ero 2050シナリオやDelayed Trasitionシナリオでは、CO₂排出を抑制するた1、太陽光発電や⾵⼒発電等の再⽣

可能エネルギーが主なエネルギー源となります。他⽅で、 CO₂排出が多い、⽯炭や天然ガス等に4る発電は縮⼩することになります。

CO₂排出量（⽇本）

炭素価格（⽇本）

Net Zero2050シナリオの発電容量（⽇本）
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移⾏リスクシナリオ分析の結果

●「電⼒」「⽯油‧ガス‧⽯炭」セクター

どのシナリオにおいても、再⽣可能エネルギーの需要が増加し、各国の炭素排出にかかる規制が強化されるため、化⽯燃料の座礁化および市場需要が減少

し、化⽯燃料に依存した事業は収⽀が悪化する結果となりました。

●「⾷品‧農業」「飲料」セクター

いずれのシナリオにおいてもグローバルでは世界的な⼈⼝増加等により⾷料需要が増加するため、グローバルに事業活動を⾏う企業では⽣産量の増加、収益

の増加が⾒られました。他⽅で特定の地域で事業を⾏っている企業は�の地域特性（⾷⽂化の変化、⼈⼝の増減）により収益が増加、減少する等、分析結果

は区々です。

●「化学」セクター

製造する化学製品や事業展開する地域によって差異が出る結果となりました。分析結果のう�脱炭素に向かうDelayed Transitionシナリオと、Net Zero 2050

シナリオでは経済成⻑が鈍化するシナリオとなっているため、Current Policiesシナリオと⽐較すると、⼀部製品を除き各化学製品の需要が相対的に減少しま

す。他⽅でC�₂を直接排出しない燃料として⽔素やアンモニアの需要増加や、電気⾃動⾞の普及により電池材料等に利⽤される機能性化学製品の需要増加が

⾒込まれますが、製品への価格転嫁は限定的となる⾒込みです。

●「鉄鋼」セクター

事業�成や事業展開する地域によって差異が出る結果となりました。脱炭素に向かうDelayed Transitionシナリオと、Net Zero 2050シナリオではGHG排出量

の多寡により、個社間で炭素コスト影響が⼤き�異なります。特に、鉄鋼需要量の増加が⾒込まれる⽶国や�の他ア�ア（東南ア�ア等）に事業拠点をもつ

企業は、脱炭素に向けた設備投資により、収益が増加する傾向が⾒られました。

●与信ポートフォリオへの影響

4つのセクターに⽣じる移⾏リスクによる影響を合計すると、2050年までの単年度で約10〜250億円の与信コスト増加となり、与信ポートフォリオに与える影

響については限定的との結果となりました。

分析結果の活⽤

移⾏リスク分析結果を踏まえ、⽐較的⼤きな影響が確認されたセクターに属する投融資先と気候変動への取組みに関するエン�ー�3ントを開始し

ています。投融資先と問題意識を共有することで、脱炭素社会の実現に向けて投融資先とともに気候変動に対する取組みを強化していきます。

物理的リスク（急性リスク）にかかるシナリオ分析

急性リスクについては、近年⼤きな被害が発⽣している洪⽔被害の分析を実施しました。国内‧海外融資先のグローバルな重要拠点や当⾦庫が差⼊

れを受けている不動産担保の.か、当⾦庫⾃⾝のグルー-の拠点の資産（建物‧備品）についても分析対象としています。

急性リスクのシナリオ分析の結果、2100年までに累計で220億円程度の追加損失（与信コストと当⾦庫グルー-の資産の毀損額の合計）となり、追

加的な損失の影響については限定的な結果となりました。

物理的リスク（急性リスク）シナリオ分析の概要
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物理的リスク（急性リスク）の分析概要

分析対象

①洪⽔被害の⾒込まれる融資先の国内‧海外重要拠点

②当⾦庫に差⼊れられている不動産担保

③当⾦庫グループの国内‧海外拠点の資産（建物‧備品）

分析対象外 洪⽔被害の⾒込まれない業種（例：広告、出版、⾦融等）

分析シナリオ IPCC RCP2.6 およびRCP8.5

計測結果 2100年にかけて累計で220億円程度の追加損失（与信コスト＋当⾦庫グループの資産の毀損額）

分析結果の活⽤

今回の分析では、シナリオ分析の計測対象を拡張し、将来備えるべき2100年までの累積の追加損失額を確認しました。今後、今回の分析で調査した

融資先の国内‧海外重要拠点情報を活⽤し、物理的リスクに伴う、洪⽔以外のハザードの影響についても、サプライチェーンを考慮した分析‧計測

を検討します。

また、リスクの⾼い当⾦庫グループの資産については、オペレーショナル‧リスク管理に取り組みます。融資先に対しては、適切なエンゲージメン

トを図り、融資先とともに気候変動に対する取組みを強化していきます。

物理的リスク（慢性リスク）分析

当⾦庫では投融資先等のGHG排出量について2050年ネットゼロにコ2ットしていることに加え、持続可能な農林⽔産業および地域コ26&!
維持

の実現に向け、2030年中⻑期⽬標として�農林⽔産業者所得の増加」を掲げています。農林⽔産業が気候変動による影響を受けやすい産業であるこ

とを踏まえ、当⾦庫では気候変動が農林⽔産業者所得に与える影響の分析に取り組んでいます。

慢性リスクについては、農林⽔産業を基盤とする当⾦庫にとって重要な�農業」�漁業」を分析対象セクターとして選定しました。分析対象品⽬は、

稲作、畜産（⽣乳‧⾁⽜）、海⾯漁業（かつお）を選定し、気温や海⾯⽔温の上昇を含む気候変動が⽣産者および漁業者収⼊に与える影響と適応策に

ついて分析しています。

本分析では、気温上昇に対して対策を講じなかった場合と、気温上昇に対して適応し対策を講じた場合の2通りで、21世紀末における収⼊の変化を20

世紀末対⽐で推計。分析の際のシナリオについては、IPCCのRCP2.6（以下、2℃上昇）とRCP8.5（以下、4℃上昇）を採⽤し、計4通りの分析を実施

しました。

農業セクターの慢性リスク分析結果概要は以下のとおりです。気候変動の影響により収⼊は低下するものの、適応策導⼊により横ばいを確保するこ

とが可能との結果となっています。

シナリオ ⽣産量 価格

収⼊

（適応策なし）

収⼊

（適応策導⼊）

稲作

4℃上昇 ▲6.4% ＋1.4％ ▲5.0％ ＋3.5％

2℃上昇 +3.3％ ▲1.6％ ＋1.7％ ‐

⽣乳

4℃上昇 ▲1.1％ +0.9％ ▲0.1％ ±0.0％

2℃上昇 ▲0.2％ +0.2％ ±0.0％ ‐

⾁⽜

4℃上昇 ▲1.2％ +0.6％ ▲0.6％ ±0.0％

2℃上昇 ▲0.3％ +0.2％ ▲0.2％ ‐

漁業セクターの慢性リスク分析結果概要は以下のとおりです。気候変動の影響により収⼊は地域差が発⽣するものの、適応策導⼊により収⼊減少を

抑制することが可能との結果となっています。

シナリオ ⽣産量 価格

収⼊

（適応策なし）

収⼊

（適応策導⼊）

海⾯漁業

（かつお）

4℃上昇

▲9.2%

〜+4.7%

▲0.6%

〜＋1.3％

▲8.0%

〜+4.0%

▲7.6%

〜+4.0%

2℃上昇

▲9.2%

〜+9.5%

▲1.2%

〜＋1.3％

▲8.0%

〜+8.1%

▲6.1%

〜+4.0%

なお、農業‧漁業セクターのシナリオ分析は、①国際的にも⼿法が未確⽴、②データが不完全、③多様かつ複雑な影響経路といったモデルの限界が

数多くあるため、複数の前提‧仮説を置いた分析となっています。また、分析対象は収⼊であり、所得（�収⼊から費⽤等を差し引いたもの）では

ないため、実際の農業‧漁業経営への影響とは異なる可能性がある点には留意が必要です。
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気候戦略：物理的リスク（急性）

当⾦庫では、投融資先等のGHG排出量について、2050年ネットゼロにコミットしていることと合わせ、持続可能な農林⽔産業および地域コミ6&!

ィ維持の実現に向け、20�0年中⻑期⽬標として「農林⽔産業者所得の増加」を掲げています。農林⽔産業が気候変動による影響を受けやすい産業で

あることを踏まえ、当⾦庫では気候変動が農林⽔産業に与える影響の分析に取り組んでいます。

急性リスクについては、当⾦庫の基盤である林業を分析対象セクターとし、⼤⾬や集中豪⾬の増加が森林の⼭地災害被害に与える影響について分析

しています。

本分析では、⼤⾬や集中豪⾬の増加による2�世紀末における施設林道等と樹⽊等の森林価値への被害について、IPCCのRCP2.6(以下、2℃上昇)と、

RCP�.5(以下、4℃上昇)を採⽤し、分析を実施しまし�。ま�、ハザードマップ等の地�情報を⽤いて、⼭地災害リスクの⾼い森林地域を特定し、⼭

地災害リスクの評価‧可視化を⾏いまし�。

⼭地災害リスクの急性リスク分析概要(抜粋)は以下のとおりです。特に気候変動により「施設林道等」への被害が将来激甚化‧頻発化する結果となり

まし�。

特に北海道では⽯狩⼭地、⼣張⼭地、⽇⾼⼭脈、⽀笏三⼭付近な%ハザードマップ上でも⾼リスク地域も多いことが確認されまし�。

森林被害の影響推計

森林被害の推計値と地図データのマッピング結果

Step1

森林被害の影響推計

⼤⾬‧集中豪⾬等気候変動による森林被害の増加（倍率）を分析。林道

⻑や森林⾯積率等を考慮。

Step�

地図データ活⽤による地�特定

地�データから森林地域と災害関連地域が重複する地域を⼭地災害リス

クの⾼い地域として特定。

気候戦略：物理的リスク（急性）

当⾦庫では、投融資先等のGHG排出量について、2050年ネットゼロにコミットしていることと合わせ、持続可能な農林⽔産業および地域コミ6&!

ィ維持の実現に向け、20�0年中⻑期⽬標として「農林⽔産業者所得の増加」を掲げています。農林⽔産業が気候変動による影響を受けやすい産業で

あることを踏まえ、当⾦庫では気候変動が農林⽔産業に与える影響の分析に取り組んでいます。

急性リスクについては、当⾦庫の基盤である林業を分析対象セクターとし、⼤⾬や集中豪⾬の増加が森林の⼭地災害被害に与える影響について分析

しています。

本分析では、⼤⾬や集中豪⾬の増加による2�世紀末における施設林道等と樹⽊等の森林価値への被害について、IPCCのRCP2.6(以下、2℃上昇)と、

RCP�.5(以下、4℃上昇)を採⽤し、分析を実施しまし�。ま�、ハザードマップ等の地�情報を⽤いて、⼭地災害リスクの⾼い森林地域を特定し、⼭

地災害リスクの評価‧可視化を⾏いまし�。

⼭地災害リスクの急性リスク分析概要(抜粋)は以下のとおりです。特に気候変動により「施設林道等」への被害が将来激甚化‧頻発化する結果となり

まし�。

特に北海道では⽯狩⼭地、⼣張⼭地、⽇⾼⼭脈、⽀笏三⼭付近な%ハザードマップ上でも⾼リスク地域も多いことが確認されまし�。

森林被害の影響推計

森林被害の推計値と地図データのマッピング結果

Step1

森林被害の影響推計

⼤⾬‧集中豪⾬等気候変動による森林被害の増加（倍率）を分析。林道

⻑や森林⾯積率等を考慮。

Step�

地図データ活⽤による地�特定

地�データから森林地域と災害関連地域が重複する地域を⼭地災害リス

クの⾼い地域として特定。
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⾃然関連のリスク評価とシナリオ分析

当⾦庫では、⾃然関連のリスクと機会を捉えるために、事業会社向け投融資ポートフォリオ全般の依存とインパクトの分析、および試⾏的なシナリ

オ分析を実施しました。

ポートフォリオの⾃然への依存とプレッシャーの全体像とリスク評価

ポートフォリオ全体の⾃然への依存とプレッシャーの関係性を整理するため、業種単位で投影した(のが下記の図です。円の⼤きさは投融資額の⼤

きさを⽰します。グラフより、当⾦庫の基盤で�る農林⽔産業に深く関連する⽣活必需品業種や投融資額が相対的に⼤きい資本財‧サービスな�に

おける依存とプレッシャーが⽐較的⾼いことを確認しました。

投融資先のバリューチェーンを考慮した分析

AIを活⽤したバリューチェーン分析に強みを持つ九州⼤学発のスタートアップで�るaiESGと連携したポートフォリオ分析を実施しました。2025年

度は、国内の⾷品関連セクターが主に農産物の調達を通じて、サプライチェーン上流（⽣産地）で�のよ�な環境‧社会的なインパクトを与えてい

るかを分析しました。今年度は、国内の⾷品関連セクターのなかで(⼩売や百貨店な�消費者に近い業種を対象に、輸⼊⽔産物の調達に焦点を当

て、サプライチェーン上流で�のよ�な⽔産資源に依存し、また海洋⽣態系にインパクトを与えているかを分析しました。

⾃然関連のリスク評価とシナリオ分析

⾃然関連のシナリオ分析

2025年版では、気候関連のシナリオ分析で⽤いたNGFSの気候変動シナリオ（第四版）と、TNFDが�Guidance on scenario analysis」で提⽰する⾃

然関連の世界観ごとのナラティブ、およびFPS+Nature が想定する将来シナリオを解釈の上、�れぞれを移⾏リスク、物理的リスクの程度に応じてプ

ロットし、気候と⾃然にかかる将来シナリオの世界観の描写を整理しました。

202�年度については移⾏リスクを対象に、すでに気候変動シナリオ分析を実施しているセクターの��、⾷品‧農業、飲料セクターに絞り、EUDR

（欧州森林破壊規則）を変数とした、気候と⾃然の関係性を考慮したナラティブなシナリオを描写することで起こり得る移⾏リスクの発現パターン

を複数特定しました。加えて、ナラティブなシナリオにおいて具体的に発現する企業への財務影響を、当⾦庫の⾷品セクターの融資先⼀社を例にし

て、定量的に試算しました。

出所:当⾦庫作成

気候変動が⽣物多様性に与えるインパクトの分析

当⾦庫の投融資ポートフォリオにおけるG�G排出量（ファイナンスド‧エミッション）情報を基点とした⾃然関連リスクの分析を⾏いました。気候

変動が⽣物多様性に与える影響について、LCA（ライフサイクルアセスメント）の⼿法を活⽤しフットプリント指標（EINES指標、⽣物の絶滅リスク

の指標）を試算しています。
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農業分野における環境配慮の取組み

世界の温室効果ガス排出量のう�、農業‧林業‧その他⼟地利⽤に由来する排出量は約4分の1を占めると⾔われています。また、台⾵‧洪⽔‧⾼温

などの⾃然災害が年々増加し、農作物への被害は深刻となっています。当⾦庫は農林⽔産業を基盤とする⾦融機関として、これらの課題解決に率先

して貢献してい�ます。

農業由来のカーボンクレジット創出⽀援

当⾦庫と株式会社フェイガー（以下、当社）は、農業分野におけるカーボンクレジットの創出⽀援を通じた脱炭素農業の推進とカーボンクレジット

による収益化の拡⼤に取り組むことを⽬的とした業務提携契約を締結しました。当社は農業由来カーボンクレジットの⽣成を⾏っており、農業者へ

の脱炭素の取組⽀援およびクレジット化を通じた収益化を⾏う⽇本初のスタートアップです。

本件業務提携では、幅広い農業者に対して脱炭素農業の紹介（⽔⽥中⼲しによる/タン削減等）とカーボンクレジット組成による収益化の提案を⾏

うことで、農業における脱炭素を促進します。

農業における環境負荷軽減の取組み

⾼機能バイオ炭を活⽤した農業分野の脱炭素化

農林⽔産省が策定した「みどりの⾷料システム戦略」では、脱炭素化に向けた施策の&と�として、輸⼊原料や化⽯燃料を原料とした化学肥料の使

⽤低減等が謳われています。

当⾦庫は株式会社TOWING（以下、当社）との間で、⾼機能バイオ炭「宙炭（そらたん）」の販路拡⼤にかかる業務提携契約を締結しました。

バイオ炭は従来より⼟壌改良資材として使⽤されており、農地へ施⽤すると炭素が⼟壌中に貯留することで⼤気中のGHG削減にも繋がります。当社

は、国内で発⽣した植物残渣や⾷品加⼯残渣などを炭化したバイオ炭（多孔体）に、独⾃スク4ー"ン�した⼟壌微⽣物を付加し、有機肥料で培養

した⾼機能バイオ炭「宙炭（そらたん）」を開発‧販売しており、炭素貯留によるカーボンクレジット発⾏にかかる代理申請、販売も⼿掛けていま

す。

本業務提携では、当社の⾼機能バイオ炭に関する$�%�と、当⾦庫取引先等のネットワークや知⾒を活かし、宙炭の展開を通じた持続可能な農業

の実現を⽬指します。今後、宙炭の活⽤で組成されたカーボンクレジットを当⾦庫が⾷農関連企業等へ仲介することも検討しています。

カーボンクレジットを活⽤した取組みにより、⽣産者所得増加と⾷農バ41ー�ェーン上の GHG排出量削減に貢献してい�ます。
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インセッティングコンソーシアム

インセッティングとは、企業が投資や⽀援を通じて、企業が事業活動を⾏う商流上で排出される温室効果ガス（以下「GHG」）（Scope3）の

削減とネイチャーポジティブへの移⾏を⽬指す取組みです。直近では2026年1⽉にGHGプロトコルから「Land Sector and Removals

Standard（⼟地セクターおよび炭素除去基準、以下「LSRS」）」が発表されるなど、インセッティングの重要性がますます⾼まっています。

⼀⽅で国内においては、インセッティングの概念は⼗分に浸透しておらず、特に農林⽔産業を調達先とする⾷農関連企業においては、トレ

ーサビリティの不⾜等により、⽣産現場への投資‧⽀援の実装が進みに�い状況に�ります。�うした課題認識の-と、当⾦庫は�の普及

拡⼤を⽬指すステークホルダーの連携枠組みで�る「インセッティングコンソーシアム」を賛同企業の皆さまとと-に202�年8⽉に設⽴

し、コンソーシアムにおいて、ステークホルダー間の連携強化を軸に、⾷農VCにおけるインセッティングの実装促進に取り組んで�まし

た。本コンソーシアムは3つのワーキンググループ（畜産‧⼟壌‧⽶穀）に分かれ、これまで計6回の会合を開催し、⾏政や各業界団体との

連携、⼟壌炭素貯留プロジ
クトの開始、国際的なインセッティングの基礎概念や考え⽅を整理した「インセッティングガイ!3イン

Ver$0$
」を策定を進めてまいりました。今後は、各ワーキンググループにおける具体的なプログ3ムの構築に向けた議論を重ね、試験的な

実装等を通じて、インセッティングの実践的な内容を具�したガイ!3インの発刊を進めます。また、ネイチャーポジティブの評価指標に

関する国際的な議論の進展を踏まえ、ネイチャーワーキンググループ設⽴の検討やステークホルダーとの連携をより⼀層進展さ�ること

で、⽣産者所得の向上と⾷農VCにおけるト3ンジシ2ンの実現を⽬指します。なお、本コンソーシアムは2026年6⽉時点において参加企

業‧団体は32社に拡充しています。

インセッティングコンソーシアムの取組みイ�ー	

トピック
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森林の多⾯的機能の発揮に向けた取組み

わが国は国�⾯積の約3分の2を森林が占める森林⼤国です。森林は多⾯的機能を有しますが、気候変動課題への対応が国内外で進展するなか、今⽇

では⼆酸化炭素吸収機能が注⽬されています。また、森林は⽣物多様性を保全するうえでも重要な役割を担っています。⼀⽅で、⽴⽊価格の低迷や再

造林にかかる���増、担い⼿の確保がで�ないことな#、さま�まな課題を抱えています。

当⾦庫は、森林組合系統と連携し、森林、林業に関わる川上-川中-川下の課題を解決し��、森林の多⾯的機能発揮に向けて貢献してい�ます。

森林の多⾯的機能の発揮

⽊材利⽤を通じた持続可能な社会の実現への貢献

森林の多⾯的機能の発揮に向けて、本格的に伐採期を迎える森林の適正な整備‧有効活⽤は、喫緊の課題となっています。当⾦庫は、国産

材の利⽤促進を通じ、森林資材を活⽤した持続可能な社会の実現を⽬指し、「⼀般社団法⼈ ⽇本ウッドデザイン協会」 に参画していま

※

す。「ウッドデザイン賞」の主催、展⽰会、セミナー等により、「ウッドデザイン」がめ�す、⽔を使って新たな暮らしの価�や社会の�り

⽅を提⽰する活動を⾏っています。

※本協会は、⽊を活⽤した社会課題の解決を⽬指す取組みを「ウッドデザイン」と定義し、森林‧林業の成⻑産業化および地⽅創⽣を推進し、脱炭素化等、持続可能な社会の

実現を図り、広く社会に貢献することを⽬的に、2�21年12⽉に設⽴。

（出典：ウッドデザイン賞HP https://www.wooddesign.jp/）

トピック
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林業の労働安全性向上に対する⾦庫の取組

当⾦庫では林業の労働安全性向上に向けて、安全装備品の購⼊費⽤助成の他に.下記の取組みを実施しています。

「林業安全教育360°VR」

林業従事者の労働安全性向上を⽬的とした教育ツールとして、

2020年度に�林業安全教育360°VR」を制作‧導⼊しました。林業

現場に�いて何が‧どのような状況が危険かVRで疑似体験して.

らうことで、場所を選ばずに、安全教育を直感的にわかりやすく伝

えることができます。森林組合系統はじめ、⾏政や林業⼤学校な

ど、幅広くご活⽤いただいています。

VRイメージ

「⽇本伐⽊チャンピオンシップへの協賛」

⽇本伐⽊チャンピオンシップは林業技術及び安全作業技術の向上ならびに林業の仕事を⼀般に広め、林業の社会的地位向上を図ることを⽬

的としているチ
ーン�ー競技の⽇本⼤会です。当⾦庫は初回⼤会よりメイン�$ンサーとして⽀援しています。

森林由来クレジットの創出から販売までを⼀気通貫でサポートするプ�ット��ー�の構築

JForestグループと共同で、森林‧林業のグ+ーン成⻑化、カーボンニュートラル社会への貢献を⽬的として、森林由来クレジットにかかる

プラットフォームを⽴ち上げています。202�年3⽉の⽴ち上げ以来、本プラットフォームを通じた売買が複数件成⽴しています。引き続き全

国の森林組合による円滑な森林クレジット創出⽀援からプラットフォーム上でのクレジット売買にかかる森林組合と購⼊希望企業の引き合

わせ⽀援を⼀気通貫で⾏ってまいります。

サイトイメージ

FC BASE-C（Forest Cre��t B�se Cre�te）

森林由来クレジット創出の仕組み（2023年3⽉運⽤開始）

FC BASE-�（Forest Cre��t B�se ��r�et）

森林由来クレジット販売サ$ートサイト（202�年3⽉運⽤開始）
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ブルーエコノミーに着⽬した取組み

当⾦庫は、⽔産業を基盤の⼀つとする⾦融機関として、海洋や河川の保全と持続可能な利⽤を促進する「ブルーエコノミー」を推進しています。

ブルーカーボンの促進

沿岸部の藻場、⼲潟、�してマングローブ等によるCO の吸収や固定を表す「ブルーカーボン」は2009年にUNEPの報告書に位置付けられ、気候変動

対策にと�て重要であるだけではなく、⽣態系の保全や⽔産資源の回復による持続可能な⽔産業への貢献とい�た観点で、ブルーエコノミーに�け

る取組領域の中でも世界的にも注⽬されています。

本邦では、古くから漁業者が⾃らの経営を持続的なものにする知恵として、漁業の傍ら、藻場の造成、維持に取り組んできましたが、近年では少⼦

化⾼齢化に伴う漁業者の減少と、気候変動の激化による⾼⽔温や⿂類‧ウニの⾷害拡⼤等により、豊かな藻場ひいては⾥海が急速に失われつつあり

ます。

当⾦庫ではこうした現状に対して、会員であるJF系統や地域、企業とも連携のうえ、藻場の造成‧回復等を軸とするブルーカーボンのプロジェクト

を構築、⽀援しています。な�、ネイチャーポジティブに向けては、多様な⼈間活動と⾃然環境を総合的に扱い、課題解決の⼿法を導き出すランド

スケープ/シースケープアプローチ（地理的‧⽣態系的な視点を取り⼊れた統合的アプローチ）の重要性が国内外で指摘されるなかで、地域の海、沿

岸のあるべき姿を対話と合意形成を通じて実装していくブルーカーボンのプロジェクトは、シースケープアプローチの実践例の⼀つと⾔えます。当

⾦庫では、ネイチャーポジティブの議論に�けるブルーカーボンの重要性を鑑みながら、地域内外のステーク)ル�ーの連携枠組み構築、炭素吸収

の効果を定量化、経済価値化するカーボンクレジット創出、⽣態系保全への貢献を明確化、訴求するための⾃然共⽣サイト認定とい�た多様な切り

⼝で、プロジェクトの発展に貢献しています。

持続可能な海洋と⽔産業

2

⼭川町漁業協同組合に�るブルーカーボンプロジェクト ⼭川の海の
りかご

⿅児島県指宿市⼭川町では、地域の漁業者、協同組合、アカデミア、企業、⾏政が連携し、藻場の再⽣と海洋⽣態系の保全を軸としたブル

ーカーボンプロジェクト（⼭川の海の,りか�）が進められています。漁業を基幹とする地域が⼈の営みである漁業と海洋保全を両⽴する

姿を描き、地域内外の多様なステーク)ル�ーを巻き込んで具体化するこの取組みは、ランドスケープ/シースケープアプローチのモデルケ

ースとして位置付けられます。当⾦庫は、⾃然共⽣サイトの認定⽀援やカーボンクレジットの創出‧販売仲介をはじめ、様々な形の⽀援を

⾏いながら、本プロジェクトに参画しています。

⼭川の海の,りか�の連携‧取組イメージと当⾦庫の⽀援

コラム

アジア開発銀⾏が発⾏するウォーター‧ボンドへの投資

当⾦庫は、アジア開発銀⾏が発⾏するウ�ーター‧ボンド（以下「本債券」）へ総額200百万豪ドルの投資を実施を実施しました。

本債券はアジア‧太平洋地域に�ける⽔の供給、衛⽣、⽔資源管理、⽔害対策をテーマとして、�れらの諸問題解決に向けたプロジェクトに本債券

の資⾦が利⽤されます。

スタートアップ等との連携

ブルーエコノミーをはじめ、気候や⾃然にかかる課題解決に向けては、イノベーシ1ンの活⽤が不可⽋であり、当⾦庫は実証プロジェクトの構築や

参画、コーポレートベンチャーキャピタル（C�C）を通じた出資を織り交ぜながら、イノベーシ1ンの担い⼿として重要なベンチャー、スタートア

ップ企業とも積極的に連携して�り、今後もイノベーシ1ンの加速に貢献していきます。

ランドスケープアプローチの要件と⼭川の海の,りか�
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経営戦略とのつながり

当⾦庫では、パーパスの実現に向けて事業運営を進める経営の羅針盤として2024年3⽉に中期ビジョン（Nochu Vision2030）を公表し、「2030年の

ありたい姿」のひとつとして、「地球環境‧社会‧経済へのインパクト創出：協同組織と⾦融の⼒で、持続可能な環境‧社会‧経済の実現に向けて、

ポジティブ‧インパクトを創出し続けていたい」を定めています。当⾦庫では、「気候変動」「⽣物多様性」「循環経済」の3つを重点的に取り組む分

野として掲げており、「循環経済」では会員や投融資先との連携を通じてサーキュラーエコノミー、循環型農林⽔産業への移⾏に貢献することを⽬指

しています。

サーキュラーエコノミーに関する機会の認識と戦略

当⾦庫は、循環経済への移⾏は、ファイナンス関連のビジネス機会であると捉え、循環経済に貢献する、または、�れらへの取組状況を投融資戦略

や判断に組み込んだサステナブル‧ファイナンスを通じて、付加価値を提供しています。

また、循環経済の実現に向け、イ��アティブに参画し、産官学の連携の中で意⾒発信やルールメイキングを⾏っています。

サーキュラーエコノミー

地域に�ける循環経済への移⾏向けた取組み

当⾦庫は、各⽀部店において、様々なステークホルダーと連携しながら循環経済への移⾏に向けた取組みを進めています。下記に紹介する事例につ

いては、今後も継続して進めてい�とともに、他地域への横展開も検討していきます。

地域資源の有効活⽤を通じたサーキュラーエコノミーへの貢献

⼩川⾹料株式会社（以下、当社）における岡⼭県産農産物の知名度向上

や地域活性化の取組みに貢献するため、当⾦庫は、当社および全国農業

協同組合連合会岡⼭県本部と事業連携協定を締結しました。

本取組みは、JAグループのネットワークを活⽤して農林⽔産物の未活

⽤資源（廃棄される果物の⽪等）を持つ⽣産者と当社をマッ�ングし、

当社が未活⽤資源を使⽤して⾹料原料を開発するものです。具体的に

は、岡⼭県の名産品である桃の⽣産過程において摘み取られていた桃花

を活⽤した「岡⼭県産桃花」の⾹料開発や、加⼯品製造過程で廃棄され

ていた⽩桃の⽪やマスカット‧オブ‧アレキサンドリアの残渣を活⽤し

た「岡⼭県産⽩桃」、「マスカット‧オブ‧アレキサンドリア」の⾹料開

発が実現しました。名産品を⾹料の原料として使⽤することで、�の知

名度やブランド向上も期待されます。

従来は廃棄されていた未活⽤資源を活⽤することで、農林⽔産業者の所

得増⼤、環境負荷の軽減を図るとともに、⾹料を通じた農林⽔産物の付

加価値向上を⽬指して地域⼀体となって取組みを進めています。

〜JA全農お
やまよりご提供〜

当⾦庫が参画するイニシアティブ

サーキュラー�ー
�ーズ

2023年3⽉に策定した「成⻑志向型の資源⾃律経済戦略」に基づき、サーキュラーエコノミーの実現を⽬指し、産官学の連携を促進するためのパートナー�

ップ。

PRB 循環経済‧⽣物多様性ネクサスワーキンググループ

国連環境計画‧⾦融イ��アティブ（UNEP FI）が策定した責任銀⾏原則（PRB）の署名銀⾏によって構成される、循環経済（サーキュラーエコノミー）に関

するワーキンググループ。
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規格外野菜有効活⽤による持続可能な地域農業⽀援

地域農業⽀援および資源循環社会の実現に向けて、当⾦庫は、JA島原雲仙と⻑崎バイオパーク（動物園）をマッチングし、 JAの選果場や農業の現場

等で発⽣する規格外野菜を動物の餌として有効活⽤する取組みを2023年度より開始しています。ま�、202�年より九州全域を�バーする九州⻄濃運

輸株式会社と連携し、⻑崎バイオパークのニーズを確認の
�JA島原雲仙の選果場で規格外野菜を集荷し�後、⻑崎バイオパークに運�する仕組み

を構築しまし�。

本取組みの構築により、202�年2⽉〜202	年3⽉に
けて、10,380kgの規格外野菜を有効活⽤で�ています。�の規格外野菜有効活⽤量は当初取組み

時よりも10倍程度まで増加しています。ま�関係者と連携し"�ら、⻑崎県内外の動物園にも取組みを拡げています。
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ファイナンスを通じた社会課題の解決

豪州の障がい者仕様住宅の普及を⽀援するための投資

当⾦庫は、豪州ノンバンクColumbus Capital Pty Ltd（以下、Colcap）が組成する豪州ソーシャル住宅ローン債権プールに対するファイナンス提供

の契約を2025年７⽉に締結しました（アレンジャーはNatixis CIB）。

本件は、裏付資産の⼀部に豪州の障がい者向けの特別仕様住宅向けローンを含む世界初のファイナンス案件であり、当⾦庫は957.6百万豪ドルを投資

します（うち313.5 百万豪ドルが障がい者向けの特別仕様住宅向け住宅ローン）。

本案件への投資を通じて、Colcapが今後注⼒しようとしている豪州の障がい者特別仕様住宅向けローン実⾏を資⾦⾯からサポートし、その取組みを

フ
ローすることで、当該住宅の普及促進に貢献し、障がいのある⽅々の⽣活の向上を⽬指します。

⽶州開発銀⾏が発⾏する	ス���ル‧ディベロップメント‧ボンドへの投資

当⾦庫は、⽶州開発銀⾏（正式名称：Inter-American Development Bank、以下「IDB」）が発⾏するサステナブル‧ディベロップメント‧ボンド

（以下「本債券」）へ総額100 百万⽶ドルの投資を実施しました。

本債券は農業を重要テーマとしており、中南⽶‧カリブ諸国における農業に関する諸問題解決に向けたプロジ�クトに本債券の資⾦が利⽤されま

す。当該地域では、農業がGDPに占める割合は⼤きく、農業が重要な基幹産業である⼀⽅、農業従事者の貧困、農作物の安全性、価格競争⼒の低さ

等、多様な課題を抱えています。本債券への投資は当該地域が抱える農業の諸問題解決に資する取組みであり、当⾦庫においても、本債券への投資を

通じてIDBの取組みを投資家の⽴場から⽀援していきます。

⾦融包摂の実現に向けた取組み

多様なチャネルを通じた全国津々浦々�の⾦融アクセス向上

当⾦庫では、責任ある⾦融を推進するため、誰も取り残さない⾦融の実現を⽬指しています。JAの店舗では総合事業の強みを活かしてさま�まなサ

ービスを提供しており、過疎化が進む中⼭間地域等においても組合員‧利⽤者に⾦融サービスを提供できるよう多様なチャネルを展開しています。

よりそいプラザの開設

⾦融窓⼝のある店舗が近隣にない場合でもJAバンクのサービスを便利に利⽤することができる「よりそいプラ�」の導⼊を進めています。「よりそい

プラ�」では⾦融窓⼝がない店舗等において遠隔相談ブースやATM等により⾦融サービスを提供します。また、地域の交流拠点としての機能も期待

されています。

誰も取り残さない社会の実現

企業型DCを通じた�誰もが投資を始められる社会」の実現

当⾦庫グループの⼀員である農林中⾦バリ3ーインベストメン�株式会社（N�IC）は、企業型確定拠出年⾦（企業型DC）の運営管理機関として、オ

ーナー�クラス株式会社を設⽴しました。オーナー�クラスは、「“働くすべての⼈”に企業型DCを届ける」ことを使命に掲げ、企業型DCの導⼊⽀援

に加え、従業員⼀⼈ひとりが主体的に将来を考え、資産形成に取り組めるよう、職域における投資教育にも注⼒しています。

「“豊かに学び、幸せに⽣きる⼈⽣”を増やす」という理念のもと、中⼩企業を含むより多くの職場へ企業型DCを広げることで、“誰もが投資を始めら

れる社会”の実現を⽬指しています。

農林⽔産業をはじめ、⽇本経済を⽀える中⼩企業で働く⼈々にも、企業規模に関わらず公平な資産形成の機会を届けることは、将来への不安を軽減

するだけでなく、⼀⼈ひとりが⾃分らしく働き、暮らし続けるための社会基盤を築くことに�ながります。すべての働く⼈が将来に希望を持ち、⾃

らの⼈⽣を主体的に設�できる社会の実現を⽬指しています。当⾦庫も取引先の紹介な$を通じて、この取組みを⽀援しています。

N�ICホームページ：https://www.nvic.co.jp

オーナー�クラスホームページ：https://own��sc
�ss.co.jp

LGBTQに配慮した住宅ローンの取扱い

ダイバーシティ実現の⼀環としてLGBTQ等への社会的関⼼が⾼ま�ています。また、各⾃治体でLGBTQ等の性的少数者のカップルをパートナーとし

て公認する「パートナーシップ制度」を導⼊する動きが加速しています。

こうした動きを踏まえ、JAバンクでは、誰もが利⽤しやすい⾦融サービスを拡充する観点から、LGBTQに対応した住宅ローンの取り扱いを⼀部県域

で開始しました。

本件は、⾃治体の「パートナーシップ制度」により認定されたパートナーに�いて、住宅ローンの収⼊合算を認める商品です。

今後、取扱い県域の拡⼤を進めていくこととしています。

移動店舗⾞の導⼊

JAバンクでは、⾦融窓⼝を搭載した移動店舗⾞の導⼊を全国のJAで進めています（2026年3⽉末時点で、全国に126台）。

移動店舗⾞では、普通貯⾦の⼊出⾦や通帳の記帳な$が可能です。また、振り込み、税⾦‧公共料⾦の収納の-か、公的年⾦の受給や共済な$の相

談業務を⾏う場合もあり、⾦融機関の窓⼝やATMが近くにない地域では、最も⾝近な⾦融機関として認知が⾼ま�ています。

全国に配備された移動店舗⾞は、普段は農村‧過疎地域のライフラインとして、有事には被災地への⾦融サービス提供⼿段として活⽤されます。

移動店舗⾞
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お客さま本位の業務運営

お客さま本位の業務運営の実現に向けた取組みについて

農林中央⾦庫およびグループ各社（注）は、2017年3⽉30⽇に⾦融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」（以下「本原則」）を採

択し、「お客さま本位の業務運営に関する基本⽅針」を策定‧公表しております。

また、お客さま本位の業務運営の実現に向けた具体的な取組みについては、以下をご覧ください。

（注）農中信託銀⾏株式会社、農林中⾦全共連アセットマネジメント株式会社、農林中⾦バリューインベストメンツ株式会社は、各社において本原

則を採択することを決定し、お客さま本位の業務運営の実現に向けた取組⽅針な�を公表しております。

以 上

お客さま本位の業務運営に関する基本⽅針

2025年度の取組状況

⾦融庁 「顧客本位の業務運営に関する原則」

「プロダクトガバナンスに関する補充原則」�の

対応関係表

農福連携の取組み

当⾦庫グループが障害者雇⽤促進法上の特例⼦会社として設⽴した農林

中⾦ビジネスアシスト（株）では、2024年11⽉から農福連携の取組み

を開始しています。埼⽟県⽻⽣市で花卉⽣産農場を経営する農事組合法

⼈から業務委託を受け、同社の障がいを有する社員が花�⽣産作業に従

事しています。障がいが�って2花�の育成‧出荷作業に丁寧に取り組

むことで、貴重な働き⼿となっています。

当⾦庫は、農業を通じた障がい者の社会参加や⾃⽴⽀援を促進すること

に4り、多様な⼈材が活躍できる�ン�ルーシ(な職場環境づくりを推

進しています。

⽇本農福連携協会との連携

⼀般社団法⼈⽇本農福連携協会（以下、当協会）は、農福連携に関係する⽣産者、福祉事業所、企業、団体、⾏政、消費者な$、さまざま

な団体‧⼈々が参画でき連携するプ4�ト'
ー0としての役割を担っています。農福連携を通じて、地域を元気にし、障がい者な$、さ

まざまな⽣きづらさを抱えた⽅々が幸せに暮らせる社会の構築を⽬指す当協会の理念に共感し、年間スポンサー契約を締結しています。

トピック
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⼈権尊重に関する理念‧⽅針

当⾦庫では「倫理憲章」において「社会の⼀員として、地域社会等と連携し、すべての⼈々の⼈権を尊重しつつ環境問題等の社会的課題への対応に

努め、持続可能な社会の実現に貢献すること」を定めています。

また、⼈権尊重にかかる基本姿勢を明確化し、役職員の意識醸成‧認識統⼀を図り、そのうえで、ビジネスや役職員の⾏動において具体的な取組み

を推進するための⽅針として、「⼈権⽅針」を理事会で協議のうえ制定しています。

当⾦庫では、「⾏動規範」のなかで「⼈権の尊重と安⼼して働ける職場づくり」について明⽰しています。職場の内外において、⼈種、信条、性別、

年齢、国籍、⺠族、宗教、社会的⾝分または⾝体的特徴等を理由に差別的な⾔動を⾏うことは許されない⾏為で	り、いかなる場合で	っても決し

て⾏わないことを、すべての役職員に徹底しています。

また、国際的な⼈権課題に対応していくため、「世界⼈権宣⾔」「社会権規約」「⾃由権規約」「労働における基本的原則及び権利に関する国際労働機

関（ILO）宣⾔」「国連グローバル‧コンパクト」な'の国際基準を⽀持し、尊重します。さらに事業活動を⾏う各国の国内法を遵守するとともに、

業務上の⼈権に関わる取組みを抽出し、規定や運⽤ルールの整備に取り組んでいます。近年は、当⾦庫のみならずサプライチェーン全体での⼈権配

慮が求められています。当⾦庫でも、「ビジネスと⼈権に関する指導原則」を参考にしつつ、英国現代奴隷法な'の遵守をはじめ、さま�まな⾓度か

らこの課題への対応を図っています。

⼈権尊重にかかる推進態勢

当⾦庫の業務運営は、ステークホルダーに⽀えられています。役職員は、常に相⼿の⽴場や⼈格を尊重した⼈権感覚を⾝に付けることが重要で	

り、⼀⼈ひとりがステークホルダーの⽴場を常に尊重し、⼼から⼤切にする気持ちを持って接するとともに、優れた識⾒やプロとしての⾼度な業務

知識を持ち、魅⼒的な社会⼈として⾏動できるよう努⼒していくことが、基本的使命を果たすことにつながっています。

⼈間尊重の考え⽅に基づく透明性の⾼い組織⾵⼟の構築に向けて、コンプライアンス委員会での協議を経て決定した計画に基づき、⼈権に関する教

育‧啓発を継続的に実施しています。

また、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、妊娠‧出産ハラスメント、育児‧介護休業ハラスメント、カスタマーハラスメントな'職

場におけるハラスメント防⽌については、階層別研修やeラーニングによる研修実施の1か、各部店の⼈権責任者、⼈権担当者による指導‧相談、法

務‧コンプライアンス部の⾦庫内ハラスメント相談窓⼝、外部相談窓⼝の設置な'、さま�まな取組みを⾏っています。

「障害者の雇⽤の促進等に関する法律」および「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」を踏まえ、各部店および法務‧コンプライアン

ス部に「障がい者相談窓⼝」を設置し、障がいを持つ職員の実情に寄り添って対応する取組みを⾏っています。

環境‧⼈権‧コンプライアンス研修会の開催

当⾦庫では、毎年、環境‧⼈権‧コンプライアンス研修会を開催し、全役職員に1回以上の受講を義務付けています。

研修会では、多様な分野の講師を招き、幅広いテーマを取上げて環境保全や⼈権尊重の考え⽅の啓発‧浸透を図っています。 2025年度は24テーマ全

ての研修を動画配信し、職員がいつでも‧何度でも環境‧⼈権‧コンプライアンス研修会を受講できるよう機会を創出しました。

⼈権尊重

⼈権影響評価（⼈権デューデリジェンス）

⼈権に関する課題と影響の特定‧評価

2011年の国連ビジネスと⼈権に関する指導原則（UNGP）では、「企業

は、デューデリジェンスを⾏い、関連する⼈たちの⼈権侵害を回避し、

企業がもたらす⼈権⾯への悪影響に対処する必要が	る」として、⼈権

尊重のための企業の責任を明確にしています。

当⾦庫では、⼈権⽅針において、「事業活動が与え得る⼈権への負の影

響を防⽌または軽減するために、デューデリジェンスを⾏うよう努め

る」ことを明記のうえ、組織全体および事業活動における⼈権影響評価

を実施しています。

当⾦庫では3年に1度、⼈権影響評価を実施することとしており、2025

年度はグループ会社を含む事業活動およびバリューチェーンを対象範囲

として、外部専⾨家で	る⽶国NPO団体のBSR（B,siness !o) So�i�l

Responsibility）の協⼒のもと、職員インタビュー等の実施を通じて⼈

権課題を特定しました。

特定した⼈権課題については、⼈権の権利保持者にとっての深刻度の⼤

⼩から評価した課題の重要度、事業との関連性を踏まえてリスクマップ

化し、過去調査時からの変化やBSRの意⾒も踏まえ、当⾦庫グループと

して取組む意義や必要性の⾼い⼈権課題を優先課題としています。

2025年度は、「マネーロンダリングを通じた⼈権影響」「現代奴隷（強

制⼜は児童労働）」「プライバシーと情報セ�ュリティ」「ダイバーシテ

ィとインクルージ5ン」「職場でのハラスメント」「労働条件（賃⾦、福

利厚⽣、団体交渉権）」「その他の⼈権課題 」を優先課題として特定し

ました。

※投融資先の事業に関するもの

⼈権影響評価の実施イメージ

⼈権リスクマップ

※
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⼈権への負の影響の防⽌‧軽減に向けた対応

重要な⼈権課題にかかる負の影響の防⽌‧軽減に向けては、既存の取組み‧施策の実効性を確認するとともに、プライオリティーに応じて追加的な

施策を順次展開しています。

2025年度の⼈権影響評価で特定した以下の⼈権課題については、それぞれ具体的な取組みを⾏っていく予定です。

今後もステークホルダーとの対話を重ねながら、⼈権リスクの軽減に向けた取組みを推進しています。

⼈権課題 取組課題

マネーロンダリングを通じた⼈権影響

●⾦融庁と連携したAML‧CFT強化対策の強化

●リスク,ースでのグループ会社実態把握、⽀援等

●システムの実効性検証、報告のシステム化推進

現代奴隷（強制または児童労働）

【環境‧社会リスク管理（ESRM）】

●⾼リスク業種での確認項⽬明確化

●情報漏れ防⽌の検索精度向上

●顧客のサプライチェーン上流への対応（⽅針‧管理）

●グループ企業へのセクター⽅針適⽤推進、デューディリジェンス⾼度化⽀援

【農業分野の取組み】

●畜産業等への啓発対象先拡充

●関係機関との対話‧連携、現場に資する啓発推進

投融資先の事業に関するその他の⼈権課題

●フロント担当者の⼈権リスク感度向上のための啓発

●⼈権侵害全般に対応する⽅針の検討

●インシデント定義⾒直し継続（捕捉テーマの確認）

プライバシーと情報セ�ュリティ

●情報管理強化とサイバー対策推進

●重要性の⾼いグループ企業の情報統制強化

●系統組織への情報管理⽀援の検討

ダイバーシティとインクルージ5ン

●ジェンダー課題への継続的‧⾰新的な取組み

●関係者との対話、多様な価�観の継続的受容

●アンケート等通じた課題検知‧評価‧内外への発信

職場でのハラスメント

●施策の継続と有効性評価による継続的改善

●グループ企業との規定‧窓⼝共有等による効率化

●系統組織への啓発‧⽀援等の継続

労働条件（賃⾦、福利厚⽣、団体交渉権）

●新⼈事制度の多⾯的な有効性評価

●男⼥賃⾦格差の継続的な検証

●⾮正規（派遣）職員との対話と実効性強化

●AI採⽤の⼈権リスク評価と管理

⼈権侵害の救済

内部通報制度

当⾦庫では、コンプライアンス上の問題がある場合には、役職員な'が電話や電⼦メールな'を通じて通報できる「コンプライアンス‧ホットライ

ン」を設置しています。「コンプライアンス‧ホットライン」は、法務‧コンプライアンス部および外部弁護⼠に通報ができる複数の窓⼝を整備して

おり、役職員が実名あるいは匿名での通報を選択できる仕組みです。通報があった際には、通報者に寄り添って必要な改善‧是正対応を⾏うほか、

通報した役職員な'に対する不利益取扱いの禁⽌、通報に関する秘密保持な'、通報者保護を最優先とした運営を⾏い、役職員な'からの信頼性向

上に向けて取り組んでいます。

また、ハラスメント上の問題がある場合には、職員な'が電話や電⼦メールな'を通じて相談できる「ハラスメント相談窓⼝」を法務‧コンプライ

アンス部および専⾨の外部組織に設置しています。

苦情‧ご相談への対応

当⾦庫は、お客さまからの�相談‧苦情な'を真摯に受け⽌め、迅速かつ組織的に対応するとともに、前向きに業務へ反映さ�ることにより、お客

さまの利便性向上に取り組んでいます。

英国現代奴隷法への対応

2015年に制定された英国現代奴隷法（Modern Slavery Act 2015）では、業種を問わず、⼀定売上規模の企業に対し、⾃社を含むサプライチェーンで

実施した奴隷‧強制労働および⼈⾝売買防⽌への取組みに関する情報開⽰が法的に義務化されました。

当⾦庫は、英国現代奴隷法で求められている要件に基づくステートメントを201	年よりホーム-ージ英語サイトに掲載しています。なお、202�年度

からはグループ会社（Norinchukin Australia Party Ltd）と⼀体となって、201
年に制定された豪州現代奴隷法にも配慮した記載としています。

ステートメントの主旨は、奴隷‧強制労働および⼈⾝売買といった⾏為は当⾦庫の使命とポリシーに反すること、および、そのような⾏為が⾏われ

ないための取組みに関する姿勢を表明するものです。

調達に関する考え⽅

当⾦庫の⼈権⽅針では、「世界⼈権宣⾔」、「社会権規約」、「⾃由権規約」、「労働における基本的原則及び権利に関する国際労働機関（ILO）宣⾔」、国

連「ビジネスと⼈権に関する指導原則」、「グローバル‧コン(クト」、「OECD多国籍企業ガイドライン」等の国際的な基準を⽀持し、尊重することを

定めています。

当⾦庫は、サプライ3ー（物品その他の動産、不動産、無体財産、役務、サービス等を問わず、何らかの価�または効⽤を享受するため対価を⽀払

う先を指し、外部委託先を含みます）に対しても⼈権を尊重し、侵害しないことを要�します。ここで⾔う⼈権とは、児童労働、強制労働、⼈⾝売

買の防⽌のほか、各国法令等に基づく労働安全、労働基準、団結権‧団体交渉権、あらゆる形態の差別の禁⽌な'、上記の国際基準‧規範で謳われ

る全ての権利を指します。

当⾦庫は、サプライチェーン全体における⼈権リスク影響評価を踏まえ、プライオリティーに応じてサプライ3ーにおける⼈権尊重の状況を確認

し、問題を把握した場合には必要な是正措置等を講じます。

また、当⾦庫では環境⽅針に基づき、事業運営における環境負荷低減に取り組むことを定めています。環境関連法令による規制の遵守のみならず、

地球温暖化対策や循環型社会の構築へ向け、省エネルギーおよび省資源の取組みを進めることとしており、当⾦庫が⼊居する拠点において再⽣可能

エネルギー等の調達を進めています。

当⾦庫では、サプライ3ー（物品等購⼊先）の⼈権尊重の状況を確認し、⼈権に対して負の影響を与えていると判断された場合に適切な措置を講じ

るための態勢を整備しています。また、外部委託先については当⾦庫の⼈権⽅針を提⽰のうえ理解を求めているほか、⼈権尊重や情報管理等の観点

で問題がないか定期的に確認を⾏う仕組みを構築しています。

苦情、ご相談など

Modern Slavery Transparency Statement
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挑戦する⼀⼈ひとりの⼒が、未来を動かす原動⼒になる

変化の激しい時代において、農林⽔産業や地域の持続的な発展を⽀えるために、私た�に最も求め

られているのは�⼈」の⼒です。⼀⼈ひとりが⾃ら考え、学び、挑戦する姿勢が、私た�の使命を果

たすための原動⼒になります。

当⾦庫では、ジョブグループ制度をはじめとする各種⼈事制度を通じて、職員が⾃律的にキャリア

を切り拓き、⾼度な専⾨性を磨くことを後押ししています。これに+り、組織の内外でプロフェッシ

ョナルとして活躍できる⼈材を育成するとともに、事業戦略の実践に必要となる⼈材群を形成してい

ます。

また、フレックスタイム制度をはじめとした効率的な働き⽅や、互いに⽀え合う⾵⼟とい�た�働

きやす�」も、⼒を発揮するための⼤切な基盤です。

私⾃⾝、育児をしながら働いてきたなかで、職場環境が働く⼈の意欲を⾼めることを実感してきま

したし、�れらが積み重なることで社会に+り⼤きなインパクトをもたらすことに�ながると信じて

います。

私た�はこれからも、オープンで⾵通しの+い企業⽂化のもと、誰もが⾃由に挑戦し続けられる環

境づくりを、更に積極的に推進してまいります。

執⾏役員（⼈事部⻑）

最⾼⼈事責任者（CHRO）

⼩笠原 亜紀

⼈的資本

農林中央⾦庫の⼈的資本経営

当⾦庫のダイバーシティ‧エクイティ＆インクルージョンの取組みは以下リンク先をご覧く��い。

⼈材ポートフォリオ戦略 ⼈的資本を⽀える基盤

ダイバーシティ‧エクイティ＆インクルージョン
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⾃律性‧専⾨性をコンセプトとした⼈事制度

ジョブグループ制度

⼈材マネジメントポリシーのもと、「⾃律性」と「専⾨性」のコンセプトに基づく⼈事制度を構築しており、その⼀環としてジョブグループ制度を

導⼊して�ます。

ジョブグループ制度は、リーダー層になるタイミングで職員の希望と職務履歴を踏まえてジョブグループを登録し、以降は原則として当該ジョブ

グループに関連する業務を担うことで、中⻑期的に専⾨性を醸成して�く仕組みです。

ジョブグループを踏まえた異動ローテーションに加え、ジョブグループを細部化した「グループジョブ ィスクリプション」を策定し、機能別‧

職階別に必要な専⾨性を定義して�るほか、専⾨性の評価‧育成の単位で�る「ジョブコン(テンシー」を導⼊し、上司との定期的な1on1‧評価‧

フィードバックを適切に実施することで、職員の専⾨性醸成を後押しして�ます。

ジョブグループ

CC：コーポラティブ‧セントラルバンキング∕GI＆B：グローバル‧インベストメント＆バンキング∕B�：ビジネスエキスパート

ジョブグループとグループジョブディスクリプション

⼈材ポートフォリオ

CC：系統中央⾦融機関として、リテールビジネスを担う∕GI�B：主に投資ビジネスを担う∕国内⽀店：地域に根差して⾷農 ビジネスやリテールビジネスを担う∕B�：企画‧フロン

ト業務を�ポートし、業務の発展‧応⽤‧効率化を担う

※

ジョブグループ�⼟台とするキャリア形成

職員に/る⾃律的なキャリア形成や専⾨性醸成を後押しするため、ジョブグループごとに「⽬指した�⼈材像」や「キャリアジャー#ー」な!を

策定し、⼈材構成や活躍領域、キャリアパス等の具体例を⽰すとともに、そのために必要な⼈材育成施策を展開して�ます。

⽬指したい⼈材像（GI＆Bグループの例）

キャリアジャーニー（GI＆Bグループの例）

各ジョブグループ独⾃の育成施策（GI＆Bグループの例）
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ジョブグループに基づく⼈材群形成（⼈材ポートフォリオ戦略）

当⾦庫の⼈材ポートフォリオ戦略は、事業戦略の実現に向けて必要な⼈材群をジョブグループ制度の-とで形成していく枠組みとしています。具

体的には、事業戦略の実現に必要な専⾨性をジョブ�9(�9�ーで定義した	えで、職員の持つ専⾨性を�9(�9�ー評価を通じて可視化し、

把握したギャップを埋めるための育成施策を展開しながら⼈材群の形成に繋げる運⽤としています。

⼈材群形成に向けたイメージ

⽮印が多いほど⼈材ギャップが⼤きい※

組織横断的な⼈材群形成

ジョブグループ制度を基盤とした⼈材群の形成に加え、「DX⼈材」をはじめ、組織横断的な重点⼈材の育成‧確保に-注⼒し、計画的な⼈材投資

を進めています。

組織横断⼈材の育成施策と⽬標⼈数
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キャリア⾃律⽀援制度

職員の⾃律的なキャリア形成に向けて、コース（職種）を問わず、スキルアップ‧リスキリング⽀援やキャリア⾃律⽀援を⾏っています。

⾃律的なキャリア形成や専⾨性醸成を⽀援するため、特定の職務‧ポストでの業務経験機会を提供する「職務‧ポスト公募制度」を実施している

ほか、「社内インターン制度」に/り⾃⾝の経験のない業務領域を体感し理解を深める機会を提供しています。

また、業務領域を広げるため、コース（職種）転換を希望する職員に向けた「コース転換制度」を設けているほか、転換希望コースの業務を経験

するための「コース�ャ7ンジプ8グ40」-展開しています。

職務‧ポスト公募制度 社内インターン制度

⼈材育成

⼈材育成の全体像

事業戦略の実現に向けて、「ジョブグループ単位での専⾨性醸成」�/び「組織横断的な⼈材群形成」、「全社的な⼈的資本向上」を柱とした育成施

策を展開しています。⼈材育成への投資‧多様な学びの機会を提供することで⼀⼈ひとりが⾃律性と専⾨性を持って組織の戦略遂⾏‧実現に向け貢

献してい�姿を⽬指します。

⼈材育成計画の構成
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全社的な⼈的資本向上

専⾨性醸成の⼟台として各職階等に求められる期待役割の発揮、職員のスキルアップを⽬的に各種育成施策を展開しています。

職階別、⼊庫時の研修等

リーダー層‧マネジメント層に対しては、部下育成‧組織運営に必要なリーダーシップやマネジメントスキル、アソシエイト層に対しては、将来

的なリーダー層登⽤‧専⾨性醸成に向けたマイン"‧スキルを⾝につけるための研修体系を整備しています。また、各職階を主な対象層とした⼿上

げ制のスキルアップ研修やキャリア⾃律研修を展開しています。

新卒の新⼊職員やキャリア採⽤者に対して-、当⾦庫の職員として共通して求められるマイン"を⾝につけ、円滑な業務のキャッ�アップができ

るよう⼊庫時に必要な研修を実施しています。

職階別の主な研修

⼊庫時の主な研修

スキルアップ‧リスキリングに向けた主な研修

当⾦庫の職員が、ジョブグループによらず共通して求められる職務遂⾏能⼒（共通コンピテンシー）を⾼め、⾃律的にスキルアップ‧リスキリン

グを⾏うことで成⻑し続けるための研修‧施策を整備しています。

多様な経験‧思考の獲得

多様な思考を持った専⾨性ある⼈材群の形成に向けて、当⾦庫内では

得られない発想、価値観、働き⽅等に触れる機会として、越境研修（所

属組織の枠を超え、異業種での業務経験や異業種社員と交流を図りなが

らと-に学び、共創する経験）を展開しています。2025年度は2�名の

職員が参加しました。

越境研修のイメージ

（異業種分野での業務経験）

経営⼈材の育成

当⾦庫の経営を担いうる⼈材を継続的に確保するため、サクセッション対象ポストを設定し、各ポストに求められる⼈材要件や必要な経験な!を

整理のうえ、組織内外での幅広い領域における業務経験や部店マネジメント経験等を基盤とした、計画的な⼈材育成および配置の仕組みを整備して

います。2025年度は、国内外のビジネススクールが主催する/"ル‧トップマネジメント向けのプログラムへの派遣を通じた⼈材育成を実施しまし

た。

⼈材採⽤

採⽤⽅針

⼈材ポート)
リ�戦略の実現に向けて、専⾨性‧多様性のある⼈材を確保するために、新卒採⽤‧キャリア採⽤（中途採⽤）を⾏っています。

新卒採⽤では当⾦庫の理念（パーパス）に共感し「⾃律性」と「専⾨性」を持って中⻑期的な活躍が期待される⼈材、またキャリア採⽤では事業戦

略の達成に必要な専⾨性を持つ即戦⼒⼈材の確保を進めています。

⼈材採⽤の考え⽅
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⼈材確保に向けた取組み

専⾨性‧多様性のある⼈材群の形成に向けて、キャリア採⽤（中途採⽤）の強化‧⽬標採⽤者数の引上げ、総合職新卒採⽤に�ける⼥性採⽤⽐率

40%以上を⽬標として設定しています。

新卒採⽤にあたって%、特定の専⾨性醸成を志向する⼈材向けに初期配属部署を特定したコース別採⽤を導⼊しているほか、インターンシップ‧

オープンカンパニーの開催や専属リクルーター制度の導⼊を通じた、業務理解の醸成に/る採⽤のミスマッチ抑制を図っています。

また、キャリア採⽤の強化にあたって%、職員の紹介に基づき選考を⾏うリ)�4ル採⽤を導⼊しているほか、業務領域別の採⽤拡⼤に向けて、

各募集ポジションに�いて求める専⾨性の具体化‧可視化を進めています。

採⽤実績の推移

⼈材確保に向けた取組み
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エンゲージメント向上

職員エンゲージメント調査

当⾦庫では、毎年1回以上、職員を対象としたエンゲージメント調査

（組織能⼒調査）を実施しています。調査結果は理事会等に報告し、結

果の分析や課題の整理等を通じて、効果的な施策を検討‧実施していま

す。

職員エンゲージメントスコアは、“やりがい”、“貢献意欲”、“他者へ

の推奨意向（当⾦庫を他⼈に勧めたいか）”の3要素で測定して�り、こ

れらが⼀定程度⾼められている状態として、2030年度までに65%以上

を⽬指す⽬標を設定しています。

直近の調査結果では、各種取組み等を背景に職員エンゲージメントの

向上が⾒られていますが、経営からのメッセージや経営⽅針の浸透に 

いては更に改善させていく余地があることを確認しています。

職員エンゲージメントス�� の推移

※上記3要素に いて、「⾮常にそう思う」‧「そう思う」‧「どちらで3ない」‧「そう思わない」‧「まったくそう思わない」の5段階でそれぞれ質問し、各質問の肯定的な回答割合の平均値

をエンゲージメントスコアとして算出

調査結果の活⽤イメージ

⼈的資本を⽀える基盤

※

エンゲージメント向上への取組み

調査で認識した課題に対して、全社的な施策を検討‧実施しています。また、全社施策だけでなく、各部署‧⽀店等に�いて3創意⼯夫のある取

組みを実施することで、組織全体のエンゲージメント向上に取り組んでいます。

主な全社施策

主な取組み 2025年度に取り組んだ内容

役員ゼミの実施

当⾦庫では、職員のキャリア開発意識を醸成すること、そして職員エンゲージメントの向上や組織⾵⼟の

改善を⽬指して、役員⼀⼈と少⼈数の職員が対話する「役員ゼミ」を実施しています。2025年度は計17�

回、延べ2�47�名の職員が参加しました。

社内広報施策の実施

職員が共有価値観を意識しながら実施した優良な取組みや組織内の多様な⼈材が活躍する姿を、農林中⾦

グループ全体を対象とした「社内広報ポータル」で発信しています。

2025年度は当該ポータル上で計74回の情報発信を⾏いました。誰で3気軽に閲覧で�る本ポータルの特

徴を活かして、役員からのメッセージ発信や役員が職員からの質問に答える企画の実施回数を増やす等の⼯

夫を凝らしました。

経営メッセージ‧⽅針の浸透強化

2026年度の取組事項（経営⽅針）を当⾦庫内で展開する際、役員コメントに加え、経営での議論の過程‧

内容を物語⾵にアレンジした簡易⼩説や、策定に携わった職員へのインタビュー記事をあわせて展開するな

ど、職員が経営⽅針をより⾝近に、か 理解しやすいような⼯夫を凝らしました。

ITインフ�、DXの取組強化

職員の⽣産性向上‧作業環境の改善、そして業務効率化に向けて、システム環境の改善‧PC端末の更改や

⽣成AI等の導⼊などに取り組みました。

※関連する取組みは「IT‧DX」3ご参照ください。

各部署‧⽀店での創意⼯夫ある取組み

ファミリーデーの実施（熊本⽀店）

職員の家族を⽀店に招待し、スタンプラリー形式の⽀店⾒学や、札勘

等の体験等をして3らい、職場の環境‧雰囲気や業務内容を知って3ら

うことを企図したファミリーデーを企画しました。

準備から当⽇の運営まで⽀店⼀丸となって取り組んだことで、⼀体感

の醸成や帰属意識の向上に繋がる取組みとなりました。

サンクスカード（宇都宮⽀店）

職場の同僚に感謝したことがある度に簡単なメッセージを投函し、⼀定の集計期間ごとに公開する取組みです。数字では表れにくい業務上の貢

献‧助け合いや、普段は⾒過ごされがちな気遣いや思いやりの気持ちが可視化されることで、チームワークや職場環境の向上に繋がっています。
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挑戦の後押し

評価制度

職員評価は、コンピテンシー評価と業績評価によって⾏います。コンピテンシー評価では、職務によらず共通して求められる能⼒と、職務‧機能

単位で求められる専⾨的な能⼒を評価対象として�り、育成や専⾨性醸成に活⽤されるとともに⽉例給に反映されます。

業績評価は、課題‧⽬標に対する着実な実践や�の成果の質を変⾰し続けるためのチャレンジを促すマネジメントツールと位置付けて�り、賞与

に反映される仕組みとしています。また、期初⽬標にと%まらない成果も積極的に評価する枠組みとすることにより、職員の創意⼯夫‧挑戦を後押

ししています。

評価制度体系

ビジネス表彰

中期ビジョンで定める「未来を⾒据え、変化に挑む」を体現する職員の取組みや挑戦を表彰し、組織内での共有を図ることを⽬的として、ビジネ

ス表彰を実施しています。職員の⾃薦‧他薦によるエントリーのもと各本部‧ユニット単位で表彰し、さらに各本部‧ユニットの代表案件のなかか

ら選考会を経て⼤賞を決定しています。

ビジネス表彰は2019年度から開始して�り、202�年度のエントリー数は161件、これまでの累計は1��2�件となりました。毎年度多数のエントリー

があることに加えて、年を追うごとに取組みや挑戦の質が⾼まっています。

職員起業制度（Nochu Seeds）

職員の新たなチャレンジを後押しすることを⽬的に、職員起業制度「Nochu Seeds」を202�年度から開始しています。本制度では、職員からビジ

ネスアイデアを募集し、メンタリング等による-9ッシ6アップ⽀援を⾏いながら、複数回の審査を実施しています。202�年度‧202�年度ともに各

1件のアイデアを採択して�り、現在はいずれも事業化に向けた検討を進めています。

ロゴマーク

202�年度の審査プレゼンテーションの様⼦

68Sustainability Report 2026

サステナブル経営 農林水産業・地域 環境 社会 ガバナンス



ウェルビーイング推進

多様な働き⽅の後押し

職員が、結婚‧出産‧育児‧介護等、多様なライフイベントに合わせた働き⽅を選択することを可能にし、⼀⼈ひとりが多様なキャリア形成を⾃

律的に⾏える環境を整えています。

健康増進施策

職員の健康管理‧健康づくりは、職員の⾃発的な取組みに任せるのではなく、組織として取り組むべきテーマです。定期健康診断やストレスチェ

ックの実施、また婦⼈科検診や⼦宮頸がんリスク検査キットの無償提供な%、職員の「からだ」と「こころ」の健康を維持‧向上できる環境を整備

しています。これらの取組みにより、⼈的資本の質を⾼め、持続的な企業価値の創出を⽬指しています。

健康増進施策 ⾦庫施策の特徴

定期健康診断の実施‧⼈間ドック費⽤補助 定期健康診断の受診率は99.9％。⼈間ドックは7万円を上限に費⽤補助

婦⼈科検診‧⼦宮頸がんリスク検査キット

の提供

医療機関で⾏う婦⼈科検診および⾃宅等で検査可能な⼦宮頸がんリスク検査キット（HPV検査キット）の費

⽤全額補助を実施

ストレスチェックほか、こころの健康づく

りの実践

ストレスチェック結果は良化傾向。外部カウンセリングの利⽤周知や各種ケアの啓発を実施

健康だよりの発刊 産業医等から⼼⾝の健康や⻭科⼝腔衛⽣等にかかる情報を発信

2025年度 定期健康診断‧受診率/受診内訳 ストレスチェック結果

年休取得の後押し

当⾦庫では、仕事と育児‧仕事と介護等の両⽴、ならびに多様な働き⽅‧ダイバーシティ推進の観点から、法令に基づく⼀般事業主⾏動計画にお

いて「年休取得率70％以上」を⽬標に掲げています。

また、⼟⽇と年休をつなげる.ラス>ン休暇（年休1⽇）やミニ連続休暇（年休2⽇以上）、半⽇休暇‧時間単位休暇の取得等を積極的に奨励してい

ます。

2023年度 202�年度 202�年度 ⽬標

実績

80.6% 8�.2% 8�.�% 70%

当⾦庫のダイバーシティ‧エクイティ＆インクルージョンの取組みは以�リンク先をご覧ください。

ダイバーシティ‧エクイティ＆インクルージョン
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ダイバーシティ‧エクイティ＆インクルージョン（DE&I）の推進

DE&I推進にかかる考え⽅

⼀⼈ひとりが専⾨性を発揮し、⾃律的に活躍‧成⻑し続けるカルチャーを後押しする観点から「ダイバーシティ‧エクイティ＆インクルージョン

（DE&I）」の推進にも⼒を⼊れています。

この取組みを通じて「魅⼒溢れる多様な職員が集うなか、⼀⼈ひとりが⾃分と異なる世界（観）を尊重‧歓迎し、違いを楽しみながら、異なる⾒

⽅‧考え⽅を積極的に受容し、⼼理的安全性のなかでお互いにオープンで活発な発想や意⾒を交わすことで、次々と新しい考え⽅やアイデアを⽣み

出し、実践していく姿」を達成し、組織の⼒を更に⾼めていくべく、様々な施策に取り組んでいます。

本ページで紹介する各取組みは、「グローバル⼈材の活躍」を除き、⽇本国内にのみ適⽤され、他国には適⽤されず、また、当⾦庫の海外⽀店、海外⼦会社、海外の外部企業で働く職員

には適⽤されません。

また、DE&Iに関連する統計や⽐率の計算に�いては、海外で現地採⽤された当⾦庫職員は含まれていません。

ダイバーシティ‧エクイティ＆インクルージョン�	ク

当⾦庫の⼥性活躍‧インクルージョン‧障がい‧シニア‧国籍‧

LGBTQ+等、幅広いDE&Iの取組みを、「ビジュアルを活⽤しながら」、

「活き活きと」、「分かりやすく」紹介するために、「ダイバーシティ‧

エクイティ＆インクルージョン"�ク」を作成しています。

また、DE＆Iの推進に向けた具体的な取組みの紹介を通じて、活躍す

る職員や、進化していく組織の姿を発信することを⽬指しています。

ダイバーシティ‧エクイティ&インクルージョン

⼥性活躍推進

当⾦庫では、研修機会の拡充な�の機会均等推進、多様で柔軟な働き⽅のための環境整備、組織全体の意識‧⾏動変⾰な�を通じて、⼥性活躍の

推進に取り組んでおり、�わせて⼥性の復職⽀援の観点から男性の育休取得推進にも取り組んでいます。

⼥性管理職⽐率

実績 ⽬標

2023年度 202�年度 202�年度 2030年度 20�0年度

9.1% 9.�% 9.�% 13% 30%

男性育休取得率

実績 ⽬標

2023年度 202�年度 202�年度

100%

9�% 10	% 11�％

※年度をまたいで休暇取得したケースを除く取得率はいずれの年度も100%

⼥性活躍推進に向けた取組みの全体像
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育児‧介護との両⽴

仕事と育児の両⽴⽀援やワークライフバランスの実現に向け、不妊治療休暇‧育児短時間勤務等の制

度を充実させるとともに、産休‧育休取得者向けの各種プログラムや企業主導型保育園との提携などを

⾏い、⼦育て‧不妊治療と仕事の両⽴サポート企業として「プラ��くるみんプラス」の認定を受けて

います。

ライフイベント等に応じた休暇や研修制度等

多様な⼈材の活躍後押し

DE＆I推進に向けた+り幅広いテーマに�いて、社会課題の観点も意識しながら、職員⼀⼈ひとりが「⾃分らしく」活躍できる組織の実現に向け

て、主に以下の取組みを進めています。

障がい者の活躍

●理解を深める動画研修‧通信研修

●⾳声認識ソフトの導⼊

●障がい者相談窓⼝の設置

グローバル⼈材の活躍

●海外現地採⽤の積極推進

●海外拠点での管理職‧経営職層の登⽤を通じたグローバル⼈材の活躍推進

●海外現地職員のグローバルな視点を通じた組織運営‧経営活性化

LGBTQ＋の理解深耕

●社内報での発信、各種イベントへのCDOの参加

●役員の「PRIDE1000」への賛同表明などを通じた意識醸成に向けた啓発活動

●動画研修やeラーニングを通じた理解深耕

育児‧介護との両⽴

仕事と育児の両⽴⽀援やワークライフバランスの実現に向け、不妊治療休暇‧育児短時間勤務等の制

度を充実させるとともに、産休‧育休取得者向けの各種プログラムや企業主導型保育園との提携などを

⾏い、⼦育て‧不妊治療と仕事の両⽴サポート企業として「プラ��くるみんプラス」の認定を受けて

います。

ライフイベント等に応じた休暇や研修制度等

多様な⼈材の活躍後押し

DE＆I推進に向けた+り幅広いテーマに�いて、社会課題の観点も意識しながら、職員⼀⼈ひとりが「⾃分らしく」活躍できる組織の実現に向け

て、主に以下の取組みを進めています。

障がい者の活躍

●理解を深める動画研修‧通信研修

●⾳声認識ソフトの導⼊

●障がい者相談窓⼝の設置

グローバル⼈材の活躍

●海外現地採⽤の積極推進

●海外拠点での管理職‧経営職層の登⽤を通じたグローバル⼈材の活躍推進

●海外現地職員のグローバルな視点を通じた組織運営‧経営活性化

LGBTQ＋の理解深耕

●社内報での発信、各種イベントへのCDOの参加

●役員の「PRIDE1000」への賛同表明などを通じた意識醸成に向けた啓発活動

●動画研修やeラーニングを通じた理解深耕

系統⼈材の育成‧能⼒開発強化

当⾦庫は、系統向け研修会社である株式会社農林中⾦アカデミーと連携し、JAバンク‧J�マリンバンク‧J��	e
�グループの役職員向けに、①県域‧

JA戦略の実践を⽀える変⾰リーダーの育成‧実⾏⼒強化、②専⾨的なスキル‧知識習得、専⾨性向上策の実施等を通じて、組合員‧利⽤者のみなさ

まの期待と信頼にこたえる⼈材の育成に取り組んでいます。集合形式のみならず、オンライン形式による研修提供の#か、eラーニング動画‧講座の

拡充、更にはオンデマン�研修の新設により、全国の系統役職員が時間‧場所に左右されず⾼品質な研修を受講で
る環境作りに'注⼒していま

す。

JA バンク中期戦略を実現する⼈材育成の取組強化（JA バンク）

JAバンクでは、JAの役員を対象とする「経営者コース」をはじめ、部⻑を対象とする「部⻑コース」、管理職を対象とする「次期リーダーコース」、

組合⻑‧理事⻑を対象とする「組合⻑‧理事⻑セミナー」、⽀店⻑‧中堅職員を対象とする「経営戦略集中コース」等を実施するな�、JA‧信農連の

変⾰をリー�で
る⼈材の養成を通じて、JAバンクの事業変⾰を�!ートしています。

また、専⾨的なスキル、⾦融知識の習得のために、集合研修、通信教育、検定試験等の研修メニューを提供し、JAバンク中期戦略の各施策の実践に

必要な⼈材育成に注⼒しています。

J�マリンバンクにおける「⼈づくり（⼈材育成）」の取組み

J�マリンバンクでは、内外環境を踏まえた戦略の策定‧実践‧管理、内部管理体制構築を⽬的に「J�マリンバンク経営塾」、「J�マリンバンク変⾰リ

ーダー育成研修」とい�た集合研修を開催しています。また漁業⾦融に必要な各種基礎知識を習得するためのWeb研修を継続して開催するな�、漁

業⾦融機能の強化等に必要な⼈材の育成に注⼒しています。

J����	
 グループへの⼈材育成サポート

J��	e
�グループでは、森林組合‧森林組合連合会の経営者層を対象とする「森林組合トップセミナー」の開催に加え、森林組合の経営実務の中枢を

担う理事‧参事クラスおよび次世代リーダー層を対象とする「森林組合常勤理事‧参事研修」を実施し、組織を牽引してい�リーダーの育成を通じ

て、組織変⾰に向けた取組みを⽀援しています。

JA‧信農連‧当⾦庫間の⼈材交流

当⾦庫では、JA‧信農連等との⼈材交流を充実さ�、JAバンクとしての相互理解やノウハウ共有に努めています。

具体的には、信⽤事業の中核を担う⼈材の育成や各種業務のノウハウ習得を⽬的としたJAからのト*ーニーの受け⼊れ、農業融資‧法⼈融資、リテ

ール企画、事務‧システム、有価証券運⽤な�さま�まな業務でのJA信農連からの出向者‧ト*ーニーの受け⼊れを実施しています。

系統⼈材育成
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当⾦庫の経営体制

当⾦庫は、農林⽔産業者の協同組織の全国⾦融機関であると同時に、国内外での巨額な資⾦運⽤を通じて⾦融･資本市場に⼤きな影響を及ぼす機関

投資家としての側⾯をあわせ持っています。これを受けて、当⾦庫の意思決定は、「総代会」の決定事項を遵守しつつ、農林中央⾦庫法に定められた

「経営管理委員会」と「理事会」�協同組織の内外の諸情勢を踏まえ、分担･連携する体制としています。

農林中央⾦庫の経営体制（2026年7⽉1⽇時点 ）

経営管理

※

外部有識者2名の理事就任にあわせて、理事会の22�2	年7⽉2⽇時点としています。※

内部統制強化

当⾦庫は、農林⽔産業者の協同組織を基盤とする⾦融機関としての基本的使命と社会的責任を果たしてい�ために、経営管理態勢の構築を経営の

最重要課題と位置付けるとと5に、企業倫理および法令等の遵守、適切なリスク管理その他業務執⾏の適正性を確保するための内部統制に関する基

本⽅針を制定しています。
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「予防的リスク管理を通じた健全な経営基盤の強化」に

向けて

世界的な地政学リスクの深刻化や経済‧⾦融市場⾒通しの不確実性な%取り巻く環境が変化するな
、リスクは機会と表裏⼀体であり、その適切

な管理が健全性と成⻑の基盤になると考えています。

当⾦庫では�うした認識のもと、リスク管理の継続的な⾼度化に取り組んでいます。具体的には、

リスク�バ�ンス⾒直しによる財務‧投資執⾏への牽制強化や、⾦利リスク等の特定リスクへの集中

抑制、資本‧流動性⼀体のストレステスト実践等を通じ、統合的リスク管理の実効性向上を図ってま

いりました。今後も収益源の分散化を進めるな
で、事業ポートフォリオのリスクバランス確保や信

⽤リスク管理の⾼度化な%、予防的なリスク管理強化に取り組んでまいります。

また、リスクと機会に適切に向き合うリスク
1�,ーの浸透を図るとともに、⾮財務リスクも含

めた⼀体的管理の⾼度化を通じ、健全な挑戦と価値創造を⽀える経営基盤強化に努めてまいります。

理事専務執⾏役員

最⾼リスク管理責任者（CRO）（BCP‧財務リスク担当）

コーポレート本部 リスク管理ユニット統括役員

安武 篤

リスク��	�
������ク

⾦融機関を取り巻く環境は⼤きく変化しています。当⾦庫が、今後も⾼い健全性を維持し、ステーク&1�ーの期待に応え、基本的役割を果たし

続けていくためには、先を⾒据えた⼗分なリスク認識と、その適切なコント3ー1および規律あるリスクテ
クが従来にも増して重要となっていま

す。

当⾦庫では、�れらを実践するための、経営管理の枠組みとして、リスク	%�
トフレー*4ーク（RAF）を導⼊し、中期ビジョンの実現および

それに基づき定める毎年度の取組事項の達成を⽬指すとともに、経営管理の枠組みを⽀える健全なリスク
1�,ーの醸成‧定着化に取り組んでい

ます。

当⾦庫のRAFは、経営戦略‧事業戦略、期待リ�ーン（⽬標とするリ�ーンの種類と量）およびリスク	%�
ト（進んで引き受ける、あるいは許

容するリスクの種類と量、および最適な経営資源）を明確化し、�れらの⼀体運営により、�規律あるリスクテ
クと、リスク‧リ�ーンの最適化に

つなげる経営管理の枠組み�です。RAFの運営により、取り巻く環境変化に適応しつつ、最適なリスク‧リ�ーンのバランスを⽬指す�とで、当⾦庫

の健全性を更に⾼めてまいります。
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リスクマネジメント

当⾦庫では、RAFに基づくリスクアペタイトをベースとし、総体的な安定性と頑健性の確保を⽬的にリスク)�ジ+ントを⾏っています。その実効

性を確保するため、当⾦庫では、業務運営において直⾯するリスクの重要性評価を⾏い、管理対象とするリスクを特定したうえで、各リスクの特性

を踏まえた個別の管理を⾏うとともに、計量化⼿法を⽤いてこれらのリスクを総体的に把握し、経営体⼒と⽐較して管理する統合的リスク管理を⾏

っています。

リスクマネジメントの概要図

農林中央⾦庫ガバナンス基本⽅針

第1章総則

（⽬的）

第1条 農林中央⾦庫ガバナンス基本⽅針（以下「本⽅針」という。）は、農林中央⾦庫（以下「当⾦庫」という。）のガバナンスにかかる基本的な考え

⽅や枠組みを定め、経営管理委員、理事、執⾏役員および監事の⾏動指針とするものである。

（当⾦庫のガバナンスにかかる基本的考え⽅）

第2条 当⾦庫は、農林中央⾦庫法（以下「⾦庫法」という。）を根拠に設⽴された組織であり、⾦庫法第1条においてその⽬的を「農業協同組合、森林

組合、漁業協同組合その他の農林⽔産業者の協同組織を基盤とする⾦融機関としてこれらの協同組織およびこれらを構成する者のために⾦融の円滑

を図ることにより、農林⽔産業の発展に寄与し、もって国⺠経済の発展に資すること」と定めている。当⾦庫ではこれを経営の理念とし、具体的内

容を倫理憲章や役職員の⾏動規範として定めるとともに、これを実現するためのガバナンス態勢を構築する。

第2章会員等ステークホルダーとの関係

（会員との協働）

第3条 当⾦庫は、協同組織⾦融機関であり、出資者である会員は出資⼝数の多寡によらず議決権が平等に確保される。かかる協同組織⾦融機関とし

ての性質を踏まえた、会員との対話を重視し丁寧な議論を積み重ねる組織⽂化を役職員が理解‧共有し、会員との適切な協働を確保する。

（会員との対話）

第4条 当⾦庫は、会員との対話にあたり、各地区担当の理事または執⾏役員が本店および現地拠点と密に連携し、当⾦庫の経営理念‧経営戦略‧経

営計画等に対する理解をいた�くよう適切に対応するものとする。また、都道府県および定款に定める選出区域ごとの会員の互選によって選出され

た総代に対する説明会‧懇談会等の枠組みを整備し、その内容について定期的に理事会に報告する。

（関連当事者との取引）

第5条 当⾦庫は、経営管理委員および理事と当⾦庫の取引、当⾦庫と当⾦庫グループ会社との取引、および⾮常勤⾮業務執⾏理事が⾃⼰⼜は第三者

のために⾏う当⾦庫の業務の部類に属する取引により、当⾦庫経営の健全性が損なわれることを防⽌し、出資者である会員の利益を害することがな

いよう、適切な⼿続を定めて管理する。

（会員以外のステークホルダーとの関係）

第6条 当⾦庫は、⾦庫法第1条に掲げる⽬的が経営の理念であることを確認するとともに、当該⽬的を達成するには、会員のみならず、顧客、職員、

地域社会等の様々なステークホルダーとの適切かつ円滑な関係の構築が重要であることを認識し、その構築に努め、事業活動を遂⾏する。当⾦庫は

かかる事業活動を遂⾏するにあたり、中期ビジョンを策定のうえ、全ての役職員の⾏動の指針として倫理憲章を制定する。

第3章適切な情報開⽰と透明性の確保

（情報開⽰のあり⽅）

第7条 当⾦庫は、ステークホルダーから信頼され正しく評価されるため、財務情報やリスク管理等の定量情報、事業戦略や経営管理委員、理事およ

び監事の主な兼職状況等の定性情報について、適切な開⽰と透明性の確保を⾏う。

（会計監査⼈による監査）

第8条 当⾦庫は、会計監査⼈の独⽴性を確保するよう努め、法令等が求める会計監査⼈の責務を認識し、適正な監査の確保に向けて適切な対応を⾏

う。

当⾦庫は、情報開⽰を⾏うにあたり、法令等による開⽰の/かに⾃主的に未公開の経営情報の開⽰を⾏う際の適切性の確保にかかる基準として

「⾃主開⽰規定」を制定する。

2
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第4章当⾦庫の機関構成とその役割

（当⾦庫の機関構成）

第9条 当⾦庫は、⾦庫法に基づき、経営管理委員会、理事会、監事会を設置する。

（経営管理委員会の役割）

第10条 経営管理委員会は、⾦庫法第28条に基づき、理事の選任等を⾏うほか、当⾦庫の業務の基本⽅針の決定、および当⾦庫の業務執⾏のう�農林

⽔産業者の協同組織にかかる重要事項等、定款に定めるものを決定する。

（理事会の役割）

第11条 理事会は、⾦庫法第27条に基づき、当⾦庫の業務執⾏を決し、理事の職務の執⾏を監�する。なお、法令‧定款において経営管理委員会決定

事項とされるもの以外の業務執⾏の⼀切について、理事会は決定できる機関で�るものの、業務執⾏にかかる意思決定の迅速性等の観点から、法

令‧定款および理事会規則等の内部規則において理事会決定事項とされるもの以外にかかる業務執⾏の決定については、適切に理事および執⾏役員

に委任する。

（監事会の役割）

第12条 監事会は、⾦庫法第29条に基づき、監査報告の作成、常勤監事の選定および解職、監査の⽅針、当⾦庫の業務および財産の状況の調査の⽅法

その他の監事の職務の執⾏に関する事項の決定を⾏う。

第5章経営管理委員、理事および執⾏役員、および監事の責務

（経営管理委員の責務）

第13条 経営管理委員は、総代会により選任され主として理事の監�を⾏う経営の受託者として、その職務の執⾏について善管注意義務‧忠実義務を

負い、当⾦庫が⾦庫法第1条に掲げる⽬的の達成に貢献する。

（経営管理委員の独⽴的役割）

第14条 経営管理委員（当⾦庫理事兼務者を除く）は、会員たる法⼈の役員および農林⽔産業者から選出された者、および⾦融に関して⾼い識⾒を持

つ者で�り、業務執⾏を主として担う理事に対する独⽴性が⾼く、その独⽴した客観的な⽴場から理事を監�し、業務執⾏陣に対し⾃らの知⾒に基

づき適切な助⾔‧⽀援を⾏い、出資者およびその他ステークホルダーの意⾒を経営に適切に反映していくことが期待される。

（理事および執⾏役員の責務）

第15条 理事は、経営管理委員会により選任されかつ総代会により承認された相互監�および業務を執⾏（⾮常勤⾮業務執⾏理事を除く。）する経営

の受託者として、執⾏役員は、理事会により選任され、理事会から委託された職務の執⾏者として、その責務について善管注意義務‧忠実義務を負

い、当⾦庫が⾦庫法第1条に掲げる⽬的の達成に貢献する。

（監事の責務）

第16条 監事は、総代会により選任され、独⽴した客観的な⽴場において理事および経営管理委員の職務の執⾏を監査し、その職務の執⾏について善

管注意義務を負う。また、監事会の構成員として、監事会で決する事項として⾦庫法で定める監査の⽅針‧業務および財産の状況の調査の⽅法‧そ

の他監事の職務の執⾏に関する事項について適切に職務を遂⾏する。

経営管理委員は、当⾦庫の業務の基本⽅針の決定および当⾦庫の業務執⾏のう�農林⽔産業者の協同組織にかかる重要事項にかかる経営判断にお

いて、合理的な情報収集に基づいた適時かつ適切な意思決定を⾏う。

2

経営管理委員は、理事からの報告‧提案に関して⼗分に検討するとともに、必要に応じて説明の要�や意⾒の表明を⾏い、議論を⾏う。3

系統信⽤事業の全国機関および⾦融システムの⼀員としての社会的責任を果たしていく当⾦庫の役割を踏まえ、理事および執⾏役員は⾦融業務に

関する⾼度な知識‧経験や能⼒を具備しつつ、合理的な情報収集に基づいた適時かつ適切な意思決定を⾏う。

2

⾮常勤⾮業務執⾏理事は、前２項に加え、各々の経験や専⾨知識に基づき、助⾔‧⽀援を⾏うことが期待される。3

第6章経営管理委員会、理事会、監事会の構成等

（経営管理委員、理事会、監事会の定数等）

第17条 当⾦庫は、役員として、理事20⼈以内、経営管理委員20⼈以内および監事5⼈以内を置く。

（経営管理委員、理事および執⾏役員、監事の選任）

第18条 経営管理委員および監事は、役員推薦委員会の推薦に基づき、総代会において選任する。

（経営管理委員、理事、監事、執⾏役員の任期）

第19条 役員の任期は、就任後３年以内の最終の事業年度に関する通常総代会の終�の時までとする。た�し、補⽋の役員の任期は前任者の残任期間

とし、増員で就任した役員の任期は現任の役員の残任期間とする。

経営管理委員は、会員たる法⼈の役員、農林⽔産業者、⾦融に関して⾼い識⾒を有する者（当⾦庫理事兼務者を含む）をもって充てる。2

理事は、当⾦庫の業務を的確、公正かつ効率的に遂⾏することができる知識および経験を有し、かつ、⼗分な社会的信⽤を有する者をもって充て

る。

3

監事は、理事および経営管理委員の職務の執⾏の監査を的確、公正かつ効率的に遂⾏することができる知識および経験を有し、かつ⼗分な社会的

信⽤を有する者をもって充てることとし、また、員外監事を⾦庫法に基づき充てる。

4

理事（⾮常勤⾮業務執⾏理事を除く。）および常勤の監事は、報酬を得て他の職務に従事し、または事業を営んではならない。5

理事は、役員推薦委員会の推薦に基づき、経営管理委員会が選任する。選任された理事は、総代会の承認を経たうえで就任するものとする。執⾏

役員は、理事会が選任する。

2

役員推薦委員会は、前掲の経営管理委員、理事、監事の責務に記載される内容を果たすに,さわしいと認められる資�‧能⼒を備えた者を候補者

として推薦する。

3

会員たる法⼈の役員および農林⽔産業者としての経営管理委員の選任に�たっては、会員等の意思が当⾦庫の事業運営に反映され、経営管理委員

の役割が⼗分に発揮されるよう考慮しつつ⾏うものとする。また⾦融に関して⾼い識⾒を有する者としての経営管理委員の選任に�たっては、当

⾦庫‧系統との関係や⾦融業務に関する学識‧経験等を勘案するとともに、⾦融業務にかかる業務執⾏全般を決定する理事会との円滑な連携を考

慮しつつ⾏うものとする。

4

理事および執⾏役員の選任に�たっては、系統信⽤事業‧投融資‧リスク管理‧システム等の当⾦庫業務の多様性を踏まえ、これまでの業務経験

等も鑑みた選考を⾏う。

5

監事の選任に�たっては、当⾦庫‧系統との関係や⾦融業務に関する学識‧経験等を勘案した選考を⾏う。6

役員の選任に�たっては、経営管理委員会、理事会および監事会各々にお�る /5スや多様性を踏まえた選考を⾏うこととし、その他の必要な

事項は、総代会において定めた�役員選任規則」において定める。

7

役員の数が、その定数を⽋くに⾄った場合においては、任期の満了または辞任によって退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまでな

お役員としての権利義務を有する。

2

執⾏役員の任期は、就任した事業年度の年度末までとする。3
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第7章経営管理委員会、理事会および監事会の運営

（経営管理委員会、理事会および監事会の決議）

第20条 経営管理委員会の決議は、法令および定款に別段の定めがある場合を除き、経営管理委員の過半数が出席し、その出席した経営管理委員の過

半数をもって⾏う。

（経営管理委員会議⻑および理事会議⻑の要件）

第21条 経営管理委員会議⻑は、経営管理委員会会⻑がこれにあたる。

（事務局体制）

第22条 当⾦庫は、経営管理委員、理事および監事がその機能を⼗分果たすことを可能とするため、就任時および就任後も継続的にその役割‧責務に

かかる理解の浸透、必要な知識の習得‧更新のための機会を提供する。また、経営管理委員、理事および監事を補佐するとともに⼗分な情報を提供

するため、各経営管理委員、理事および監事との連絡‧調整にあたる事務局を設置する。

（経営管理委員、理事および執⾏役員、監事への情報提供）

第23条 理事は、経営管理委員に対し、経営管理委員の職務執⾏に関する⼗分な情報を提供するとともに、経営管理委員会の議題および議案書を原則

として経営管理委員会の前に配布し、経営管理委員が予め内容を理解する機会を確保する。また、経営管理委員会の議題以外にも必要とされる情報

が提供されるよう、就任時を含め継続的に当⾦庫の業務内容や経営環境に関する説明等を実施する。

（経営管理委員会および理事会の実効性の維持‧向上）

第24条 経営管理委員会、理事会は、定期的な評価の実施等を通じ、その実効性の維持‧向上に努めるものとする。

理事会の決議は、法令および定款に別段の定めがある場合を除き、理事の過半数が出席し、その出席した理事の過半数をもって⾏う。2

監事会の決議は、法令および定款に別段の定めがある場合を除き、監事の過半数をもって⾏う。3

理事会議⻑は、業務執⾏の最⾼責任者である理事⻑がこれにあたる。2

監事会議⻑は、監事のう�1名がこれにあたる。3

当⾦庫の執⾏役員および職員は、理事に対し、理事の職務執⾏に関する⼗分な情報を提供するとともに、理事会の議題および議案書を原則として

理事会の前に配布し、理事が予め内容を理解する機会を確保する。また、理事会の議題以外にも必要とされる情報が提供されるよう必要な説明等

を実施する。

2

当⾦庫の職員は、諸規定の定めに従い、執⾏役員に対し、執⾏役員の職務執⾏に関する⼗分な情報を提供するとともに、必要な説明等を実施す

る。

3

経営管理委員、理事、執⾏役員および職員は、監事に対し、監事の職務執⾏に関する⼗分な情報を提供するとともに、経営管理委員会、理事会の

議題および議案書を原則として同会議の前に配布し、監事が予め内容を理解する機会を確保する。また、経営管理委員会、理事会の議題以外にも

必要とされる情報が提供されるよう必要な説明等を実施する。

4

第8章委員会等

（委員会等の設置）

第2�条 当⾦庫は、経営管理委員候補者‧理事候補者‧監事候補者の推薦を⾏う「役員推薦委員会」を定款の定めにより設置し、役員報酬‧退職慰労

⾦に関する事項の審議を⾏う「役員報酬審議委員会」を経営管理委員会の諮問機関として、経営管理委員会の決定により設置する。

（役員推薦委員会）

第2	条 役員推薦委員会は、当⾦庫の経営管理委員‧理事‧監事候補者の選定に関する事項を審議し、経営管理委員会に対して推薦を⾏う。

（役員報酬審議委員会）

第27条 役員報酬審議委員会は、当⾦庫の役員報酬⽔準‧報酬総額や退職慰労⾦の⽀給対象者‧⽀給基準等に いて審議する。

（JAバンク中央本部）

第2�条 JAバンク中央本部は、農協系統信⽤事業の再編強化に必要な指導業務に関する事項に いて審議する。

（J�マリンバンク中央本部）

第2�条 J�マリンバンク中央本部は、漁協系統信⽤事業の再編強化に必要な指導業務に関する事項に いて審議する。

（アドバイザリー‧ボード）

第30条 アドバイザリー‧ボードは、当⾦庫‧系統を取り巻く課題等に対して果たしていく.き役割の⽅向性‧施策の妥当性等にかかる理事会からの

諮問事項に いて協議し、理事会への助⾔を⾏う。

当⾦庫は、農協系統信⽤事業の再編強化に必要な指導業務に関する事項を審議する「JAバンク中央本部」、および漁協系統信⽤事業の再編強化に

必要な指導業務に関する事項を審議する「J�マリンバンク中央本部」を定款の定めにより設置する。

2

当⾦庫は、当⾦庫‧系統を取り巻く課題等に対して外部の有識者から幅広く助⾔を受け、経営へと反映さ�ることを⽬的に、「アドバイザリー‧

ボード」を理事会の諮問機関として、理事会の決定により設置する。

3

役員推薦委員会は定款の定めに基づき選出された委員17名（系統�織の代表者、⾦融に関して⾼い識⾒を有する者）をもって構成され、その議⻑

は、出席した推薦委員の互選によって定める。

2

経営管理委員および監事の選任は、役員推薦委員会の推薦に基づいて、総代会の選任の決議によって⾏う。また、理事の選任は、役員推薦委員会

の推薦に基づいて、経営管理委員会の選任の決議によって⾏い、総代会の承認を経たうえで就任する。

3

役員報酬審議委員会は、⾦融機関の処遇実態および当⾦庫業務に精通した学識経験者、系統�織の代表者、当⾦庫代表理事理事⻑、の中から、経

営管理委員会が委嘱した委員7名以内をもって構成され、その議⻑は、経営管理委員会会⻑が学識経験者である委員の中から指名する。

2

役員報酬審議委員会の審議結果を踏まえ、経営管理委員会において、総代会に対する役員報酬総額や退職慰労⾦贈呈に関する議案提出を決定し、

総代会において同議案が審議‧決定される。

3

JAバンク中央本部委員は、経営管理委員のう�当⾦庫の会員たる農業団体の役員である者および経営管理委員会の委嘱する者をもって充てる。2

JAバンク中央本部の議⻑は、JAバンク中央本部委員⻑がこれにあたる。3

J�マリンバンク中央本部委員は、経営管理委員のう�当⾦庫の会員たる⽔産団体の役員である者および経営管理委員会の委嘱する者をもって充て

る。

2

J�マリンバンク中央本部の議⻑は、J�マリンバンク中央本部委員⻑がこれにあたる。3

アドバイザリー‧ボードは、理事会が委嘱した委員をもって構成する。2

コーポレートガバナンスコードにおける開⽰事項
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持続可能な価値創造を⽀える、コンプライアンス態勢の構築と健全なリスクカルチ

ャーの醸成に向けて

内外環境の変化や⾮財務リスク管理に対する社会的要請の⾼まりを踏まえ、ステークホルダーのみ

なさまからの信頼と期待に応え続けるためには、実効性あるコンプライアンス態勢の構築と、健全な

リスクカルチャーの醸成が不可⽋となっています。当⾦庫は、コンプライアンスを単なる規律や統制と

してではなく、健全な挑戦を可能とし、持続可能な価値創造を⽀える基盤であると考えています。そ

のためには、職員⼀⼈ひとりが、誠実‧公正を中核とする⾏動規範を判断軸とし、⼼理的安全性のも

とで⾃律的な判断を⾏うカルチャーの醸成が⽋かせません。2026年度は、「職員⼀⼈ひとりが誠実‧公

正と⼼理的安全性を守り‧伝え‧⽰す」をコンセプ"に掲げ、こうした価値観が⽇々の業務の中で実

践されるよう、経営層⾃らが継続的にメッセージを発信し、取組みを進めてまいります。

執⾏役員（法務‧コンプライアンス部⻑）

最⾼コンプライアンス責任者（CCO）

（⾮財務リスク担当）

千代 康治

コンプライアンスへの取組み

コンプライアンスの基本⽅針

当⾦庫は、基本的使命と社会的責任を果たし、お客さまや会員からの信頼‧期待に応えるために、徹底した⾃⼰責任原則のもとで法令遵守等社会

的規範に則った業務運営を⾏っています。また、ディスクロージャー（情報公開）とアカウンタビリティー（説明責任）を重視し透明性を確保するよ

う努めることにより、コンプライアンスへの不断の取組みを積み重ねています。

その⼀環として当⾦庫では、「倫理憲章」「環境⽅針」「⼈権⽅針」にコンプライアンスの基本⽅針を定めています。

コンプライアンス

倫理憲章

環境⽅針

⼈権⽅針

コンプライアンスの運営態勢

当⾦庫のコンプライアンス態勢は、理事会のもと設置されたコンプライアンス委員会、そしてコンプライアンス統括部署（法務‧コンプライアンス

部）、さらには各部店に配置されたコンプライアンス責任者等を中⼼に運営しています。コンプライアンス委員会は、当⾦庫のコンプライアンス態勢

整備に関する重要な事項等を審議し決定する機関であり、重要性の⾼い同委員会の議案は理事会にも付議‧報告しています（概ね年間2回）。また同

委員会では、コンプライアンスに関する事項のほか、⾮財務リスクに関する事項に"いても取り扱い、これらの重要な業務執⾏に関する⽅針も協議

しています。

法務‧コンプライアンス部は統括部署として、当⾦庫全体のコンプライアンス態勢の整備を担い、毎年度策定するコンプライアンス‧プログラムの

推進と各部店の活動⽀援を⾏っています。また、各部店のコンプライアンス責任者は、部店におけるコンプライアンス実施の最終的な責任者として、

コンプライアンス‧プログラムに基づく各種取組みを確実なものとしています。

コンプライアンス運営態勢図

具体的なコンプライアンスの実践⽅法

法務‧コンプライアンス部は、コンプライアンス委員会の事務局になるとともに、コンプライアンス審査、各部店からのコンプライアンスにかかる

相談対応や、部店を訪問してコンプライアンス実践状況の確認‧指導を⾏うコンプライアンス‧モニタリングな'を通じて、当⾦庫のコンプライアン

ス態勢の強化に取り組んでいます。また、当⾦庫内での研修の企画‧出講や、eラーニング‧研修動画作成を通じて、役職員の意識醸成も図っていま

す。

そのうえで、当⾦庫では、部店における態勢として、コンプライアンス責任者である部店⻑等とコンプライアンス担当者‧コンプライアンス‧リー

ダーを中⼼に、全職員が取り組むことで運営しています。特にコンプライアンス担当者は、法務‧コンプライアンス部⻑が直接任命しており、部店の

コンプライアンス関連事項を総括し、職員からのコンプライアンス相談‧質問対応、部店内での教育‧指導、法務‧コンプライアンス部等への連

絡‧報告‧相談対応な'を⾏う役割を担っています。

また、す0ての本部に法務‧コンプライアンス‧オフィサーを設置し、各本部業務をコンプライアンス⾯からサ1ー"しています。当該オフィサー

は、本部担当役員に対する法務‧コンプライアンス⾯の相談対応‧助⾔のほか、本部における研修啓発活動の企画‧推進や、コンプライアンス‧リ

スクの特定や評価等も⾏っています。

「コンプライアンス‧プログラム」について

コンプライアンス態勢および顧客保護等管理態勢の整備をはじめ、取組みの推進や教育研修な'の実施計画を「コンプライアンス‧プログラム」

として年度ごとに策定のうえ、その進捗を管理することにより、コンプライアンス態勢な'の⼀層の充実を図っています。

グループ会社との連携

グループ‧コンプライアンス会議等を通じてコンプライアンス上の課題認識の共有を図っているほか、各社コンプライアンス‧プログラムの進捗状

況に対するアン�ー"結果での効果測定、グループ共通の外部相談窓⼝への報告状況や各社へのオフサイ"（必要に応じてオンサイ"）モニタリン

グ等を通じて課題の早期発⾒‧対応に努めています。

お客さま 

理事会

法務・コンプライアンス部

コンプライアンス委員会

業務主管部

部店
職員

 

AML／CFT小委員会
人権対策検討小委員会

コンプライアンス ・
ホットライン

コンプライアンス責任者・担当者・リーダー

法務・コンプライアンス・
オフィサー

監
査
部

監
事・監
事
会

外
部
弁
護
士
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内部通報制度について

当⾦庫では、コンプライアンス上の問題がある場合に、役職員などが電話や電⼦メールなどで通報できるよう、「コンプライアンス‧ホットライ

ン」を設置しています。

「コンプライアンス‧ホットライン」は、法務‧コンプライアンス部または外部弁護⼠に通報ができる複数の窓⼝を整備しており、役職員が実名あ

るいは匿名での通報を選択できる仕組みとしています。また、通報を受け付けた際には、調査を実施して必要な改善‧是正対応を⾏うほか、通報し

た役職員などに対する不利益な取扱いの禁⽌、通報に関する秘密保持など、通報者保護を最優先とした運営を⾏い、制度の信頼性向上にも努めなが

ら取り組んでいます。

なお、2025年度は計17件の通報を受け付けましたが、当⾦庫の経営に重⼤な影響を及ぼすものはありま�んでした。また、海外⽀店では上記窓⼝

とは別に職員が通報できる窓⼝を設置していますが、2025年度の通報実績はありま�んでした。

⾏動規範浸透の取組み

⾏動規範の策定と共有価値観の浸透

当⾦庫では、全役職員に「⾏動規範」を周知し、事業活動の前提である誠実‧公正な業務遂⾏に向けた判断‧⾏動の基準を⽰すとともに、「共有価

値観」を具体的に実践するための考え⽅を⽰し、コンプライアンス‧マインドの浸透と業務への反映‧実践に取り組んでいます。

⾏動規範の浸透‧実践に向けた活動事例

若⼿職員の教育 ⾦融機関職員としての⾼い倫理意識や「チームワーク」等の共有価値観の醸成に向けた、若⼿職員教育プロジェク

トの実施

海外⽀店への浸透 海外⽀店における現地採⽤職員向け⾏動規範勉強会資材（英語版）の作成

職員間の意⾒交換 「⼼理的安全性」、「チームワーク」、「ハラスメント防⽌」をテーマとした意⾒交換会の開催

イベント開催 職員の意識改⾰や良好な職場環境の維持を⽬的とした「⽀店整理整頓活動（美粧化運動）」の実施

職員満⾜度向上‧職員⼀体感の醸成を⽬的とした「家族職場⾒学会（ファミリーデー）」の開催

共有価値観の考え⽅

グローカル 当⾦庫は、地域の協同組織に⽴脚した⾦融機関でありながら、資⾦‧情報‧ノウハウのグローバルな活⽤を通じ

て、農林⽔産業‧地域社会に貢献するという社会的役割を担っています。私たちは、⼀⼈ひとりがグローカルを意

識し、グローバルとローカルを双⽅向から繋ぐ当⾦庫らしいユニークな事業を通じて、その使命を果たしてまいり

ます。

プロフェッショナリティ ⾦融機関‧農林⽔産業を取り巻く環境が時代とともに変化するなか、当⾦庫は設⽴から現在にいたるまで、⾃らを

変⾰することによって適応し、約100年にわたって使命を果たしてきました。次の100年も使命を果たしていくた

め、私たちは、プロ意識と⾼い専⾨性を追求し、当⾦庫ならではの価値を提供することで、ステークホルダーから

真に必要とされる存在になることを⽬指します。

チームワーク ステークホルダーの様々な期待に応えていくためには、様々なバックボーンを持った役職員が協働‧共創すること

が必要です。私たちは、個⼈としては⽬的意識と⾃⼰責任意識を持ち、チームとしてはお互いに思いやり、信頼‧尊

重して、コミ9ニ�ー�;ンを⼤切にしながら、チームワークを最⼤限発揮してまいります。

チ��ン� 変化の激しい時代において、経営の健全性を保ちながらステークホルダーの期待に応えていくためには、新たな価

値創造を続けていく必要があります。私たちは、パーパスをしっかりと⾒据え、変化をチャンスと捉え、積極的に

チャ?ンジしてまいります。

成⻑ 私たちがパーパスを発揮し続けるためには、持続的な成⻑を実現し、ステークホルダーから必要とされる存在であ

り続ける必要があります。私たちは、⼀⼈ひとりが成⻑を実現することで、組織としての成⻑を実現し、社会への

更なる価値提供を⽬指します。

ディスクロージャーの充実

当⾦庫では、ディスクロージャー誌などの情報開⽰およびその適切性に関する事項等を決定‧協議する機関として「情報開⽰会議」を設け、ディ

スクロージャーに関する取組みの充実‧強化を図っています。当⾦庫のディスクロージャー1リ�ーはこちらをご覧く�さい。

マネー‧ローンダリング等防⽌への対応

当⾦庫では、マ&ー‧ローンダリング等防⽌にかかる⽅針を以下のとおり定め、グループ全体で関連法令を遵守するとともに健全な⾦融仲介機能

発揮に努めます。

グループ共通の基本⽅針

当⾦庫ならびに農林中⾦グループは、適⽤となるす0ての法令等を遵守し、顧客の受け⼊れに際して堅確な確認措置等を図り、反社会的勢⼒やテ

ロリスト等を排除し、リスクベース‧アプローチによる継続的な顧客管理措置を実施します。また、当⾦庫ならびに農林中⾦グループの特性に応じ

たマ&ー‧ローンダリング等を防⽌する管理態勢を実効性のある形で整備します。

顧客管理の実施⽅針

当⾦庫は、マ&ー‧ローンダリング等防⽌に関して、適切な内部態勢を整備し、リスクベース‧アプローチの考え⽅に則り、以下の措置に取り組

みます。

●顧客受⼊時における多様な情報を勘案した取引時確認、確認記録書の保存等の実施措置

●業務特性を踏まえた取引モニタリング、疑わしい取引の届出とその分析‧管理等、マ&ー‧ローンダリング等リスク低減のための管理措置

●マ&ー‧ローンダリング等リスクの⾼い顧客に対する追加的な確認等の厳格な管理など、顧客ごとにおけるマ&ー‧ローンダリング等リスクの⼤きさに応じ

た管理措置

●全顧客取引の定期的な調査‧分析結果等による顧客管理措置の⾒直し

●適切な顧客管理が実施できない場合等における取引謝絶等の措置

●テロリスト等に対する資産凍結等の措置

●経済制裁違反リスクの防⽌‧諸規制への適切な対応

●⾦融犯罪防⽌に向けた適切な対応

●コル?ス契約締結時の外国銀⾏におけるマ&ー‧ローンダリング等防⽌態勢にかかる確認

●上記措置の継続的な管理、⾒直し

内部管理態勢の実施⽅針

当⾦庫は、マ&ー‧ローンダリング等防⽌のための内部管理態勢の整備として、以下の措置に取り組みます。

●マ&ー‧ローンダリング等防⽌のための⽅針‧規定‧計画の策定、実施、遵守状況の点検‧検証、その結果を踏まえた継続的な態勢改善

●全役職員への指導‧研修等を通じた、マ&ー‧ローンダリング等防⽌の重要性と各⾃の役割等に"いての周知ならびに企業⾵⼟の醸成

●統括管理者の選任

●顧客を所管する営業部店、業務所管部、監査部⾨等における役割の明確化

●海外拠点ならびに農林中⾦グループ全体の管理態勢向上にかかる措置、顧客管理状況等の経営報告および改善措置の継続

●その他必要な措置

振り込め詐欺への対応

当⾦庫では、振り込め詐欺等の振込利⽤犯罪⾏為による被害者救済のため、振り込め詐欺救済法に基づいた⼿続を定めるとともに、振り込め詐欺

の防⽌に取り組んでいます。
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反社会的勢⼒排除への対応

当⾦庫では、倫理憲章に基づき、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢⼒に対して毅然とした態度で対応し、関係遮断を徹底するために、

以下の基本原則に沿って組織的な排除態勢を構築し、健全な経営を確保するよう取り組んでいます。

(1) 組織としての対応

倫理憲章以下の規定に明⽂の根拠を設け、担当者や担当部署だけに任せずに、理事⻑以下、組織全体として対応する。

また、反社会的勢⼒による不当要求に対応する従業員の安全を確保する。

(�) 外部専⾨機関との連携

反社会的勢⼒による不当要求に備えて、平素から、警察、暴⼒追放運動推進センター、弁護⼠等の外部専⾨機関と緊密な連携関係を構築する。

(�) 取引を含めた⼀切の関係遮断

反社会的勢⼒とは、取引関係を含めて、⼀切の関係をもたない。また、反社会的勢⼒による不当要求は拒絶する。

(�) 有事における⺠事と刑事の法的対応

反社会的勢⼒による不当要求を拒絶し、必要に応じて、⺠事と刑事の両⾯から法的対応を⾏う。

(�) 裏取引や資⾦提供の禁⽌

反社会的勢⼒による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由とする場合であっても、裏取引を絶対に⾏わない。また、反社会的

勢⼒への資⾦提供は、絶対に⾏わない。

腐敗防⽌

当⾦庫では、「⾏動規範」のもとに定める「接待‧贈答等規則」において、強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防⽌に取り組むことを明記し

ています。贈収賄とは、受領者に影響を与える意図をもって、財物等（⾮⾦銭的な便宜も含む）を提供しまたは提供を申し込む⾏為、および、提供

者に便宜を図る意図をもって、財物等を受領しまたは請求する⾏為を含みます。

本規則に基づき、当⾦庫または役職員の接待‧贈答等の適切性を確保するため所要の⼿続きを定め、役職員への周知徹底を図るとともに、接待‧

贈答等の実施にあたっては、コンプライアンス責任者およびコンプライアンス担当者が適切性のほか法令遵守等の観点から問題ないことを事前に確

認のうえ実施することとしています。

また、コンプライアンス統括部署は接待‧贈答等の実施状況に"いて定期的にモニタリングを⾏い、コンプライアンス担当役員、コンプライアン

ス委員会および理事会に報告しています。

なお、腐敗‧贈収賄等を含むコンプライアンス上の問題がある場合、役職員な'が電話や電⼦メールな'を通じて通報できる「コンプライアン

ス‧ホットライン」を設置しています。

情報セキュリティ管理

当⾦庫では、お客さまとの取引において⼊⼿した様々な情報を各種業務に活⽤していることに加え、IT技術の進展により情報を取り扱う環境や⽬

的も多様化しています。こうした背景を踏まえて、適切にお客さまの情報を保護‧管理するため、⾮財務リスクのなかでも特に情報セ�9リ �管

理を重視しており、理事会が情報セ�9リ �管理の態勢整備にかかる最終責任を有する�)$ンス体制を構築しています。

また、全職員に対し情報セ�9リ �管理のeラーニング必須受講や各種研修を毎年実施し、意識向上を図っています。特に個⼈情報の取扱いに"

いては「個⼈情報保護宣⾔」を定めて、適切な態勢を構築しているほか、海外においても欧州‧⽶国で�れぞれ適⽤されるプライ)�ー1リ�ーも

策定しています。また、サプライヤー（外部委託先）に対しても、当⾦庫と同等のリスク管理⽔準を確保しうるプ@セス‧契約関係を整備し、適切

な個⼈情報の取扱いが⾏われるよう取り組んでいます。

情報セキュリティにかかるガバナンス体制

相談‧苦情等処理体制

当⾦庫は、お客さまからの�相談‧苦情な'を真摯に受け⽌め、迅速か"組織的に対応するとともに、前向きに業務へ反映させることにより、お

客さまの利便性向上に取り組んでいます。

苦情、ご相談など

理事会

コンプライアンス委員会

情報セキュリティ管理態勢整備にかかる企画・推進に関する重要な
事項や重要な事故の原因究明・再発防止策の協議（年4回以上）

法務・コンプライアンス部

情報セキュリティにかかる
企画・推進・進捗管理を担う

統括部署

各部・支店

情報セキュリティ責任者
（部店長）

情報セキュリティ担当者

連携
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サイバーセキュリティの取組み

サイバーセキュリティの基本⽅針

当⾦庫は、サイバーセキュリティリスクを、事業の継続性および社会的信⽤に重⼤な影響を及ぼし得る経営上の重要なリスクの⼀つと認識してい

ます。サイバーインシデントにより当⾦庫のお客さまに被害が及ぶリスクや、当⾦庫の業務ひいては⾦融システム全体の任務遂⾏に⽀障を及ぼすリ

スク等を最⼩化することを⽬的として、サイバーセキュリティ⽔準の維持‧向上を図っています。

サイバーセキュリティ管理体制

当⾦庫では、サイバーセキュリティに関する最終的な責任を理事会が有しており、サイバーセキュリティ統括責任者を中⼼とした体制のもと、IT統

括部がサイバーセキュリティに関する基本⽅針の策定および施策の推進を⾏っています。また、IT統括部には、サイバーセキュリティインシデントへ

の対応を⽬的として、�CSIRT：C�����e��Se�������I����e���Re�����e�Te��」を設置し、平時からの備えおよびインシデント発⽣時の迅速な対応に

努めています。

サイバーインシデントの発⽣状況や脅威動向、サイバーセキュリティ対策の整備状況等については、理事会および理事会のもとに設置された業務

インフラ会議等において、定期的に報告‧共有 されており、これらの情報を踏まえ、サイバーセキュリティ対策の⽅針や対応の⽅向性について議

論‧意思決定を⾏っています。

サイバーセキュリティ体制図

サイバーセキュリティイ�����への対応

当⾦庫では、インシデントの兆候を24時間365⽇体制で監視し、インシデントの検知‧分析、被害の封じ込めおよび復旧対応を担うとともに、平

時においては脅威動向の把握や脆弱性管理を⾏い、未然防⽌に取り組んでいます。インシデント発⽣時には、影響度等に応じて関係者へエスカレー

ションし、経営判断のもとで全社的な対応を⾏う体制としています。また、必要に応じて外部の専⾨機関等とも連携し、被害の拡⼤防⽌および早期

復旧を図っています。さらに、サイバーインシデント発⽣時の対応⼿順やコンティンジェンシープランを整備するとともに、定期的なインシデント対

応演習を通じて、各部⾨の役割や⼿順の確認‧実効性の向上を図っています。

サイバーセキュリティ

※

理事会には年2回、業務インフラ会議には年4回以上報告しています。※

サイバーセキュリティの管理プロセス

当⾦庫では、サイバーセキュリティ対策を継続的に実効性の�るものとするため、脅威の把握、リスク評価、対策の実施、運⽤状況の監視および

⾒直しからなる管理プロセスを構築しています。この管理プロセスのもと、�サイバーセキュリティプログラム」を策定し、攻撃者の⼿⼝の変化等の

外部脅威や内部の脆弱性を踏まえた必要な施策の検討‧実践に取り組んでいます。

2�25年度には、当⾦庫のサイバーセキュリティ対策状況に関する現状認識や外部評価等を踏まえ、本プログラムにおいて2�26〜2�2	年度を期間と

するサイバーセキュリティにかかる取組計画を策定しました。脅威動向やシステム環境の変化等を踏まえ、サイバーセキュリティリスクの状況や対

策の有効性を定期的に評価するとともに、�の結果を踏まえた対策の改善‧⾼度化を⾏っています。

また、こうしたサイバーセキュリティ管理の取組みについては、脆弱性診断やペネトレーションテストの実施の$か、年１回の内部監査および外

部監査を通じて、�の有効性を検証しています。

サイバーセキュリティに関する教育

当⾦庫では、全役職員のサイバーセキュリティに対する意識およびリテラシーの向上を⽬的として、eラーニングや不審メール訓練をはじめとした

サイバーセキュリティに関する教育を継続的に実施しています。教育に�たっては、役割や職責に応じた内容とすることで、各職員が担う業務に即し

たサイバーセキュリティ対応⼒の向上を図っています。

●セキュリティに関する基礎知識の習得を⽬的とした全職員対象のeラーニング

●サイバーセキュリティへの意識向上を⽬的とした全役職員向けのニュースレター配信

●全役職員を対象とした、標的型攻撃メールへの耐性や意識の向上を⽬的とした不審メール訓練

●役員のサイバーセキュリティに関する知⾒の向上を⽬的とした有識者講演会

●CSIRTのフ�レンジ�ク技能向上を⽬的とした、外部有識者による技能トレーニング

税務コンプライアンス向上への取組み

納税義務の適切な履⾏は、企業において重要な社会的責任の⼀つであり、国際分散投融資を掲げる当⾦庫においては国内はもとより海外向け投融

資および海外拠点の活動に��る海外各国税務法令や、OECDにおいて議論され本邦に導⼊されたBEPS⾏動計画な�の国際的な取組みも意識した税

務業務を実践しています。

また、当⾦庫においては、持続的な成⻑による中⻑期的な企業価値の向上を⽬的として組織内の税務コンプライアンス向上への取組みを実施して

います。具体的には、役職員に対して研修会を通して、税務リテラシーの向上を図る取組みを実施しています。引き続き、税務コンプライアンスに対

する意識の醸成を図るとともに、税務ガバナンスへの取組強化を進めていきます。

税務コンプライアンス

提供サービスへの適切な
サイバーセキュリティ対策の実施

情報システムのサービス提供者
システム開発・運用担当者

理事会

IT統括部担当理事

サイバーセキュリティ
統括責任者

報告・協議

議長

報告・協議

サイバーセキュリティの企画・推進

IT統括部　CSIRT

CSIRT会議
（実務者レベル）

情報セキュリティ総括
オペレーショナル・リスク管理総括

法務・コンプライアンス部
グループ会社との

連携

各グループ会社の主管部
危機管理対応、広報対応

経営企画等

経営企画部

IT統括部（CSIRT以外）、
農中情報システム（株）、

その他関係部署

業務インフラ会議など
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環境

⽅針‧考え⽅

環境⽅針

2050年ネットゼロに向けた

移⾏計画

投融資に�ける環境‧

社会への配慮に��る取組⽅針

温室効果ガス排出

単位 202�年� 202�年� 2025年�

Scope1

（事業者⾃らによる温室効果

ガスの直接排出）

農林中央⾦庫拠点 t-CO ★2,122 ★1,954 1,793

グループ会社 t-CO ★26 ★24 22

計 t-CO ★2,148 ★1,978 1,815

Scope2

（他社から供給された電気、

熱‧蒸気の使⽤に伴う間接排

出）

農林中央⾦庫拠点 t-CO ★13,141 ★12,740 12,239

グループ会社 t-CO ★525 ★536 532

計 t-CO ★13,666 ★13,276 12,771

Scope1〜2 ⼩計

農林中央⾦庫拠点 t-CO ★15,263 ★14,694 14,032

グループ会社 t-CO ★551 ★560 554

計 t-CO ★15,814 ★15,254 14,586

Scope3

カテゴリ1_購⼊した製品‧サ

ービス

農林中央⾦庫拠点 t-CO 264 165 126

グループ会社 t-CO 45 48 37

計 t-CO 309 213 163

Scope3

カテゴリ5_事業から出る廃棄

物

農林中央⾦庫拠点 t-CO 8 8 10

グループ会社 t-CO 4 4 3

計 t-CO 12 11 13

Scope3

カテゴリ6_出張

農林中央⾦庫拠点 t-CO ★431 ★425 438

グループ会社 t-CO ★269 ★277 273

計 t-CO ★700 ★703 710

Scope3

カテゴリ7_通勤

農林中央⾦庫拠点 t-CO 803 ★787 816

グループ会社 t-CO 502 ★512 508

計 t-CO 1,305 ★1,299 1,324

Scope3

カテゴリ15_投資

投融資先のGHG排出量に�い!'こちらをご参照ください。

GHG排出量 計（Scope1〜3）

農林中央⾦庫拠点 t-CO 16,769 16,078 15,422

グループ会社 t-CO 1,370 1,401 1,375

計 t-CO 18,139 17,479 16,797

ESGデータ

環境⽅針（PDF：197KB）

2050年ネットゼロに向けた移⾏計画

投融資に�ける環境‧社会への配慮に��る取組⽅針（PDF：578KB）
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エネルギー消費

単位 202�年� 202�年� 2025年�

電⼒使⽤量

農林中央⾦庫拠点 kWh ★36,228,410 ★35,879,905 34,401,847

グループ会社 kWh ★1,694,703 ★1,663,962 1,677,679

合計 kWh ★37,923,113 ★37,543,866 36,079,526

う�再⽣可能エネルギー使⽤量 kWh ★6,218,686 ★7,763,202 9,020,542

蒸気使⽤量

農林中央⾦庫拠点 MJ ★2,001,632 ★1,691,436 1,261,812

グループ会社 MJ ★0 ★0 0

合計 MJ ★2,001,632 ★1,691,436 1,261,812

冷⽔使⽤量

農林中央⾦庫拠点 MJ ★5,512,049 ★5,725,377 6,246,576

グループ会社 MJ ★49,774 ★49,386 49,811

合計 MJ ★5,561,823 ★5,774,763 6,296,387

温⽔使⽤量

農林中央⾦庫拠点 MJ ★1,889,086 ★1,813,623 2,044,904

グループ会社 MJ ★6,851 ★8,145 17,446

合計 MJ ★1,895,937 ★1,821,768 2,062,350

灯油使⽤量

農林中央⾦庫拠点 k# ★82 ★88 89

グループ会社 k# ★0 ★0 0

合計 k# ★82 ★88 89

重油使⽤量

農林中央⾦庫拠点 k# ★40 ★0 0

グループ会社 k# ★0 ★0 0

合計 k# ★40 ★0 0

LPガス使⽤量

農林中央⾦庫拠点 t ★17 ★15 16

グループ会社 t ★0 ★0 0

合計 t ★17 ★15 16

都市ガス使⽤量

農林中央⾦庫拠点 千m ★477 ★486 448

グループ会社 千m ★3 ★4 3

合計 千m ★480 ★490 452

ガ�リ6使⽤量

農林中央⾦庫拠点 k# 310 302 264

グループ会社 k# 8 7 7

合計 k# 318 310 271

※3

3

3

3
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‧対象範囲：

‧GHG算出⽅法：

農林中央⾦庫拠点‧‧‧農林中央⾦庫の国内外拠点

グループ会社‧‧‧当⾦庫連結⼦会社

環境省‧経済産業省「温室効果ガス排出量算定‧報告マニュアル」に基づく係数を使⽤。海外拠点については原則として各国で定める係数を

使⽤。

Scope3については環境省‧経済産業省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイ#ライン」に基づく係数を使⽤。

※1 農林中央⾦庫本店ビル（Otemachi-Oneタワー）にお�る再⽣可能エネルギー由来⾮化⽯証書購⼊分およびその他施設にお�る再⽣可能エネルギー利⽤分については排出ゼロとして

算定。

※2 購⼊したサービスについてはコピー⽤紙を対象として算定。

※3 農林中央⾦庫本店ビル（Otemachi-Oneタワー）にお�る再⽣可能エネルギー由来⾮化⽯証書購⼊分を含む。

※4 農林中央⾦庫本店ビル（Otemachi oneタワー）および昭島センター他、グループ会社‧海外拠点にお�る⽔道使⽤量。

※5 農林中央⾦庫拠点等、グループ会社、海外拠点にお�るコピー⽤紙の納⼊量。

※6 農林中央⾦庫本店ビル（Otemachi oneタワー）およびグループ会社‧海外拠点にお�る廃棄物発⽣量。

社会

⼈材に関する⽅針‧考え⽅

⼈材マネジメント基本⽅針

ダイバーシティ‧エクイティ＆

インクルージョン

ハラスメント対策

労働安全衛⽣

2024年度（PDF：876KB）

2023年度 Scope3カテゴリ6（PDF：696KB）

2023年度 Scope1�2（PDF：756KB）

2022年度（PDF：7�5KB）

2021年度（PDF：75�KB）

⼈的資本

ダイバーシティ‧エクイティ＆インクルージョン

⼈権⽅針（PDF：171KB）

⼈的資本

⼈的資本を⽀える基盤

資源の利⽤と廃棄

単位 2023年度 202�年度 202�年度

⽔資源投⼊量 m 51+�59 4�+936 46+36�

紙使⽤量 t 169 116 89

廃棄物発⽣量 t 85 81 93

再利⽤ t 28 26 28

★⼀般財団法⼈⽇本品質保証機構による第三者検証受検項⽬

※4 3

※5

※6

※6

⼈材に関する基本データ

単位 202�年度 2024年度 2025年度

職員数

⼈ 3,381 3,342 3,367

男性

⼈ 2,171 2,120 2,098

% 64.2 63.4 62.3

⼥性

⼈ 1,210 1,222 1,269

% 35.8 36.6 37.7

職員以外の⾮正社員

⼈ 572 569 554

男性 ⼈ 456 453 436

⼥性 ⼈ 116 116 118

派遣社員

⼈ 111 130 112

男性 ⼈ 0 0 1

⼥性 ⼈ 111 130 111

在籍出向⼈数 ⼈ 487 466 409

海外現地採⽤者 ⼈ 185 192 201

職員の年齢層別構成

20代以下

⼈ 726 702 722

％ 21 21 21

30代

⼈ 1,145 1,157 1,194

％ 34 35 35

40代

⼈ 826 853 881

％ 24 26 26

50代

⼈ 680 626 568

％ 20 19 17

60代以�

⼈ 4 4 2

％ 0 0 0

職員の平均年齢

歳 39 39 38

男性 歳 40 39 39

⼥性 歳 38 38 37

職員の平均勤続

年 14.1 14.0 13.6

男性 年 13.7 13.7 13.4

⼥性 年 14.7 14.5 14.0

新卒採⽤者数

⼈ 125 162 194

男性 ⼈ 61 76 90

⼥性 ⼈ 64 86 104

中途採⽤者数

⼈ 28 50 55

% 18 24 22

男性

⼈ 22 34 41

% 27 31 31

⼥性

⼈ 6 16 14

% 9 16 12

10年⽬職員勤続勤�割合

% 75.9 73.9 69.6

男性 % 79.1 77.9 73.3

⼥性 % 70.8 68.3 65.5

離職率

% 2 3 2

男性 % 2 3 2

⼥性 % 3 3 2

職員の平均⽉間給与 千円 552 574 583

障がい者雇⽤数 ⼈ 139 143 152

障がい者雇⽤率 ％ 2.66 2.73 2.86

定年後継続雇⽤ ⼈ 329 333 331

※1�年度末退職者含む

※2�10〜12事業年度前に採⽤した職員の��、引き続き勤�し�いる職員の割合

※3�同⼀職責同⼀処遇であり、男⼥別‧国内地域別格差は無し�

※4�農林中央⾦庫、グループ⼦会社、特例⼦会社を合算した雇⽤数‧雇⽤率

※5�シニアスタッフ制度‧マイスター制度に(る雇⽤

※1

※2

※3

※4

※4

※5

温室効果ガス排出量検証報告書
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⼈材育成に関するデータ

単位 2023年度 202�年度 202�年度

育成投資額 百万円 843.9 783.9 834.8

⼀⼈あたり育成投資額 万円 ‐ ‐ 25

育成投資額のうち⼈事部主催研修‧育成施策 百万円 ‐ ‐ 588.6

年間総研修時間 時間 ‐ ‐ 154,419

⼀⼈あたり研修時間 時間 ‐ ‐ 46

年間総研修時間のうち管理職向け研修 時間 ‐ ‐ 5,705

管理職向け研修 ⼀⼈あたり研修時間 時間 ‐ ‐ 24

海外留学者数（MBA/LLM等取得者数） ⼈ 121 111 101

DX⼈材累計認定⼈数

（DXトランスレーター‧データサイエンティスト

（Skill））

⼈ 131 186 243

サステナビリティにかかるeラーニング受講⼈数 ⼈ 3,085 3,301 3,345

※1 各種研修開催費⽤、外部研修派遣費⽤、海外留学派遣費⽤、⾃⼰啓発⽀援費⽤（語学、資格取得助成等）等

※2 グループ会社含む

⼥性活躍推進に関するデータ

単位 2023年度 202�年度 202�年度

⼥性採⽤割合

総合職 % 40 43 49

⽀店総合職 % 56 61 47

ビジネスエキスパート職 % 100 96 95

管理職に占める⼥性の割合 % 9.1 9.6 9.5

男⼥の賃⾦の差異

単位 2023年度 202�年度 202�年度

全労働者 % 53.5 54.0 54.8

正規労働者 % 52.5 53.4 53.9

総合職 % 55.7 57.1 56.5

⽀店総合職 % 79.0 79.2 78.0

ビジネスエキスパート職 % 89.4 98.9 92.3

⾮正規労働者 % 48.0 44.8 47.3

賃⾦：基本給‧時間外⼿当‧賞与等を含み退職⼿当、通勤⼿当等を除く。

正規労働者：外部への出向者を含む。

⾮正規労働者：嘱託員を含む、トレーニー、受⼊出向者、派遣職員は除く。

＜差異に�いての補⾜説明＞

男性労働者の賃⾦の平均に対する⼥性労働者の賃⾦の平均を割合（％）で⽰しています。

賃⾦に関する規程や評価基準において、性別による差異は設けておりません。

⼥性の平均年間賃⾦が男性より低くなっている理由は、特に上位役席者における管理職⽐率の差異や、年齢構成の差異等によるものとなっております。

現在、⼥性活躍推進に関しては、⼀般事業⾏動計画に基づき、男性育休取得率100％、働き⽅改⾰、新卒採⽤における⼥性割合の向上等に取り組んでおります。また、性別にかかわらず、

多様な職員が活躍できる組織を⽬指し、結果として、上記の各賃⾦差異の縮⼩に繋がるよう、引き続き取組みを強化してまいります。

※1

※2

育児‧介護に関するデータ

単位 2023年度 202�年度 202�年度

育児休業取得⼈数

⼈ 181 191 195

男性 ⼈ 112 121 118

⼥性 ⼈ 69 70 77

育児休業取得率

％ 99 107 106

男性 ％ 97 108 114

⼥性 ％ 103 105 96

育児休業後の復職率 ％ 100 98.5 98.5

看護休暇の取得⽇数 ⽇ 719 704 953

介護休業の取得⼈数 ⼈ 0 3 3

※1 育児休業をした職員数÷配偶者が出産した職員数（年度をまた�場合は、取得を開始した年度に参⼊）

※2 育児休業をした職員数÷出産した職員数（年度をまた�場合は、取得を開始した年度に参⼊）

※3 ⼦を出産した⼥性職員のうち、⼦の1 歳誕⽣⽇まで継続して在職（育休中を含む）している職員の割合

職場‧働き⽅に関するデータ

単位 2023年度 202�年度 202�年度

年間実労働時間

時間 1,860 1,858 1,849

⼀般職員 時間 1,841 1,842 1,833

管理職 時間 2,033 2,020 2,020

平均残業時間

時間 9.8 9.5 9.2

総合職 時間 13.0 13.3 13.1

⽀店総合職 時間 7.9 5.5 4.8

ビジネスエキスパー

ト職

時間 3.6 2.8 2.4

有給休暇の平均取得⽇数 ⽇ 16 16 16.9

有給休暇取得率

％ 80.6 83.2 84.3

⼀般職員 ％ 84.9 87.4 88.4

管理職 ％ 68.1 71.4 72.5

配偶者転勤休業制度利⽤者数 ⼈ 14 9 30

※1 暦年管理に基づく実績値

エンゲージメントスコア

単位 2023年度 202�年度 202�年度

エンゲージメントスコア ％ 54 55 61

⼈権に関する⽅針‧考え⽅

⼈権⽅針

投融資における環境‧社会への配慮に��る

取組⽅針

調達に関する考え⽅（⼈権尊重）

苦情‧ご相談

単位 2023年度 202�年度 202�年度

苦情‧ご相談の受付 件 7 11 12

※1

※2

※3

※1

※1

⼈権⽅針（PDF：171KB）

⼈権尊重

投融資における環境‧社会への配慮に��る取組⽅針（PDF：578KB）

調達に関する考え⽅
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ガバナンス

ガバナンスに関する⽅針‧考え⽅

農林中央⾦庫ガバナンス基本⽅針

リスクアペタイトフレームワーク

サステナビリティ推進体制

コンプライアンス等に関する⽅針‧考え⽅

倫理憲章

コンプライアンスへの取組み

マネー‧ローンダリング等防⽌への対応

腐敗防⽌に向けた取組み

サイバー��#リティ

税務コンプライアンス

ガバナンス体制

単位 2024年7⽉1⽇現在 202�年7⽉1⽇現在 202�年7⽉1⽇現在

経営管理委員 ⼈ 19 19 17

うち⼥性 ⼈ 1 1 0

理事‧執⾏役員 ⼈ 15 19 22

うち⼥性 ⼈ 2 3 4

監事 ⼈ 5 5 5

うち⼥性 ⼈ 1 1 1

※外部有識者2名の理事就任にあわせて、理事‧執⾏役員の+を202
年7⽉2⽇時点としています。

単位 202�年� 2024年� 202�年�

経営管理委員会の開催回数 回 14 14 14

経営管理委員会への平均出席率 % 90.1 94.7 92.5

コンプライアンス

単位 202�年� 2024年� 202�年�

コンプライアンス‧ホットライン通報件数 件 15 10 17

経営管理

サステナビリティ推進体制

倫理憲章

コンプライアンス

サイ�#�	�リティ

税務コンプライアンス

※

※
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